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ロット LGU（Morong 町）ヒアリング 

9/29 IMS（情報管理システム）構築に関する活動
（成果 2）で供与されたプロッター 

9/29 構築された IMS の 1 画面（災害発生状況に
かかる GIS マッピング部分） 
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（Aparri 町）ヒアリング 

10/1 地方 DRRM 計画策定支援（成果 1）のパイ
ロット LGUs（Isabela 州、Ilagan 市）ヒアリ
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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：災害リスク軽減・管理能力向上プロジェクト

分野：防災 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA 地球環境部防災第 2 チーム 協力金額：約 4.3 億円 

協力期間：2012 年 3 月～2015 年 3 月 先方実施機関： DND（国防省）OCD（市民防衛局）

日本側協力機関：国土交通省、内閣府等 

1-1 協力の背景と概要 
フィリピンは国家レベルで災害管理を行うための基本となる防災計画を有しておらず、防災関

係政府機関による各分野の活動は統一性なく独自に行われてきた。また、緊急対応時の活動（オ

ペレーション）についても、情報伝達手段や情報様式、災害対応体制などが中央と地方政府間で

統一されていないため、効率的とは言い難い状況にある。 
このためフィリピン政府は、2005 年 1 月の国連防災世界会議における「兵庫行動枠組

(2005-2015)」採択以降、災害管理強化への取り組みを進めてきた。2010 年 5 月には「災害リス

ク軽減・管理法（共和国法第 10121 号）」（DRRM 法）を制定し、従来の災害後対応に加え、予

防・軽減を含んだ総合的な災害リスク管理を実施するため、「災害リスク軽減・管理（Disaster Risk 
Reduction and Management：DRRM）」という新たなアプローチに基づく防災の基本枠組みを打ち

出した。DRRM 法では、国レベルの災害管理に関する最高意思決定機関である「国家災害リス

ク軽減管理評議会（National Disaster Risk Reduction and Management Council：NDRRMC）」の再編

のほか、「国家災害リスク軽減管理計画（国家防災計画）（National Disaster Risk Reduction and 
Management Plan：NDRRMP）」の策定、地方管区及び地方自治体（Local Government Units：LGUs）
レベルの DRRM 部局（DRRMOs）の設置などが定められた。この新たな枠組みの下で DRRM 活

動を実施するため、NDRRMP を始めとする DRRM 関連計画等の整備、また関連組織の能力強化

のニーズが急速に高まっている。 
DRRM 法の制定により、DRRM 活動の中心的組織の役割を果たしうる NDRRMC の事務局と

して位置づけられているのが市民防衛局（Office of Civil Defense：OCD）である。しかし、従来

OCD の活動は災害後の対応が中心であったが、今後は予防・軽減も含む、より広範囲かつ多様

な DRRM 活動を担うことが求められており、OCD の組織・人材の能力強化が急務となっている。

このような状況の下、JICA は 2010 年 3 月から 11 月にかけて、3 次にわたる協力準備調査を

実施し、協力の枠組みについての検討を行い、翌 2011 年 4 月にはフィリピン政府から日本政府

に技術協力プロジェクトの要請がなされ、同 10 月 28 日に署名された討議議事録（Record of 
Discussions：R/D）に基づき、2012 年 3 月から本プロジェクトが開始された。プロジェクトの実

施期間は 2015 年 3 月までの 3 年間である。実施期間の中間地点である 2013 年 10 月には中間レ

ビューが実施された。また実施期間が残り 6 カ月となった 2014 年 10 月には、R/D に記載のとお

りフィリピン側と日本側の両者による合同終了時評価が実施された。 

1-2 協力内容 
1) 上位目標 

フィリピン政府機関による DRRM 活動が改善される。 



 

ii 

2) プロジェクト目標 
OCD の DRRM 能力が強化される 

3) 成果 
1. DRRM に関する OCD の計画立案・実施能力が改善される。 
2. DRRM 活動（情報管理を含む）が標準化される。 
3. DRRM 教育研修システムとその能力が強化される。 
4. コミュニティ防災（Community Based Disaster Risk Reduction and Management：CBDRRM）

活動の支援体制が強化される。 
4) 投入 
（日本側） 専門家派遣： 2012 年 3 月より 2014 年 10 月時点までで、短期ベースで計 15 名派遣

 供与機材： 情報管理システム（Information Management System：IMS）のための

サーバーコンピュータ、GIS ソフトウェア等 
 本邦研修： 2 回（2013 年 6 月および 2014 年 5 月）で 19 名の OCD カウンターパ

ートが参加 
 現地活動費： 2012 年 3 月から現時点まででローカルコンサルタント傭上など計

70.4 百万円 
（フィリピン側）カウンターパート配置：プロジェクト・ダイレクターは市民防衛局長官（Civil 

Defense Administrator：CDA）、プロジェクト・マネジャーは市民防衛執行官（Civil 
Defense Executive Officer：CDEXO）、カウンターパートは OCD の計画プログラム課、

防災オペレーション課、情報通信・電子技術（Communication, Electronics and 
Information Technology：CEIT）課、国家災害リスク軽減管理サービス（National Disaster 
Risk Reduction and Management Service：NDRRMS）、人材管理開発課、教育研修課、

第 2 地方管区事務所および第 3 地方管区事務所等の職員 
 活動費：ワークショップや会議開催費用を一部負担 

2. 合同評価調査団の概要 

調査団構成 

Ms. Concepcion R. Ornopia OCD 内部監査局担当官（Officer-in-Charge：OIC） 
Ms. Mara Gerona DND 計画業務局 
Mr. Eugene G. Eugenio DND 計画業務局 
永石 雅史 JICA 地球環境部参事役 
日下部 隆昭 JICA 専門家（防災政策） 
秋山 慎太郎 JICA 地球環境部防災第二チーム 
奥田 浩之 合同会社適材適所 
Mr. Rey Gerona JICA フィリピン事務所インハウス・コンサルタント

Ms. Catherine Palanca JICA フィリピン事務所 

調査期間 2014 年 9 月 20 日～10 月 10 日 調査種類：終了時評価 

3. 進捗の確認 

3-1 成果レベルの実績 
成果 1：DRRM に関する OCD の計画立案・実施能力の改善 
1) 第 2（Cagayan Valley）地方管区 DRRM 計画（2013-2019）が NDRRMP の様式及び作成プロ
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セスに沿って作成され、2013 年 8 月に RDRRMC（地方管区 DRRM 評議会）で承認された。

2) 第 2 地方管区の 4 地方自治体（Alcala 町、Isabela 州、Ilagan 市、Cagayan 州）が、プロジェ

クトが地方災害リスク軽減管理計画（Local Disaster Risk Reduction and Management Plans：
LDRRMPs）（地方 DRRM 計画）の作成を支援するパイロット LGUs に選ばれた。OCD 第 2
地方管区事務所が中心となって、DRRM 計画のテンプレートや作成プロセスが一連のワー

クショップ等を通して紹介され、現時点では Alcala 町、Isabela 州、Ilagan 市が既に LDRRMPs
を作成し、それぞれの LDRRMC（地方 DRRM 評議会）で承認されている。Cagayan 州につ

いても、PDRRMP（州 DRRM 計画）のドラフトがワークショップ・会議を経て既に完成し

ており（したがってプロジェクトとしては活動は全て終了）、間もなく州災害リスク軽減管

理評議会（Provincial Disaster Risk Reduction Management Council：PDRRMC）で承認される

予定である。 
3) 全国の LDRRMPs の作成・実施状況のモニタリング・ツールとして、エクセルフォーマット

の Checklist and Assessment フォームが作成され、現在このフォームの最終化作業のため多く

の LGUs からの現存の LDRRMPs の収集が進んでいる。  
4) 共和国法第 10121 号の「サンセット・レビュー1」への提案については、現時点で殆ど進展

はない。プロジェクトは現存の LDRRMPs の全国的な収集と Checklist and Assessment フォー

ムの最終化、ナレッジ共有ワークショップの開催等の活動をもとに、今後「サンセット・レ

ビュー」および NDRRMP の改訂・見直しのための提言を作成する予定である。 
成果 2：DRRM 活動（情報管理を含む）の標準化 
1) 水文気象災害にかかる国家災害対応計画（National Disaster Response Plan：NDRP）が作成さ

れ、2014 年 6 月 11 日に NDRRMC にて承認された。2014 年 6 月 30 日には、NDRRMP の 4
つの柱（予防・軽減、災害準備、災害対応、復旧・復興）のうちの一つ「災害対応」の責任

機関である社会福祉開発省（Department of Social Welfare and Development：DSWD）への NDRP
の移譲がなされた。また、地震・津波にかかる NDRP の作成が現在進められている。 

2) 2013 年の OCD 暫定組織構造・人事配置（Organizational Structure and Staffing Pattern：OSSP）
に基づく現在の OCD 組織体制に適応が可能な OCD 災害対応オペレーションマニュアルの

ドラフト（2014 年 3 月）が作成され、現在さらに内容の充実化が進められている。 
3) 新たに GIS 技術を取り込んだプロトタイプの IMS が構築された。IMS は 3 つのデータベー

ス（対応者、災害発生状況、過去の災害データ）から構成されている。現在、GIS マッピン

グによる災害発生状況がパソコン上では表示可能であるが、インターネット上での IMS の

操作性は非常に遅く、プロジェクトがシステムの改善に取り組んでいる。  
4) 水文気象災害にかかる NDRP、および IMS 利用を含む OCD 災害対応オペレーションマニュ

アルの机上訓練が計画されていたが、2014 年 7 月に台風 Glenda が発生したため、その際の

実際の災害対応・活動に対する評価ワークショップ（2014 年 7 月 31 日～8 月 1 日）に置き

換えられた。 
成果 3：DRRM 教育研修システムとその能力の強化 
1) 国家災害リスク軽減管理教育研修計画（National Disaster Risk Reduction and Management 

Education and Training Plan：NDRRMETP）の構成案（Draft Design）が 2014 年 7 月に CDA

                                                        
1 法令施行後 5 年後に実施される法定見直し作業 
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によって承認され、プロジェクトは現在 NDRRMETP の作成を進めている。 
2) DRRM 研修機関〔共和国法第 10121 号施工規則（Implementing Rules and Regulations：IRR）

に定める研修機関（Training Institutes：TIs）〕のための優先研修モジュールが、4 グループ

（地方自治体の長と地方 DRRM 部局、国レベル政府組織、民間セクター、コミュニティ）

について作成され、モジュールに基づくパイロット研修が 2014 年に実施された。これらの

モジュールは今後最終化・承認され、NDRRMETP の一部となる予定。 
3) 市民防衛教育研修プログラム（Civil Defense Education and Training Program on DRRM：

CDETP）の構成案（Draft Design）が 2014 年 7 月に CDA に承認され、プロジェクトは現在、

次の 3 レベル（基礎レベル、上級レベル、幹部レベル）での CDETP の作成を進めており、

パイロット研修も実施された。 
成果 4：コミュニティ防災（CBDRRM）活動の支援体制の強化 
1) CBDRRM 国家政策コンセプトペーパー案がプロジェクトによって作成された。また、コミ

ュニティ防災研修のためのトレーナー基礎ガイドが作成された。コミュニティ防災推進のた

めのコンセプトペーパー案、トレーナー基礎ガイド、コミュニティ防災研修コースを評価・

検討するため、第 3 地方管区の Bataan 州（Balanga 市および Morong 町）で研修トレーナー

養成研修（Training of Trainers：TOT）方式を用いたパイロット研修が 2014 年に実施された。

2) コミュニティ防災活動を全国展開していくための行動計画が、CBDRRM 国家政策コンセプ

トペーパー案の中で予算と実施メカニズムを挙げて説明されている。将来、コンセプトペー

パーについては NDRRMC から Memorundum Circular（覚書回覧）として翻訳・発出される

ことで、国家政策としての位置づけが与えられる予定である。 

3-2 プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト実施を通じて、OCD の計画立案・実施能力、効率的な災害対応、防災人材の育

成、コミュニティ防災支援にかかる能力は向上したが、プロジェクトの進捗・実績の程度を測る

指標には成果品の作成だけでなく然るべき関係機関による承認までが含まれており、その現在の

進捗状況は以下のとおり。 

 既に承認されたもの これから承認が必要なもの 
成果 1 1. 第 2 地方管区 DRRM 計画 

2. Isabela 州 DRRM 計画 
3. Ilagan 市 DRRM 計画 
4. Alcala 町 DRRM 計画 
5. (その他 15 地方管区の RDPPM 計画）

1. Cagayan 州 DRRM 計画 
2. Checklist and Assessment フォーム

（LDRRMPs モニタリング・評価ツール）

成果 2 6. 水文気象災害にかかる NDRP 3. 地震・津波にかかる NDRP 
4. OCD災害対応オペレーションマニュアル

成果 3  - 5. 国家 DRRM 教育研修計画 
6. TIs のための 4 つの優先研修モジュール 
7. 市民防衛教育研修プログラム 

成果 4  - 8. CBDRRM 国家政策コンセプトペーパー 
9. トレーナー基礎ガイド 
10. コミュニティ防災のための行動計画 

 

また、作成されたシステムやプログラムについて、その運用に向けた進捗状況は以下のとおり。
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 運用可能 まだ運用可能でないもの 

成果 1  - 1. Checklist and Assessment フォーム 
成果 2 1. IMS（情報管理システム） 

2. （NDRP に基づく新たなクラスター
のグルーピング） 

2. OCD 災害対応オペレーションマニュアル

成果 3 3. TIs のための 4 つの優先研修モジュ
ール 

3. 市民防衛教育研修プログラム 

成果 4 4. トレーナー基礎ガイド 4. CBDRRM 国家政策コンセプトペーパー 
この先の残り 6 カ月の協力期間で、計画・マニュアルやモニタリング・ツールについては内容

の充実化・推敲をさらに進め、システムについては改善し、研修・訓練を実施し、評価ワークシ

ョップや検討会を開催し、関係官庁と協議しフィードバックを成果品に反映させる等、プロジェ

クトはこれら成果品の最終化・承認に向けてまだ多くの活動を実施する必要がある。しかし成果

の達成を確実にするために残り 6 カ月のワークプランを作成して活動を強化・促進することで、

プロジェクトは 2015 年 3 月の協力期間までにプロジェクト目標を達成する可能性は十分にある

と考えられる。 

3-3 上位目標に向けた進捗 
上位目標はフィリピン政府機関による DRRM 活動の改善である。終了時評価調査インタビュ

ーでは、（手続きの整備等の能力強化を通して）OCD の DRRM 活動が実際に改善したとして関

係機関が認識した事例を幾つか聞くことができた。具体的には、最近の自然災害（2014 年 7 月

の台風 Glenda、2014 年 8 月の台風 Louise、2014 年 9 月の台風 Mario）対応の際の、OCD の調整・

連携活動の改善である。しかし、OCD 以外の政府機関の活動も含めて、プロジェクトの成果に

基づく DRRM 活動の改善という上位目標への進捗については、未だ限定的である。 

4. 評価 5 項目の概要 

4-1 妥当性 
プロジェクトの妥当性は高い。 
1) プロジェクトは、「フィリピン中期開発計画（2011-2016）」、共和国法第 10121 号「フィリピ

ン災害リスク軽減管理法」、NDRRM フレームワーク、NDRRMP などフィリピン国政府の

DRRM 政策と整合しており、その高い妥当性は開始当初から変わっていない。 
2) プロジェクトは、実施機関である OCD のニーズ・期待に引き続き合致している。プロジェ

クトは、OCD の能力強化を効果的に進めるため状況の変化に応じて活動を調整・変更してき

ており、例えば、NDRRMP は OCD のイニシアティブにより 2012 年 3 月のプロジェクト開

始前に策定・承認（2012 年 2 月）されたことから、OCD 計画立案に関する能力強化につい

ては、当初想定していた NDRRMP 策定ではなく、地方管区 DRRMP および地方 DRRMPs の
策定を通じて行うよう変更された。 

3) プロジェクトは、日本の対フィリピン国別援助方針（2012 年 4 月）と整合しており、災害リ

スク軽減管理はフィリピンに対する支援の重点分野の一つとされ、本プロジェクトもその中

に位置づけられている。 

4-2 有効性 
プロジェクトの有効性は中程度である。 
1) プロジェクトは OCD の DRRM 能力強化に顕著に貢献しているが、プロジェクト・デザイン・
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マトリクス（Project Design Matrix：PDM）の成果レベル・プロジェクト目標レベルの指標

については十分に達成した指標はまだ一つもないことから、プロジェクトの有効性は中程度

と評価された。指標の達成が遅れている理由として、殆どの指標に成果品の「承認」が含ま

れていること、また、幾つかの活動については自然災害の頻発により OCD のプロジェクト

活動が影響を受けスケジュールから遅れていることが挙げられる。 
2) 組織レベルの能力強化にとって重要な一つの要素は、適切で効果的な組織体制の確立である

が、OSSP の検討が継続しており現在の OCD は過渡的な組織体制であることから、これが

（カウンターパートの頻繁な交替だけでなく）プロジェクトが計画、マニュアル、モジュー

ルを作成するにあたっての制約となった。例えば、3 カ所（マニラ、セブ、ダバオ）に設立

が計画されている TIs について、その業務開始が見通せない中で、TIs が行うべき役割と活

動は、現在 OCD の教育研修課が実施している。優先研修モジュールは、当初は TIs による

実施を想定して作成されることになっていたが、現在の移行期の体制に合うよう優先研修モ

ジュール作成に関する活動も調整が求められた。 
3) CBDRRM に関しては、様々な政府機関、LGUs、NGOs が独自のコンテンツを用いて研修を

実施している。プロジェクトは、CBDRRM 国家政策（コンセプトペーパー、研修コース、

トレーナー基礎ガイド、活動計画を含む）を作成することで、こうした様々なコミュニティ

防災活動の標準化プロセスを進めている。OCD 職員や LGUs 職員からは、TOT への参加に

よりコミュニティ防災に関し自信をもって講義、説明できるようになったとの声がきかれ

た。 
4) IMS の構築は、信頼できる災害統計の提供、災害リスクのアセスメント、過去の災害データ

から学ぶことによる効果的な対策・計画立案、より的確な災害対応といった DRRM 活動の

ための重要な基礎となる。台風 Yolanda（2013 年 11 月）、台風 Glenda（2014 年 7 月）等の

近年の自然災害で、IMS の有用性、新たな情報を追加していくことによるデータベースのア

ップデートとシステムを安定的に運用していくことの重要性が、OCD カウンターパートに

認識された。 

4-3 効率性 
プロジェクトの効率性は中程度である。 
1) プロジェクトの効率性は中程度とされたが、これはプロジェクトの幾つかの活動がスケジュ

ールから遅れることとなった制約のためである。具体的には、OCD カウンターパートの頻

繁な交替と、自然災害の頻発（例えば、2013年 10月の Bohol地震、2013年 11月の台風 Yolanda、
2014 年 7 月の台風 Glenda など）である。こうした制約要因は、終了時評価調査インタビュ

ーにおいて、実施機関である OCD だけでなく、プロジェクトに関わる合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee：JCC）メンバー機関からも言及があった。 

2) 日本側からのプロジェクトへの投入については、プロジェクト途中での総括の交替があった

が、専門家派遣や本邦研修など概して適切に実施された。各成果に配置されたローカルコン

サルタントによるプロジェクト活動の促進・ファシリテーションも日本側の重要な投入であ

る。 
3) フィリピン側の投入は、カウンターパートの配置、プロジェクト実施のための活動費一部負

担である。フィリピン側チームは CDA（プロジェクト・ダイレクター）、CDEXO（プロジ
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ェクト・マネジャー）、各成果を担当する OCD 職員で構成された。CDA と CDEXO は、OCD
の任命官職のポジションであり、2012 年にプロジェクトが開始されてからこの間、それぞ

れ 3 回および 2 回の交替があった。また、OCD カウンターパートについても異動したり、

プロジェクトでこれまで担当していたのと別の成果の担当になったりと交替が頻繁であっ

た。 

4-4 インパクト 
プロジェクトのインパクトは比較的高い。 
1) 最も重要なインパクトは、協力終了後 3～5 年後に達成されるべきプロジェクトの上位目標

「フィリピン政府機関による DRRM 活動の改善」である。現時点では、プロジェクトの成

果に基づく上位目標達成に向けた進展はまだ限られたものとなっているが、終了時評価調査

中のインタビューからは、OCD の DRRM 活動改善（自然災害発生時の OCD の調整活動の

向上）が確認できた。 
2) LDRRMP にかかるプロジェクト活動から直接的に派生したインパクトが幾つかある。プロ

ジェクトで研修を受けた OCD 第 2 地方管区事務所カウンターパートが、パイロット LGUs
外の Aparri 町の MDRRMP（町 DRRM 計画）の作成を支援した。具体的には、プロジェク

トが促進してきたテンプレートと協議プロセスを紹介・説明し、会議やワークショップにて

講義やファシリテーションを行った。Aparri 町の MDRRMP の作成は、2013 年 11 月に終了

し、町 DRRM 評議会にエンドースされ、2014 年 6 月には町議会で承認された。 
3) 2014 年 6 月 11 日の水文気象災害にかかる NDRP の NDRRMC による承認も、幾つかのイン

パクトをもたらした。その一つは、災害対応クラスターの再編である。再編の結果、現在

DSWD の元に 12 の災害対応クラスターが存在し、そこで OCD は 2 クラスター（ロジステ

ィックス、緊急通信）を統率している。クラスターの再編により、各々の機関は災害対応時

に特定の役割に集中でき、調整がより効率的になった。 

4-5 持続性 
プロジェクトの持続性は中程度である。 
1) 制度的な観点からは、OCD のプロジェクトの活動が持続する可能性は高い。計画、防災オ

ペレーション、教育研修、コミュニティ防災にかかるプロジェクト活動は OCD の職責内容

と一致しており、終了時評価調査時においても CDA から妥当性の高さについて言及があっ

た。 
2) 技術的な観点からは、IMS の維持管理と持続的運用を除き、OCD 職員がプロジェクト活動

を今後も継続していくことに困難はないものと考えられる。IMS については、現時点ではシ

ステムは主に JICA チーム（専門家とローカルコンサルタント）により運用されている。IMS
は自然災害発生時にも安定的な稼働が求められることから、OCD の技術能力では維持管理

が難しいと考えられる場合は、雇用か契約により IT 専門家を OCD に常駐させることも検討

する必要がある。 
3) 人材的な観点からは、OSSP がいつ最終化され、OCD の人員配置が定まるかは不確かである。

現在、OCD 職員数は 416 名（147 名が本部、269 名が地方管区事務所）であるが、うち 180
名が契約ベースでの雇用である。共和国法第 10121 号制定後の業務量の増加にも関わらず、

OCD スタッフの数はこの間それほど増えておらず、職員数の不足が終了時評価調査中にも



 

viii 

広く言及された。 
4) 財政的な観点からは、持続性は中程度である。プロジェクトの活動は、IMS の維持管理を除

き、主に計画、調整、モニタリング等でその継続については大きな予算を必要としないこと

から、予算的にはこうした活動を現在の日常業務の中で実施していくことは可能である。よ

り重要なことは、テンプレートを活用し、参加・協議プロセスによる LDRRMPs の作成・改

善などの新たな活動は LGUs が実施することになる。このため、LGUs は各自、その予算の

5%を割り当てることとなっている地方 DRRM 基金の活用を検討していく必要がある。 

4-6 プロジェクトの効果発現を促進・阻害した主な要因 
1) プロジェクトの促進要因として終了時評価調査中に挙げられた項目は次のとおり。 
・ 日本人専門家とローカルコンサルタントが業務にあたっているプロジェクト事務所が OCD

の 3 階に位置しており、立ち寄りが容易でコミュニケーションが良好であった。 
・ コミュニティ防災に関する活動のパイロットサイトとなった第 3 地方管区の地方自治体の

長が、コミュニティ防災活動に対して強いコミットメントと支援を行い、また OCD 第 3 地

方管区事務所も積極的に参加した。さらに、LDRRMP 作成支援のパイロットサイトとなっ

た第 2 地方管区についても、OCD 第 2 地方管区事務所、パイロット LGUs の地方 DRRM 部

局の積極的な参加があった。 
・ プロジェクト開始（2012 年 3 月）に先立ち OCD が NDRRMP を策定（2012 年 2 月）したこ

とに加えて、各 OCD 地方管区事務所が 2013 年 6 月から 9 月にかけて管区内の地方 DRRM
部局を集めて「リージョナル・サミット」を開催し、さらに定期的な OCD 地方管区長会議

の機会を利用してプロジェクトに関するナレッジ共有ワークショップを開催するなど、

OCD の積極的な取り組みがあった。 
2) 阻害要因としては、次の項目が挙げられた。 
・ 2013 年 3 月の OCD の組織改編、カウンターパートの頻繁な交替、TIs のオペレーション開

始の遅れなどは、最終化が待たれている OSSP の検討に関係している。例えば、フィリピン

側、日本側でプロジェクトの主要メンバーが交代したことは、プロジェクトの内容とこれ

までの経緯を確認し、活動計画の再調整に追加的な時間が必要となり、プロジェクトの円

滑な実施に影響を与えた。 
・ 台風やその他の災害が発生すれば OCDは災害オペレーションセンターを発動させる必要が

あることから、この間プロジェクト活動を進めることは困難になる。 
・ OCD 全体で職員は現在 416 名であり、依然として職員数が足りない。新たな OSSP では職

員数として 1,500 名が提案されている。 

5. 評価調査結果の要約 

5-1 結論 
プロジェクトの妥当性は高く、その内容はフィリピン国政府の災害リスク軽減管理および実施

機関である OCD の職責内容と整合している。プロジェクトは OCD の DRRM 能力強化に顕著に

貢献したが、プロジェクトの成果・目標の達成に向けては残りの協力期間の中で今後強化・促進

が必要な活動も多く、全体としてプロジェクトの有効性は中程度と判断された。プロジェクトの

効率性についても中程度と判断されたが、これはカウンターパートの頻繁な交替や自然災害の頻

発などで、プロジェクトの進捗が影響を受けたからである。プロジェクトのインパクトは比較的
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高く、災害対応クラスターの再編など特記しておくべきインパクトもあったが、上位目標の達成

に向けた進捗という点では、プロジェクトの成果に基づく進展が現時点ではまだ限られたものと

なっている。持続性の見込みについては、政策・制度、技術、予算、人材的な観点から全体的に

は中程度と判断されたが、これは今後 OSSP が最終化され OCD の組織体制と人員配置が定まれ

ば、特に人材・予算の点で向上するものと考えられる。 

5-2 提言 
1) プロジェクト活動の完了 

プロジェクトの成果・目標の達成に向けては残りの活動の完了（成果品の最終化と承認）が

必要であり、そのためにプロジェクトは残り 6 カ月の協力期間の活動計画を明確にして、活動

を強化・促進していくこと。 
2) 成果品の承認に対するモニタリング 

上述した成果品の承認については、プロジェクト活動が及ぶ範囲外となるものもあり、協力

期間中に達成されない可能性もある。こうした場合は、その最終的な承認までを確認するモニ

タリングを OCD が独自に実施するか、プロジェクトが人員の配置を検討することが必要であ

る。OSSP の最終化についても、プロジェクト成果品の妥当性を担保するため、引き続きモニ

タリングすべきである。 
3) OCD の努力によるプロジェクト成果品の改善 

プロジェクトの成果品は、状況の変化に対応して適宜更新されていく性質のものである。

OSSP が最終化されるまで待つのではなく、TIs のための優先研修モジュール、市民防衛教育

研修プログラム、トレーナー基礎ガイド、OCD 災害対応オペレーションマニュアル等は、必

要があれば OCD が独自に改善していくべきである。例えばカスケード式の TOT は、パイロッ

ト研修として 1 サイクルしか実施されていないが、その結果に基づき教材を改善して TOT の

次のサイクルを実施する等の取組みを進めて行くことが望ましい。 
4) プロジェクトの優良事例の他地域への展開・普及  

プロジェクトでは、LDRRMPs の作成、コミュニティ防災の取組みは、パイロット活動とし

て、それぞれ第 2 地方管区および第 3 地方管区の特定の LGUs でのみ実施された。これらパイ

ロット LGUs の優良事例と経験を他の LGUs に展開・普及させていくことが必要であり、その

ための方策を検討すること。案としては、OCD 地域事務所長が OCD 本部に定期的に集まる

「Senior Leaders’ Conference」での情報共有、地域 DRRM 部局ポジションの強化、DRRMP テ

ンプレートやトレーナー基礎ガイドの利用促進のための合同覚書回覧（Joint Memorandum 
Circular）作成、5%の DRRM 基金および 20 %の開発基金の効果的活用など。 

5) OCD の技術的能力の強化 
DRRM に関する計画、マニュアル、ガイド、システム等の作成に加え、OCD 職員はさらに

DRRM に関する技術的能力、実務能力、専門家としての信頼性の向上が必要とのコメントが

OCD 幹部からあった。そのためには、個人レベルでは研修を通じたスキル・知識の向上、組

織レベルでは特定の技術分野（例えば、台風、火山、地震、IMS を含む情報技術）に特化し

た新たな職員の採用、フィリピン気象天文庁（ Philippine Atmospheric, Geophysical & 
Astronomical Services Administration：PAGASA）やフィリピン火山地震研究所（Philippine 
Institute of Volcanology and Seismology：PHIVOLCS）といった専門技術機関との人事交流など
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を検討すること。 
6) 防災関係機関の調整の促進 

OCD の調整能力の改善は、災害の災害対応において既に関係機関により認識されるまでに

なっており、上位目標を達成するためには、OCD は NDRRMC の事務局として引き続き調整

能力を強化していくことが重要である。NDRRMC は 40 のメンバー機関から構成されており、

その半分が国レベル政府機関であり、また、DRRM 活動を LGUs に展開・普及するには、内

務自治省（Department of the Interior and Local Government：DILG）との連携が特に重要になる。

引き続き水平及び垂直方向における調整能力・連携体制の構築が重要である。 
7) プロジェクト成果の地方レベルへの適応 

プロジェクトによるツール、計画、システム等の成果をフィリピン全体の DRRM 体制の改

善につなげるため、地方レベルでの災害対応計画、IMS、DRRM 計画、コミュニティ防災など、

地方管区さらには地方レベルへの適用を進めていくこと。その際、OCD はプロジェクトが導

入した TOT の手法の活用も検討すること。 
8) 適切な人員配置の確保 

共和国法第 10121 号制定後の業務量の増加にも関わらず、OCD 職員数については大きな増

加はなく、終了時評価調査中もスタッフ数の不足が広く言及された。OSSP の検討が継続して

いる状況ではあるが、OCD はその職責内容を遂行するため、また上述の提言を実行するため、

適切な職員数の確保に引き続き努力すること。 

5-3 教訓 
1) キャパシティアセスメントの実施 

OCD に対するキャパシティアセスメントの実施は、2010 年 12 月の準備調査、2013 年 10 月

の中間レビューでも触れられている。ベースライン調査はプロジェクトの第 1 年次に実施され

たが、その後パイロット地方管区が変更されたため、エンドライン調査を実施する予定はなく

なった。これは、1 つには、キャパシティアセスメントの実施が、PDM の中に活動として明

記されていないことによる。能力強化を目指すプロジェクトの場合は、キャパシティアセスメ

ントの実施は、PDM の中に活動として明記され、プロジェクトの協力・貢献の成果がアセス

メント調査により明らかにされるべきである。キャパシティアセスメントの構成と内容につい

ては、防災分野における先例だけでなく、教育や保健といった他分野での例も参考とすべきで

ある。 
2) DRRM の全体的な改善に繋がる各成果を統合する活動 

プロジェクトは、特定の 4 分野に焦点を当てて能力強化を図るため、個々のコンポーネント

が独立した構成となっており、パイロット活動の実施もやや分断して実施された（例えば、成

果 1 のパイロット活動は第 2 地方管区であり、成果 4 は第 3 地方管区で実施された）。プロジ

ェクト活動の水平的な連絡調整を確保するため、コンポーネント横断のカウンターパート会議

が定期的に開催されてきた。特定分野ごとの活動だけでなく、OCD の DRRM 活動全体の改善

に資するよう、分野横断的なコンポーネントも PDM に加えることを検討すべきである。 
3) 指標の適切性 

本事業ではプロジェクト活動の進捗・実績を図る指標に、計画、マニュアル等成果品の「承

認」を含めている。その経緯は、過去、類似の協力で、様々なドナーがマニュアルを整備して
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いるが、これらが、被援助側機関によって公的な文書としての位置付けを付与されないため、

改訂が行われず適切に活用されないことがあった。このような教訓を受け、本事業では、OCD、

ないしは上位機関によるEndorsementやAuthorizationによる「承認」により、計画、マニュアル

が、日本が支援した単なる「参考情報」ではなく制度として定着することを意図したものであ

る。 
一方で、例えばLDRRMPを公的計画として承認、採択する機関は市町議会であり、プロジェ

クトの活動が及ぶ範囲外であることから、「有効性」における達成度が一部「部分的に達成」

「未達成」となり、結果として評価が「中程度」となった。「承認」が指標として適正であっ

たかは今後の類似プロジェクト実施の際に検討が必要と思われる。 
ただし、「承認」を指標としたことで正の効果も確認できている。例えば、承認に向けたプ

ロジェクト活動の促進、成果品の内容の質の確保、水文気象災害にかかるNDRP承認によるク

ラスターの再編など国レベルのインパクトの発現などが見られた。よって、案件開始時に「承

認」権限を誰が有するのか、また、そのために必要な質・時間の程度、及び指標化することに

より、承認に向けたプロセスで得られる効果などを見極めたうえで、判断が必要であろう。 
また、プロジェクトの中でのモニタリングや評価については、これら背景を踏まえた評価を

行う必要がある。 
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第１章 合同終了時評価調査の概要 

１－１ 背景 

フィリピンは国家レベルで災害管理を行うための基本となる防災計画（日本の「防災基本計画」

に相当するもの）を有しておらず、防災関係政府機関による各分野の活動は統一性なく独自に行

われてきた。また、緊急対応時の活動（オペレーション）についても、情報伝達手段や情報様式、

災害対応体制などが中央と地方政府間で統一されていないため、効率的とは言い難い状況にある。 

このためフィリピン政府は、2005年 1月の国連防災世界会議における「兵庫行動枠組(2005-2015)」
採択以降、右枠組みを踏まえた具体的な行動計画として「災害リスク軽減にかかる戦略的国家行

動計画（Strategic National Action Plan：SNAP）2009-2019」を策定するなど、災害管理強化への取

り組みを進めてきた。 

特に、2010 年 5 月には「災害リスク軽減・管理法（共和国法第 10121 号）」（DRRM 法）を制定

し、従来の災害後対応に加え、予防・軽減を含んだ総合的な災害リスク管理を実施するため、災

害リスク軽減・管理（Disaster Risk Reduction and Management：DRRM）という新たなアプローチ

に基づく防災の基本枠組みを打ち出した。DRRM 法では、国レベルの災害管理に関する最高意思

決定機関である「国家災害リスク軽減管理評議会（National Disaster Risk Reduction and Management 
Council：NDRRMC）」の再編のほか、「国家災害リスク軽減管理計画（国家防災計画）（National 
Disaster Risk Reduction and Management Plan：NDRRMP）」の策定、地方管区（Region）及び地方

自治体（Local Government Units：LGUs）レベルの DRRM 部局（DRRMOs）の設置などが定めら

れた。この新たな枠組みの下で DRRM 活動を実施するため、NDRRMP を始めとする DRRM 関連

計画等の整備、また関連組織の能力強化のニーズが急速に高まっている。 

DRRM 法の制定により、DRRM 活動の中心的組織の役割を果たしうる NDRRMC の事務局とし

て位置づけられているのが市民防衛局（Office of Civil Defense：OCD）である。しかし、従来 OCD
の活動は災害後の対応が中心であったが、今後は予防・軽減も含む、より広範囲かつ多様な DRRM
活動を担うことが求められている。例えば、中・長期計画の策定や、DRRM 活動における手続き

や基準の標準化なども、OCD に期待される役割となっている。このような状況から、OCD の組

織・人材の能力強化が急務となっている。 

このような状況の下、JICA は 2010 年 3 月から 11 月にかけて、3 次にわたる協力準備調査を実

施し、協力の枠組みについての検討を行い、翌 2011 年 4 月にはフィリピン政府から日本政府に技

術協力プロジェクトの要請がなされ、同 10 月 28 日に署名された討議議事録（Record of 
Discussions：R/D）に基づき、2012 年 3 月から本プロジェクトが開始された。 

プロジェクトの実施期間は 2015 年 3 月までの 3 年間である。実施期間の中間地点である 2013
年 10 月には中間レビューが実施された。また実施期間が残り 6 カ月となった 2014 年 10 月には、

R/D に記載のとおりフィリピン側と日本側の両者による合同終了時評価が実施された。 
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１－２ プロジェクトの概要 

2014 年 2 月 7 日（第 6 回 JCC 会議）に更新された最新のプロジェクト・デザイン・マトリクス

（Project Design Matrix：PDM）Version 3 によると、プロジェクトの概要は次のとおり。PDM お

よび活動計画（Plan of Operation：PO）は添付 1 および添付 2 を参照。 

（上位目標） 
フィリピン政府機関による DRRM 活動が改善される。 

（プロジェクト目標） 
市民防衛局（OCD）の DRRM 能力が強化される。 

（成果） 
1. DRRM に関する OCD の計画立案・実施能力が改善される。 
2. DRRM 活動（情報管理を含む）が標準化される。 
3. DRRM 教育研修システムとその能力が強化される。 
4. コミュニティ防災（Community Based Disaster Risk Reduction and Management：CBDRRM）

活動の支援体制が強化される。 
 

（協力期間） 
2012 年 3 月～2015 年 3 月（3 年間） 

 

（実施機関） 
市民防衛局（OCD）国防省（Department of National Defense：DND） 

１－３ 合同終了時評価の目的 

終了時評価の目的は次の通りである。 

1) PDM に基づいて、プロジェクトのこれまでの投入、活動、実施プロセス、成果と実績を

確認するとともに、プロジェクト目標、上位目標の達成見込みを判断する。 
2) JICA 事業評価ガイドラインに基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、持続性）の観点からプロジェクトを評価する。 
3) 残りのプロジェクト期間及び今後の活動内容に関する提言を取りまとめるとともに、将

来の類似プロジェクトの形成・実施の参考となる教訓を抽出する。  

１－４ 合同評価調査団の構成 

終了時評価は、以下のフィリピン側および日本側のメンバーから構成された合同評価調査団に

より実施された。 

  (1) フィリピン側 
氏名 担当 所属 

Ms. Concepcion R. Ornopia 評価 OCD 内部監査局担当官（Officer-in-Charge：OIC）
Ms. Mara Gerona 評価 DND 計画業務局 
Mr. Eugene G. Eugenio 評価 DND 計画業務局 
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  (2) 日本側 
氏名 担当 所属 
永石 雅史 総括 JICA 地球環境部参事役 
日下部 隆昭 防災政策 JICA 専門家 
秋山 慎太郎 調査企画 JICA 地球環境部防災第二チーム 
奥田 浩之 評価分析 合同会社適材適所 
Mr. Rey Gerona 評価計画 JICA フィリピン事務所インハウス・コンサルタント

Ms. Catherine Palanca 評価計画 JICA フィリピン事務所 
 

１－５ 調査日程 

合同終了時評価調査は、2014 年 9 月 20 日から 2014 年 10 月 10 日まで実施された。そのスケジ

ュールは添付 3 のとおり。 

１－６ 合同終了時評価の手法 

終了時評価は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に沿って、必要なデータ・情報を収集、

整理、分析し、活動実績、計画達成状況、評価 5 項目等の観点から、プロジェクトの実施状況を

総合的に評価する。評価実施の際の基礎ツールとなるのは、本プロジェクト R/D 中のマスタープ

ランに沿ってプロジェクト目標、成果、指標などが要約された PDM（中間レビューを踏まえて

2014 年 2 月に改訂された最新のもの）である。 

調査団は、まずプロジェクトに関する既存の文献、報告書等をレビューし、次に PDM に基づ

き、プロジェクトの実績（投入、活動、成果・プロジェクト目標の指標に沿った達成度等）およ

び評価 5 項目ごとの調査項目に関するデータ、情報を収集し、整理するための 2 つのグリッド（成

果グリッド及び評価グリッド）を作成した。成果グリッドの記入については専門家から情報・デ

ータを入手するとともに、評価グリッドに基づいて質問票を作成し、現地調査前にプロジェクト

のカウンターパート（OCD 職員）に配布し、記入を依頼した。現地調査期間中は、成果グリッド

及び質問票を基に、プロジェクト実施に関わる専門家、カウンターパート、関係者に対するイン

タビュー・ヒアリングを行った。面談者リストは添付 4 の通り。 

事前に配布した質問票の回収、報告書からの情報や知見、関係者へのヒアリング、パイロット

サイトの訪問などにより得られたデータや情報を基に、プロジェクトの専門家およびカウンター

パートとも協議しながら、プロジェクトの進捗と実績を確認し、評価 5 項目の観点から評価を行

い、提言と教訓を抽出して、合同評価報告書に取りまとめた。 

JICA のプロジェクト評価では、評価における価値判断の基準として「評価 5 項目」が採用され

ている。評価 5 項目とは、1991 年に経済協力開発機構開発援助委員会（Organization for Economic 
Co-operation and Development - Development Assistance Committee：OECD-DAC）で提唱された開発

援助の評価基準であり、次の 5 項目からなる。 
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項目 評価の視点 

妥当性 相手国やターゲットグループの政策・方針、優先度やニーズと、プロジェクト

の目標・上位目標との整合性の度合い。 

有効性 プロジェクト目標の達成度合いを測り、活動・成果・目標の関係など、プロジ

ェクトが有効に組み立てられていたかどうかを検証。 

効率性 プロジェクトが期待する成果（アウトプット）を達成するために効果的に資源

（インプット）を使っているかどうかをみる。 

インパクト 上位目標への進捗度合いの他、プロジェクトによって意図的または意図せずに

生じる正・負の変化を評価する。環境・貧困削減・ジェンダー等の開発指標に

もたらす影響を含む。 

持続性 プロジェクトによる支援が終了しても便益が継続するかどうかについて、制

度、技術、人材、財政の各視点からの見込み。 
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第２章 プロジェクトの実績 

２－１ 投入実績 

（日本側） 

 ２－１－１ 専門家の派遣 

プロジェクトは、2012 年 3 月の日本側専門家のフィリピンへの派遣により開始された。それ

以降 2014 年 10 月までの間で、計 15 名の専門家（DRRM 計画、コミュニティ防災、防災オペ

レーション、人的資源開発、地方 DRRM 計画、情報管理システム等の分野）が、短期ベースで

計 2,605 日間フィリピンに派遣されている。日本側専門家チームは、オリエンタルコンサルタ

ンツ株式会社、株式会社建設技研インターナショナル、パシフィックコンサルタンツ株式会社、

アジア防災センターからの専門家で構成されている。（添付 5） 

 ２－１－２ 供与機材 

成果 2 の活動を進めるために、情報管理システムのための機材（サーバーコンピュータ、GIS
ソフトウェアのためのデスクトップパソコン、A0 サイズプロッター）が 2013 年 9 月に調達さ

れた。これら機材は OCD 本部の情報通信・電子技術（Communication, Electronics and Information 
Technology：CEIT）課およびプロジェクト事務所に設置されている。（添付 6） 

 ２－１－３ 本邦研修 

国別研修がこれまで 2 回（2013 年 6 月および 2014 年 5 月）実施され、計 19 名の OCD カウ

ンターパート・ステークホルダーが日本の防災関係機関（国土交通省、内閣府等）や 2011 年の

東日本大震災で被害のあった自治体（釜石市、石巻市等）を訪問した。（添付 7） 

 ２－１－４ プロジェクト活動費 

日本側はプロジェクト実施のための活動費の一部を負担している。2012 年 3 月から 2014 年

8 月時点までの合計は 70.4 百万円（ただし、2014 年度の数値は仮値）で、その主な内訳は、旅

費・車輌借り上げ、ローカルスタッフ給与、ローカルコンサルタント傭上、研修関係費、備品、

通信費等となっている。（添付 9） 

（フィリピン側） 

 ２－１－５ カウンターパートの配置 

署名された R/D によると、市民防衛局長官（Civil Defense Administrator：CDA）がプロジェ

クトの全体的な方針・実施に責任を持つプロジェクト・ダイレクター、市民防衛執行官（Civil 
Defense Executive Officer：CDEXO）がプロジェクトの日常的な管理・運営を行うプロジェクト・

マネジャーである。CDEXO は、同プロジェクトだけでなく OCD に派遣されている政策アドバ

イザー（JICA 長期専門家）に関する事項についても協議する JICA 委員会の議長（OCD カウン

ターパートチームのリーダー）でもある。 
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プロジェクトは 4 つの成果を掲げており、以下の OCD 本部各課と地方管区事務所（Regional 
Office）の職員がカウンターパートとしてプロジェクトに従事した。（添付 8） 

成果 OCD の担当課（カウンターパートの人数） 
（成果 1） DRRM に関する OCD の計画立

案・実施能力の改善 
・ 計画プログラム課（6） 
・ OCD 第 2 地方管区事務所（1） 

（成果 2） DRRM 活動（情報管理を含む）
の標準化 

・ 防災オペレーション課（3） 
・ CEIT（情報通信・電子技術）課（2） 
・ NDRRMS（国家 DRRM サービス）（1） 
・ OCD 第 10 地方管区事務所（1） 

（成果 3） DRRM 教育研修システムとそ
の能力の強化 

・ 人材管理開発（Human Resource Management 
and Development：HRMD）課（2） 

・ 教育研修課（3） 
・ OCD 第 3 地方管区事務所（1） 

（成果 4） コミュニティ防災（CBDRRM）
活動の支援体制が強化 

・ 教育研修課（2） 
・ NDRRMS（2） 
・ OCD 第 7 地方管区事務所 （1） 

 

 ２－１－６ プロジェクト活動費 

プロジェクト活動費は主に日本側が負担したが、フィリピン側も OCD 災害対応オペレーシ

ョンマニュアル作成のためのワークショップや、第 11 地方管区、第 7 地方管区、第 2 地方管区

での国家災害対応計画（National Disaster Response Plan：NDRP）に係る説明会議の開催費用を

負担（OCD 地方管区事務所が会場費を、OCD 本部が交通費を支出）した。（添付 9） 

 ２－１－７ プロジェクト事務所 

OCD は日本側専門家チームに執務スペース（プロジェクト事務所）を提供し、そこの光熱費

なども負担している。プロジェクト事務所は OCD の 3 階に位置し、日本人専門家、ローカル

スタッフ、ローカルコンサルタントが業務にあたっている。 

２－２ プロジェクトの進捗 

プロジェクトの進捗とこれまでの実績については、PDM に記載されたプロジェクト目標・成果

の各指標にそって詳細に整理した。（添付 10）その要約については以下のとおり。 

 ２－２－１ 成果 1:DRRM に関する OCD の計画立案・実施能力の改善 

1) プロジェクト活動の中で第 2（Cagayan Valley）地方管区 DRRM 計画（2013-2019）が

NDRRMP の様式及び作成プロセスに沿って作成され、2013 年 8 月に RDRRMC（地方管

区 DRRM 評議会）で承認された。プロジェクトは初年目に OCD の各管区事務所による

地方管区災害リスク軽減管理計画（Regional Disaster Risk Reduction and Management 
Plan：RDRRMPs）作成を支援する予定であったが、OCD が全 OCD 地方管区事務所に

RDRRMPs を早急に作成するよう指示したため、プロジェクトは第 2 地方管区 DRRM 計

画の作成のみを支援した。2014年 10月時点では 1つの管区〔（マニラ）首都圏管区（National 
Capital Region：NCR）〕を除く全ての管区（第 2 地方管区を含む 16 管区）で RDRRMPs
が作成・承認されている。 
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2) 第 2 地方管区の 4 LGUs が、プロジェクトが地方災害リスク軽減管理計画（Local Disaster 
Risk Reduction and Management Plans：LDRRMPs）（地方 DRRM 計画）の作成を支援す

るパイロット LGUs に選ばれた。OCD 第 2 地方管区事務所が中心となって、DRRM 計画

のテンプレートや作成プロセスが一連のワークショップ等を通して紹介され、現時点で

は Alcala 町、Isabela 州、Ilagan 市が既に LDRRMPs を作成し、それぞれの LDRRMC（地

方 DRRM 評議会）で承認されている。Cagayan 州についても、PDRRMP（州 DRRM 計画）

のドラフトがワークショップ/会議を経て既に完成しており（したがってプロジェクトと

しては活動は全て終了）、間もなく州災害リスク軽減管理評議会（Provincial Disaster Risk 
Reduction Management Council：PDRRMC）で承認される予定である。 

第 2 地方管区のパ

イロット LGUs 
地方 DRRM 計画 

地方 DRRM 評議会 

における承認 

地方議会における AIP（年間

投資計画）のための採択 

Cagayan 州 州DRRM計画ドラフト 

(2014-2019) 

2014 年 9 月 30 日に、州 DRRM 評議会および州議会の

承認に向けて PDRRMP ドラフトが最終化・エンドース

された 

Alcala 町 

（Cagayan 州） 

町 DRRM 計画 

(2014-2019)  

承認 採択（2014 年 9 月 15 日） 

Isabela 州 州 DRRM 計画 

(2014-2019)  

承認（2014 年 6 月 10 日） 採択（2014 年 9 月 17 日） 

（2012年および 2013年の未

支出の地方 DRRM 基金に関

する計画） 

Ilagan 市 

（Isabela 州） 

市 DRRM 計画 

(2015-2020)  

承認（2014 年 7 月 23 日） 今後採択 

 

3) 全国の LDRRMPs の作成・実施状況のモニタリング・ツールとして、エクセルフォーマ

ットの Checklist and Assessment フォームが作成され、現在このフォームの最終化作業の

ため多くの LGUs からの現存の LDRRMPs の収集が進められている。（第 2 地方管区に

おいては、Cagayan 州 29LGUs のうちの 4LGUs、Isabela 州 35LGUs のうちの 2LGUs から

LDRRMPs を現時点で収集）。プロジェクトは、第 2、3、5、7、10 地方管区から LDRRMPs
を収集し、Checklist and Assessment フォームに照らして評価する予定である。この評価

結果を踏まえてフォームを修正・最終化し、その過程で内務自治省（Department of the 
Interior and Local Government：DILG）や NDRRMC テクニカル・マネジメント・グルー

プともフォームの内容について協議することとしている。  

4) 共和国法第 10121 号の「サンセット・レビュー2」への提案については、現時点で殆ど進

展はない。プロジェクトは 2013 年 9 月 12 日に、OCD 地方管区長を集めて LDRRMP 策

定に関するナレッジ共有ワークショップをマニラで開催した。また OCD は 2014 年 8 月

26～ 27 日にかけて、 Mindanao クラスターの施工規則（ Implementing Rules and 
Regulations：IRR）レビュー会議を開催し、同様のワークショップを Luzon クラスター、

Visayas クラスター、さらに中央レベルでも実施する計画である。さらにプロジェクトは

                                                        
2 法令施行後 5 年後に実施される法定見直し作業 
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現存の LDRRMPs の全国的な収集と Checklist and Assessment フォームの最終化を進めて

いる。これらの活動の成果・結果をもとに、プロジェクトは今後「サンセット・レビュ

ー」および NDRRMP の改訂・見直しのための提言を作成する予定である。 

 ２－２－２ 成果 2:DRRM 活動（情報管理を含む）の標準化 

1) 水文気象災害にかかる NDRP（国家災害対応計画）が作成され、2014 年 6 月 11 日に 
NDRRMC にて承認された。NDRP は、災害対応業務の重複を避けるために各政府機関、

防災関係組織の役割・責任を明らかにし、災害対応フェーズで何をすべきかについてこ

れらの機関に明確なガイダンスを提供している。2014 年 6 月 30 日には、NDRRMP の 4
つの柱（予防・軽減、災害準備、災害対応、復旧・復興）のうちの一つ「災害対応」の

責任機関である社会福祉開発省（Department of Social Welfare and Development：DSWD）

への NDRP の引渡し式が開催された。NDRP に関する覚書回覧（Memorandum Circular）
については、まだ NDRRMC から発出されていない。地震・津波にかかる NDRP の作成

が現在進められており、同ドラフトが 2014 年 9 月 30 日～10 月 1 日のテクニカル・マネ

ジメント・グループ（Technical Management Group：TMG）ワークショップに提出・検討

された。 

2) 2013年の OCD暫定組織構造・人事配置（Organizational Structure and Staffing Pattern：OSSP）
に基づく現在の OCD 組織体制に適応が可能な OCD 災害対応オペレーションマニュアル

のドラフト（2014 年 3 月） が作成され、現在さらに内容の充実化が進められている。

現在も審議中の OSSP が仮にプロジェクト期間中に最終化されれば、OCD 災害オペレー

ションマニュアルはそれに応じて改訂される予定であるが、最終化されない場合は、現

在の OCD 災害対応オペレーションマニュアルは充実化ののち「暫定 OCD 災害対応オペ

レーションマニュアル」として承認される予定となっている。 

3) プロジェクト開始前にも、OCS には既に過去の災害データや対応者情報を含むデータベ

ース（EMIS, Calamidat.ph, SAHANA）が導入されていたが、様々な要因で 2008 年頃まで

しか機能していなかった。プロジェクトはこうした既存のデータベースを調査・レビュ

ーし、新たに GIS 技術を取り込んだプロトタイプの情報管理システム（ Information 
Management System：IMS）を構築した。IMS は 3 つのデータベース（対応者、災害発生

状況、過去の災害データ）から構成され、その URL は 121.127.9.130/ocdims/である。現

在、GIS マッピングによる災害発生状況がパソコン上では表示可能であるが、インター

ネット上での IMS の操作性は非常に遅く、インターネット上のウェブサイト

（121.127.9.130/ocdims/）での表示がまだ難しいため、プロジェクトがシステムの改善に

取り組んでいる。過去の災害データについては、限定的ではあるが Calamidat.ph に蓄積

されていた 1972 年から 2009 年までの災害データが IMS に移され、また IMS の対応者デ

ータベースについては順調に完成しつつある。2013 年および 2014 年には、OCD 職員向

けに IMS と GIS に関する研修が計 3 回開催された。 IMS のウェブサイト

（121.127.9.130/ocdims/）は、まだ OCD のウェブサイトにリンクされていない。 

4) 水文気象災害にかかる NDRP、および IMS 利用を含む OCD 災害対応オペレーションマ
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ニュアルの訓練が計画されていたが、2014 年 7 月に台風 Glenda が発生したため、その

際の実際の災害対応・活動に対する評価ワークショップ（2014 年 7 月 31 日～8 月 1 日）

に置き換えられた。現在作成中の地震・津波にかかる NDRP についても、関係機関を招

いての評価ワークショップが 2014 年 11 月に予定されている。 

 ２－２－３ 成果 3:DRRM 教育研修システムとその能力の強化 

1) 国家 DRRM 教育研修計画 (NDRRMETP) の構成案（Draft Design）が 2014 年 7 月に CDA
によって承認され、プロジェクトは現在 NDRRMETP の作成を進めている。今後、ワー

クショップ等を通して既にパイロット研修を実施した 4 優先研修モジュールと

NDRRMETP が最終化され、CDA の承認に向け提出される予定である。（NDRRMETP は、

現在は「計画」であるが、今後の検討と最終化の過程で「プログラム」となる可能性も

ある。） 

2) DRRM 研修機関〔共和国法第 10121 号 IRR に定める研修期間（Training Institutes：TIs〕
のための優先研修モジュールについては、次の 4 優先グループについて作成され、モジ

ュールに基づくパイロット研修が 2014 年に実施された。これらのモジュールは今後最終

化・承認され、NDRRMETP の一部となる予定。 

・ Module 1: 地方自治体の長と地方 DRRM 部局（パイロット研修は 2014 年 2 月 12-13
日に実施） 

・ Module 2: 国レベル政府組織（パイロット研修は 2014 年 9 月 24-26 日に実施) 
・ Module 3: 民間セクター （パイロット研修は 2014 年 8 月 28-29 日に実施） 
・ Module 4: コミュニティ（成果 4 の TOT を参照） 

 

3) 市民防衛教育研修プログラム（CDETP）の構成案（Draft Design）が 2014 年 7 月に CDA
に承認され、プロジェクトは現在、次の 3 レベルでの CDETP の作成を進めており、パ

イロット研修も実施された。パイロット研修の結果を検討するため、CDETP 作業委員会

のワークショップが 2014 年 9 月 10-12 日に開催された。 

・ Level 1：基礎レベル（パイロット研修は 2013 年 2 月 27 日～3 月 1 日、2013 年 8 月

4 日～15 日に実施） 
・ Level 2：上級レベル（Contingency Planning に関するパイロット研修が 2014 年 7 月

22-25 日に実施） 
・ Level 3：幹部レベル（OCD によりパイロット研修が実施される予定） 

 ２－２－４ 成果 4：コミュニティ防災（CBDRRM）活動の支援体制の強化 

・ CBDRRM 国家政策コンセプトペーパー案がプロジェクトによって作成され、CBDRRM
のための TMG 小委員会で検討されている。また、コミュニティ防災研修のためのトレ

ーナー基礎ガイドが英語とタガログ語で作成された。コミュニティ防災推進のためのコ

ンセプトペーパー案、トレーナー基礎ガイド、コミュニティ防災研修コースを評価検討

するため、第 3 地方管区の Bataan 州（Balanga 市および Morong 町）で研修トレーナー養
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成研修（Training of Trainers：TOT）方式を用いたパイロット研修が 2014 年に実施された。

これらの結果を踏まえて、コンセプトペーパー案は 2014 年 10 月 7 日の TMG にレビュ

ー・最終化のために提出される予定である。 

・ TOT 1（2014 年 7 月 7-11 日）：参加者は、OCD（本部および第 3 地方管区事務所）、NDRRMC
メンバー機関（DOST-PHIVOLCS、DOST-PAGASA、DILG、国家経済開発庁（National 
Economic Development Authority：NEDA）（中央および第 3 地方管区）、DSWD、国家地理

資源情報庁（National Mapping and Resource Information Authority, DENR：NAMRIA）、環

境天然資源省（Department of Environment and Natural Resources：DENR）、保健省

（Department of Health：DOH）、DRRNET（World Vision が代表として出席）から計 27 名。 

・ TOT 2（2014 年 8 月 11-15 日）：参加者は、TOT1 に出席した OCD（本部および第 3 地方

管区事務所）、NEDA（中央および第 3 地方管区）、DOST-PAGASA、DILG、World Vision、
CDP からの 15 名がトレーナーとして、また Bataan 州 DRRM 部局、Balanga 市 DRRM 部

局、Morong 町 DRRM 部局からの計 28 名が受講者として出席。 

・ TOT 3（2014 年 9 月 8-12 日） 
TOT 3-1：Balanga 市の Tortugas バランガイ、OCD（本部および第 3 地方管区）、DOH（第

3 地方管区）、NEDA（第 3 地方管区）、CDP（NGO）から 8 名が評価者・メンターとして

出席。Balanga 市、Bataan 州からの 7 名がトレーナーとして出席し、Tortugas バランガイ

から 16 名が受講者として参加した。 
TOT 3-2：Morong 町の Sabang バランガイ、OCD（本部および第 3 地方管区）、NEDA、

DILG（第 3 地方管区）、DOST-PAGASA、CDP から 8 名が評価者として出席。Morong 町、

Bataan 州からの 6 名がトレーナーとして出席し、Sabang バランガイから 20 名が受講者

として参加した。 

・ コミュニティ 
CA 1（Balanga 市の Torutugas バランガイ、2014 年 10 月 2-4 日）：OCD（中央および第 3
地方管区）、DOH（第 3 地方管区）、Bataan 州、Balanga 市、CDP から 10 名が評価者・メ

ンターとして参加。Tortugas バランガイから 7 名がトレーナーとして出席し、Tortugas
バランガイからは 35 名が受講者として参加した。 
CA 2（Morong 町の Sabang バランガイ、2014 年 10 月 3-5 日）：OCD（中央および第 3 地

方管区）DOST-PAGASA、Bataan 州、Morong 町から 11 名が評価者・メンターとして参

加。Sabang バランガイから 6 名がトレーナーとして出席し、Sabang バランガイからは

27 名が受講者として参加した。 

・ コミュニティ防災活動を全国展開していくための行動計画については、CBDRRM 国家政

策コンセプトペーパー案の中で予算と実施メカニズムを挙げて説明されている。将来、

コンセプトペーパーについては NDRRMC から Memorundum Circular（覚書回覧）として

翻訳・発出されることで、国家政策としての位置づけが与えられる予定。また DILG は、

コミュニティ防災活動の推進に向けて当該部局から LGUs へ覚書通達を発出することを

検討している。 
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 ２－２－５ 成果レベルの指標の達成度 

プロジェクトの各成果の進捗・実績は以上の通りである。終了時評価調査での進捗・実績の

程度は PDM に明記された指標に即して判断される。プロジェクトは、2014 年 10 月時点で、成

果レベルの 14 指標のうち、5 指標については「概ね達成」、8 指標については「部分的に達成」、

1 指標については「未達成」の状態である。 

No 指標 アセスメントと現状 

1-1 地方自治体の DRRM 活動に関し、共和国法第
10121 号の「サンセット・レビュー」および
NDRRMP の改善への提言が、プロジェクトの
成果に基づき作成される。 

未達成 提言は今後作成される予定。 

1-2 17 の全地方管区で RDRRMPs が策定され、承
認される。 

概ね達成 1 管区（NCR）以外で全ての RDRRMPs
が承認された。 

1-3 第 2地方管区のパイロット LGUsのLDRRMPs
が作成され、承認される。 

概ね達成 パイロット 4 地方自治体の LDRRMPs
は最終化され、うち 3 自治体の
LDRRMPs が既に地方 DRRM 評議会に
より承認された。 

1-4 LGUs のための LDRRMPs と LDRRMOs のモ
ニタリング・ツール/シートが作成される。 

部分的に達成 Checklist and Assessment フォーム（ド
ラフト）は、LDRRMPs に対して試験
適用され、その結果を踏まえて改善・
最終化される予定。 

2-1 水文気象災害、地震・津波にかかる NDRPs
が承認される。 

部分的に達成 水文気象災害にかかる NDRP は承認さ
れ、一方、地震・津波にかかる NDRP
は作成中。 

2-2 OCD 災害対応オペレーションマニュアルが
承認される。 

部分的に達成 現在の暫定的な OCD 組織体制に適用
可能な OCD 災害対応オペレーション
マニュアル案が作成された。 

2-3 OCD 本部・地方管区事務所レベルで IMS（対
応者、災害発生状況、過去の災害データに関
するデータベース）が承認される 

部分的に達成 IMS は、引き続きデータベースの充実
とシステムの改良が進められている。

2-4 ICT スタッフ 24 名が IMS に関する研修を受
講する（本部 7 名、地方管区事務所 17 名）。

部分的に達成 今後、特に OCD 地方管区事務所向け
に、3 回の研修が計画されている。 

2-5 NDRP、OCD 災害対応オペレーションマニュ
アル、IMS に関する訓練が実施される。 

部分的に達成 2014 年 11 月に地震・津波にかかる
NDRP の評価ワークショップを予定。

3-1 国家 DRRM 教育研修計画が最終化され、OCD
幹部に承認される。 

部分的に達成 国家 DRRM 教育研修計画は今後最終
化され、承認される予定（構成案につ
いては、2014 年 7 月に CDA により既
に承認） 

3-2 TIs のための優先研修モジュールが最終化さ
れ、OCD により承認される。 

概ね達成 4 つの優先研修モジュールが最終化さ
れ、承認される必要。 

3-3 市民防衛教育研修プログラム（CDETP）が開
発され、OCD 幹部に承認される。 

概ね達成 CDETP は最終化され、承認される必要
（構成案については、2014 年 7 月に
CDA により既に承認） 

4-1 CBDRRM 国家政策（コンセプトペーパー）、
トレーナー基礎ガイド、研修コースが
NDRRMC 災害準備 TMG で最終化され、
NDRRMC 議長に承認される。 

概ね達成 コンセプトペーパー案と、パイロット
研修で用いられたトレーナー基礎ガ
イド（研修コースを含む）が今後最終
化され承認される必要。 

4-2 CBDRRM 活動を実施し、モニタリング・評価
する行動計画が、国・地方管区レベルで準備
される。 

部分的に達成 行動計画はコンセプトペーパーの一
部として作成され、災害対応 TMG へ
の提出と NDRRMC による政策への準
備が進んでいる。 

 

「概ね達成」とされた 5 指標については、プロジェクト活動についてはほぼ終了しており、
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今後は主に成果品（計画、マニュアル、ガイド等）の責任機関による承認が待たれている活動

である。例えば、指標 1-3 については、パイロット 4 地方自治体（Isabela 州、Ilagan 市、Cagayan
州、Alcala 町）の LDRRMPs は既に最終化され、そのうちの１つ（Cagayan 州 DRRM 計画）が

地方 DRRM 評議会の承認を待っている状態である（他の 3 地方自治体については、既に承認済

み）。また、指標 3-2 については、間もなく優先研修モジュールが最終化・完成する予定である

が、その承認については、OSSP および TIs の設立を含む OCD 組織体制の確定が前提となって

いる。 

「部分的に達成」とされた 8 指標については、プロジェクトは成果品の最終化とその承認に

向けて、計画・マニュアルやモニタリング・ツールについては内容の充実化・推敲をさらに進

め、システムについては改善し、研修・訓練を実施し、評価ワークショップや検討会を開催し、

関係官庁と協議しフィードバックを成果品に反映させる等、今後の 6 カ月間にまだ多くの活動

が残っている指標である。これら活動を残り 6 カ月で全て実施するには、プロジェクトは今後

も一層の努力が必要と考えられる。 

また、指標 1-1 については「未達成」とされたが、これは共和国法第 10121 号の「サンセッ

ト・レビュー」及び NDRRMP の改善に向けた提言については、まだ作成が始まっていないた

めである。プロジェクトは、Checklist and Assessment フォームを最終化し、その過程やこれま

でのプロジェクト活動成果に関して OCD 地方管区長のナレッジ共有ワークショップを開催し

て知見を集約する等により、「サンセット・レビュー」の提言を作成していく予定である。 

２－３ プロジェクト目標の達成見込み 

 ２－３－１ プロジェクト目標の達成に向けた進捗 

プロジェクト目標は、OCD の DRRM 能力の強化である。2011 年 10 月の R/D 署名までに、

プロジェクト形成のための準備調査が 3 回実施された（2010 年 2 月 25 日～3 月 6 日、2010 年

7 月 28 日～9 月 3 日、2010 年 11 月 1 日～11 月 19 日）。そこで OCD の 4 つの課題に対して特

に高い支援ニーズがあり、プロジェクトはこの 4 重点分野についての能力強化につながる支援

とすることが確認された。（また、技術協力プロジェクトによる優先分野への支援とともに、

より個別のニーズを調査し応えることで OCD 全体の底上げにつながる長期専門家（政策アド

バイザー）派遣を組み合わせる支援とすることが、同時に提案された。） 

1) DRRMP（災害リスク軽減管理計画）策定プロセスおよび計画に示された幾つかの事業実

施を通じた、計画立案および事業実施能力の強化 
2) 災害管理における意思決定、災害対応能力向上に向けた情報管理、各種活動等の標準化 
3) 人材ニーズに対応するための人材育成・教育訓練計画の策定 
4) コミュニティ防災活動の促進を支援するため、ガイドラインの策定、パイロット活動の

実施 
 

これら 4 重点分野はそれぞれ成果 1～4 としてプロジェクトの計画に反映された。上述した

成果 1、2、3、4 の進捗により、OCD はプロジェクト実施を通じて、これら 4 重点分野におけ

る能力は著しく向上したと言える。（ただし、1）については当初想定されていた国家 DRRM 計
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画の立案支援でなく、地方 DRRM 計画の策定支援にかかる活動に変更された。） 

具体的には、プロジェクトを通して、4 重点分野において組織レベルの能力強化（手続き、

方針文書、システム等の整備）とともに個人レベルの能力強化（知識、スキル、経験の習得）

が行われた。組織レベルの能力強化として、特定の計画、手続きや方針が、以下のように成果

品として作成された。（その過程・活動で行われた個人レベルの能力強化については、終了時

評価調査中のインタビューから確認できた幾つかの事例について、有効性のところで整理。） 

 既に承認されたもの これから承認が必要なもの 

成果 1 1. 第 2 地方管区 DRRM 計画 

2. Isabela 州 DRRM 計画 

3. Ilagan 市 DRRM 計画 

4. Alcala 町 DRRM 計画 

5. （その他 15 地方管区の RDPPM 計画） 

a. Cagayan 州 DRRM 計画 

b. Checklist and Assessment フォーム（LDRRMPs

モニタリング・評価ツール） 

成果 2 6. 水文気象災害にかかる NDRP c. 地震・津波にかかる NDRP 

d. OCD 災害対応オペレーションマニュアル  

成果 3  - e. 国家 DRRM 教育研修計画 

（構成案については既に承認済み） 

f. TIs のための 4 つの優先研修モジュール 

g. 市民防衛教育研修プログラム 

（構成案については既に承認済み） 

成果 4  - h. CBDRRM 国家政策コンセプトペーパー 

i. トレーナー基礎ガイド 

j. コミュニティ防災のための行動計画 
 

特定のシステムやプログラムについても、以下のように成果品として作成された。ところで、

組織レベルの能力強化にとって重要な一つの要素は適切で効果的な組織体制の確立であるが、

これはプロジェクト活動の中には含まれず、プロジェクトの外で現在 OSSP 最終化の検討が進

められている状態である。手続き、マニュアル、プログラム、システム等はプロジェクトを通

して整備されたが、これらは OSSP の最終化が長引く中で現在の OCD の過渡的な組織体制に適

用するよう作成されていることに留意しておくべきである。 

 運用可能 まだ運用可能でないもの 

成果 1   - 1. Checklist and Assessment フォーム 

成果 2 1. IMS（情報管理システム） 

2. （NDRP に基づく新たなクラスターのグ

ルーピング） 

2. OCD 災害対応オペレーションマニュアル 

成果 3 3. TIs のための 4 つの優先研修モジュール 3. 市民防衛教育研修プログラム 

成果 4 4. トレーナー基礎ガイド 4. CBDRRM 国家政策コンセプトペーパー 
 

この先の残り 6 カ月の協力期間で多くの成果品がまだ最終化・承認されなければならないこ

とは明らかである。計画・マニュアルやモニタリング・ツールについては内容の充実化・推敲



 

－14－ 

をさらに進め、システムについては改善し、研修・訓練を実施し、評価ワークショップや検討

会を開催し、関係官庁と協議しフィードバックを成果品に反映させる等、プロジェクトはまだ

多くの活動を実施する必要がある。通常、11 月から 1 月にかけてフィリピン国内の活動は停滞

気味になることから、これらの活動実施には特別の努力が求められる。しかし、成果の達成を

確実にするため残り 6 カ月のワークプランを作成して活動を強化・促進することで、自然災害

の発生等の外部条件はあるものの、プロジェクトは 2015 年 3 月の協力期間までにプロジェク

ト目標を達成する可能性は十分にある。 

 ２－３－２ プロジェクト目標レベルの指標の達成度 

PDM に設定されたプロジェクト目標レベルの指標は、1) プロジェクトが作成した計画、マ

ニュアル、ガイドラインがオーソライズされる。2) プロジェクトが作成したコンセプト、シス

テム、プログラムが運用可能になる、である。最初の指標に関しては、6 つの計画がすでに承

認されている一方で、10 つの計画、ツール、プログラム、マニュアル、コンセプトペーパー等

がまだ関係機関（国家・地方 DRRM 評議会、OCD 幹部）に承認される必要がある。第 2 番目

の指標に関しては、4 つのシステム、コンセプトが運用可能である一方で、さらに 4 つのマニ

ュアル、プログラム等が運用に向けて今後引き続き改善・最終化される必要がある。4 優先研

修モジュールなど指標 1 と指標 2 の両方に挙がっている成果品があるが、これはオーソライズ

されていないが、既に運用可能ではあることを示している。 

No 指標 アセスメントと現状 
1 プロジェクトが作成した計画、マニュアル、ガイ

ドラインがオーソライズされる 
部分的に達成 上表のとおり 

2 プロジェクトが作成したコンセプト、システム、

プログラムが運用可能になる 
部分的に達成 上表のとおり 

 

２－４ 上位目標に向けた進捗 

上位目標はフィリピン政府機関による DRRM 活動の改善である。終了時評価調査インタビュー

では、（手続きの整備等の能力強化を通して）OCD の DRRM 活動が実際に改善したとして関係機

関が認識した事例を幾つか聞くことができた。具体的には、最近の自然災害（2014 年 7 月の台風

Glenda、2014 年 8 月の台風 Louise、2014 年 9 月の台風 Mario）対応の際の、OCD の調整・連携活

動の改善である。しかし、OCD 以外の政府機関の活動も含めて、プロジェクトの成果としての

DRRM 活動の改善という上位目標達成への進捗については、次のとおり未だ限定的である。 

PDM では、上位目標レベルで設定された指標は、「サンセット・レビューの実施」、「全ての LGUs
の LDRRMPs の更新」、「OCD のモニタリング・評価システムにおいて DRRM 基金の活用情報の

定期的アップデート」、「計画、マニュアルに基づく DRRM 活動の実施」、「コンセプト、システム

等の運用」である。最初の指標に関しては、プロジェクトはまだ、来年フィリピン議会により実

施される予定のサンセット・レビューのための提言をこれから作成するところである。次の指標

に関しては、プロジェクトはテンプレートに基づき第 2 地方管区のパイロット・パイロット外

LGUs の LDRRMP の作成・更新を支援したが、テンプレートを使って全ての LDRRMP の更新を

促すためには、LGUs のテンプレート活用に関する合同覚書回覧（Joint Memorandum Circular：JMC）
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の発出がないと長い時間がかかることが想定できる。さらに、DRRM 基金の活用に関するモニタ

リング・評価システムについては具体的な進展はなく、計画、マニュアル、コンセプト、システ

ム等の多くについても、今後まだ最終化されオーソライズされる必要がある。 

２－５ 実施プロセス 

2013 年 3 月に、実施機関である OCD の本部は 8 課と NDRRM サービスに再編された。プロジ

ェクトは 4 つの成果があり、現在 6 課（計画・プログラム、オペレーション、CEIT、HRMD、教

育・研修、NDRRM サービス）の職員がプロジェクトに従事している。CDEXO は本プロジェク

トのプロジェクト・マネジャーであるとともに、OCD に派遣された長期専門家（政策アドバイザ

ー）も含めた JICA の協力に対する OCD 側のフォーカルパーソンでもある。合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee：JCC）には、NDRRMC の共同議長である機関、すなわち科学技術省

（Department of Science and Technology：DOST）、DILG、DSWD、NEDA（国家経済開発省）がメ

ンバー機関として参加している。 



 

－17－ 

第３章 評価 5 項目によるレビュー 

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

1) プロジェクトはフィリピン国政府の DRRM 政策と整合しており、その高い妥当性は開始当

初から変わっていない。「フィリピン中期開発計画（2011-2016）」は、フィリピンの政策・

社会経済開発の最上位計画であり、策定後この間の変更はなかった。共和国法第 10121 号

「フィリピン災害リスク軽減管理法」に基づき、DND が議長、その下の OCD が事務局を

務め、さらに DILG、DSWD、DOST、NEDA が副議長を務める NDRRMC が 2010 年に設置

された。また、NDRRM フレームワーク（災害リスク軽減管理の原則と、マルチハザード・

アプローチに基づき 2011 年に承認）、NDRRMP（国家・地方自体体や防災関連組織の能力

強化のために 2012 年に開始）が策定された。プロジェクトは、DRRM における計画・オ

ペレーション、教育・研修、コミュニティ防災における OCD の能力強化を目指しており、

こうしたフィリピン政府の政策と整合している。 

法律・計

画・政策 
責任機関 そこに記載された OCD の役割 

共和国法第

10121 号 
2010 年 5 月 27 日に、上院及

び下院により承認 
共和国法 10121 号の IRR 第 7 条で、OCD の職責内容、権限、

機能（NDRRMP の策定、実施、モニタリングなど）や人員配

置が定められている。（IRR 第 8 条では、TIs の目的、研修プ

ログラム、組織体制も定められている） 

国家 DRRM
フレームワ

ーク 

2011 年 6 月 16 日に NDRRMC
により承認 

‐（NDRRMF は、災害リスクの性質、開発課題における位置

づけ、政策との関連、国際的動向、DRRM へのパラダイムシ

フト、DRRM の 4 つの柱など、DRRM に関する共通理解を記

述したもの） 

NDRRMP NDRRMC テクニカル・マネジ

メント・グループにより作成

され、2012 年 2 月に NDRRMC
により承認 

OCD は、DRRM のモニタリング・評価の実施（モニタリング・

評価の標準テンプレート作成を含む）、LGUs の公共事業、社

会・経済・環境計画が NDRRMP と一致していることの確認、

LDRRMPs のモニタリング・評価、災害後の復興ニーズ調査

（PDNA）を実施。 

地方管区

DRRM 計画 
OCD 本部・地方管区事務所に

より調整・促進され、DRRMC
（OCD 地方管区長が議長を務

める）により承認 

OCD は、CBDRRM と気候変動適応アセスメントと分析・モ

ニタリング、コミュニティの災害対応能力強化、被災地域の

被害およびニーズの緊急アセスメント、特定の社会サービス

の提供等に関する主導機関と位置付けられている。 

地方 DRRM
計画 

地方 DRRM 部局により作成さ

れ、地方 DRRM 評議会により

承認 

OCD（第 2）地方管区事務所は、DRRM に関するコミュニテ

ィ啓発・準備の実施と、災害対応、復興・復旧の分野におけ

る実施パートナー機関と位置付けられている。 

水文気象災

害にかかる

NDRP 

OCD により作成（DSWD が支

援・調整）され、2014 年 6 月

30 日に NDRRMC により承認

OCD の任務は、調整の促進、災害対応・コミュニケーション・

情報管理に関するリソースモービリゼーション、2 クラスタ

ー（ロジスティックス及び緊急通信）の統率、災害オペレー

ションセンターの管理。 
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2) プロジェクトは、実施機関である OCD のニーズ・期待に引き続き合致している。プロジ

ェクトは、OCD の能力強化を効果的に進めるため状況の変化に応じて活動を調整・変更し

てきており、例えば、NDRRMP は OCD のイニシアティブにより 2012 年 3 月のプロジェク

ト開始前に策定・承認（2012 年 2 月）されたことから、OCD 計画立案に関する能力強化

については、当初想定していた NDRRMP 策定ではなく、地方管区 DRRMP および地方

DRRMPs の策定を通じて行うよう変更された。またプロジェクトは、OCD の組織体制変更

（OSSP の検討が長引くなかで、2013 年 3 月に OCD 本部は 8 課に再編され、NDRRM サー

ビスが新たに設立）にも対応しつつ活動を実施してきている。具体的には、現時点での過

渡的な OCD 組織体制に適用可能な OCD 災害対応オペレーションマニュアルや、TIs の業

務開始が見通せないなかで国家 DRRM 教育研修計画、優先研修モジュールなど現在の状況

下で有効な成果品を作成してきた。 

3) プロジェクトは、日本の対フィリピン国別援助方針（2012 年 4 月）と整合しており、災害

リスク軽減管理はフィリピンに対する支援の重点分野の一つとされ、本プロジェクトもそ

の中に位置づけられている。 

３－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は中程度である。 

1) プロジェクトは OCD の DRRM 能力強化に著しく貢献しているが、PDM の成果レベル・プ

ロジェクト目標レベルの指標については十分に達成した指標はまだ一つもないことから、

プロジェクトの有効性は中程度と評価された。十分に達成した指標がまだ一つもない理由

としては、殆どの指標に成果品の「承認」が含まれていること、また、幾つかの活動につ

いては自然災害の頻発により OCD のプロジェクト活動が影響を受けスケジュールから遅

れていることが挙げられる。14 の成果レベルの指標のうち、プロジェクトは 5 指標につい

ては「概ね達成」、8 指標については「部分的に達成」、1 指標については「未達成」の状態

である。またプロジェクト目標レベルの 2 指標についても、共に「部分的に達成」の状態

である。プロジェクト活動の進捗・実績を測る指標に、成果品の「承認」を含めるのが適

切かどうか（例えば、LDRRMP を採択する市町議会はプロジェクトの活動が及ぶ範囲外で

ある）との議論が以前あったが、一方で「承認」を指標に含めることによる正の効果もま

た明らかである（例えば、承認に向けたプロジェクト活動の促進、成果品の内容の質の確

保、水文気象災害にかかる NDRP 承認によるクラスターの再編など国レベルのインパクト

の発現）。  

2) さらに指標の達成度に関連して、指標を達成していない活動であっても、必ずしも活動が

十分行われなかったことを意味するわけではない。例えば指標 1-3 に関し、Ilagan 市は 2013
年に CDRRMP の市 DRRM 評議会からの承認を得たが、地方 DRRM 基金の確保に間に合わ

せるために 5 年間の CDRRMP（2014-2019）の中から 2014 年分の CDRRMP だけ抽出して

承認を得たものである。（その後 Ilagan 市は CDRRMP 全体を検討し直し、2014 年について

は CDRRMP（2015-2015）として全体の承認・採択を目指している。）これに対して、Cagayan
州の PDRRMP はまだ承認を得られていないが、その内容についてはテクニカル・ワーキン
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グ・グループにより十分に検討が重ねられてきた。よって LDRRMPs が承認・採択まで迅

速に進んでいるからといって、それが LGUs の DRRM 部局のパフォーマンスを示している

とは必ずしも言えない。指標である成果品の承認・採択の状態だけを見るのではなく、承

認にむけた策定プロセス、その策定プロセスにおける能力強化についても留意すべきであ

る。 

3) 既述のように、組織レベルの能力強化にとって重要な一つの要素は、適切で効果的な組織

体制の確立であるが、OSSP の検討が継続しており現在の OCD は過渡的な組織体制である

ことから、これが（カウンターパートの頻繁な交替だけでなく）プロジェクトが計画、マ

ニュアル、モジュールを作成するにあたっての制約となった。例えば、3 カ所（マニラ、

セブ、ダバオ）に設立が計画されている TIs について、OCD は施設設計は終えているが、

建設のための予算は DND の年間予算の中にまだ措置されていない。TIs の業務開始が見通

せない中で、TIs が行うべき役割と活動は、現在 OCD の教育研修課が実施している。優先

研修モジュールは、当初は TIs による実施を想定して作成されることになっていたが、現

在の移行期の体制に合うよう優先研修モジュール作成に関する活動も調整が求められた。 

4) さらに OCD の能力強化に関して、終了時評価調査時のインタビューにおいて、幾つかの

防災関係機関から、台風 Glenda（2014 年 7 月）、台風 Louise（2014 年 8 月）、台風 Mario（2014
年 9 月）の災害の際の OCD の調整が向上した、とのコメントがあった。これは、OCD 防

災オペレーション課が、水文気象災害にかかる NDRP（NDRRMC により 2014 年 7 月に承

認）の中では「災害対応クラスター」の章が特に有用で最も参考にした、と述べているの

と一致している。2010 年の準備調査では、プロジェクトの 4 重点分野（計画、オペレーシ

ョン、人材育成、コミュニティ防災）が特定されたが、同時に OCD の垂直方向および水

平方向の調整能力についても能力強化の必要性が触れられている。プロジェクトを通して、

OCD の調整能力の強化が、既に他機関からも認識されるレベルで行われた。 

5) 幾つかの防災関係機関から OCD の調整が顕著に向上したとコメントはあったが、同時に、

OCD カウンターパートは引き続き技術的能力、実務能力、DRRM 専門家としての信頼性を

伸ばしていく必要があることも認識している。 

6) 個人レベルの能力強化について、終了時評価調査インタビューでは、プロジェクトで何を

学んだかについてカウンターパートから多くの例が述べられた。 
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成果 プロジェクトでの学び 

成果 1 

（計画） 

・ 調整・ファシリテーションのスキル（ワークショップ等の実施を通じて） 

・ プレゼンテーション・発表スキル（ナレッジ共有ワークショップ等の機会を

通じて） 

・ 実際の災害経験をもとに DRRM の業務を発展させていくこと（本邦研修に

て） 

・ プログラム・プロジェクト・活動の作成とモニタリング・評価システムにお

ける戦略的なアプローチ 

・ DRRM 活動、特にリスクアセスメントと計画策定プロセスの重要性 

・ 計画策定への他機関の積極的参加・支援の重要性 

・ 国家レベルから地方レベルまの全ての DRRM 計画の間での調和 

・ DRRM 計画策定のためのツール・参考としての標準テンプレートの準備 

成果 2 

（オペレーション） 

・ 関係機関の関与、またその役割・責任を明確化しておくことの重要性（NDRP

の策定を通じて） 

・ 策定した計画の継続的な更新（本邦研修を通じて）  

成果 3 

（教育・研修） 

・ DRRM への民間セクター・ボランティアの参加、またその幾つかの優良事例

（本邦研修にて） 

成果 4 

（コミュニティ防災）

・ コミュニティ防災のコンセプトとコンテンツ、コミュニティ防災の体系的な

実施プロセス 

・ プロジェクトのローカルコンサルタントから学んだ調整・ファシリテーショ

ンスキル（これらによって、NDRRMS はより責任のある活動を実施できた）

 

7) CBDRRM に関しては、様々な政府機関、LGUs、NGOs が独自のコンテンツを用いて研修

を実施している。地方自治大学校（Local Government Academy, DILG：LGA）等の DILG 下

の機関も異なった研修モジュールやコンテンツを用いて類似の研修を実施している。プロ

ジェクトは、CBDRRM 国家政策（コンセプトペーパー、研修コースを含むトレーナー基礎

ガイド、活動計画を含む）を作成することで、こうした様々なコミュニティ防災活動の標

準化プロセスを進めている。また、OCD 職員や LGUs 職員からは、TOT への参加によりコ

ミュニティ防災に関し自信をもって講義、説明できるようになったとの声がきかれた。さ

らに、研修に参加したバランガイ職員（Tortugas と Sabang）は、自身でバランガイ DRRMC
の構成図や避難地図など防災教材を作成する等の積極的な関与が見られた。 

8) IMS の構築は、信頼できる災害統計の提供、災害リスクのアセスメント、過去の災害デー

タから学ぶことによる効果的な対策・計画立案、より的確な災害対応といった DRRM 活動

のための重要な基礎となる。台風 Yolanda（2013 年 11 月）、台風 Glenda（2014 年 7 月）等

の近年の自然災害で、IMS の有用性、新たな情報を追加していくことによるデータベース

のアップデートとシステムを安定的に運用していくことの重要性が、OCD カウンターパー

トに認識された。 
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9) 2013 年 10 月の中間レビューにおける提言と、その後の対応・状況は以下の通りである。 

分野 提言 対応・状況 
1) プ ロ ジ ェ

クト管理 
カウンターパートの配置を変更しない
こと、また実施体制を簡素化し指揮系統
を明確にすること。 

2013 年 10 月の中間レビュー後も、2014 年には
CDA の交替、成果 1、成果 3 のカウンターパート
の交替があった。 

月例カウンターパート会議には、4 コン
ポーネントのカウンターパート全員が
参加すること。 

コンポーネント横断のカウンターパート会議の開
催は次の通り： 第 1 回（2013 年 8 月 12 日)、第 2
回（2013 年 8 月 30 日）、第 3 回（2013 年 9 月 27
日）、第 4 回（2013 年 11 月 4 日）、第 5 回（2013
年 12 月 13 日）、第 6 回（2014 年 1 月 21 日）、第 3
年次キックオフ（2014 年 6 月 9 日）、第 3 年次第 1
回（2014 年 7 月 14 日） 

プロジェクト終了時にキャパシティア
セスメントを実施すること。 

キャパシティアセスメントの実施は 2010 年 12 月
の準備調査においても既に提案されていたもの。

プロジェクト初年次に地方管区レベルでベースラ
イン調査が実施されたが、その後パイロット地方
管区が変更されたことから、現時点では、エンド
ライン調査を実施する予定はない。 

2) 計画 第 2 地方管区のパイロット LGUs の
LDRRMPs 作成の経験を活用して、他の
LGUs でも LDRRMPs の改善を支援する
こと。また、第 2 地方管区での経験を普
及するため、参考資料をまとめて他の
LGUs に提供すること。 

パイロット LGUs でない Aparri 町、Peñablanca 町
が、その MDRRMPs のための支援（テンプレート
の提供や、ワークショップのファシリテーション
など）を OCD 第 2 地方管区事務所から受けた。

OCD 第 2 地方管区事務所は、2013 年 9 月のナレ
ッジ共有ワークショップで、他の OCD 地方管区
長とパイロット LGUs の活動経験を共有した。次
のナレッジ共有ワークショップも予定されてい
る。 

共和国法第 10121 号のサンセット・レビ
ューの概要・範囲を明確にすること、ま
た国家レベルと地方レベルの DRRM 計
画のモニタリング・評価の対象範囲を明
確にすること。 

サンセット・レビューの概要・範囲の明確化に関
する活動は、まだ始まっていない。 

3) オ ペ レ ー
ション 

OCD の指導的役割のもと地震・津波に
関する NDRP を策定すること。 

地震・津波にかかる NDRP が作成され、2014 年 9
月 30 日～10 月 1 日の TMG ワークショップに提
出・検討された。 

水文気象災害にかかる NDRP が
NDRRMC に早急に承認されるよう働き
かけること。 

水文気象災害にかかる NDRP は 2014 年 6 月に
NDRRMC で承認された。 

4) 研修 TIs のオペレーションに向けた工程表を
明確にするとともに、策定した研修プロ
グラムをどのように普及するかについ
て具体的な戦略を示すこと。 

TIs のオペレーション開始に向けて、OSSP の最終
化が待たれている。  

他の研修提供機関や政府機関との協力
を促進すること。 

2014 年に OCD は、国レベル政府機関および（LGUs
の研修を行う）DILG への国家 DRRM 教育研修計
画にかかる研修に関し、CSC（公務員委員会）と
会議を持った。 
研修を実施する機関の信任システムが、アイデア
の 1 つとして OCD に検討されている。 

5) コ ミ ュ ニ
ティ防災 

コミュニティ防災のコンセプトペーパ
ーでは、各ステークホルタ―の役割・責
任を明示すること。 

関係機関の役割・責任がコンセプトペーパーで明
示された。 

コミュニティ防災を実施する上でリス
ク情報を自治体に提供する方法と仕組
みを制度として導入すること。 

現存するリスクマップの活用、技術官庁職員のコ
ミュニティ防災への参加が、コンセプトペーパー
に記されている。 

他の関係機関と連携し、継続性のある公
共政策としてコミュニティ防災を位置
づけること。 

コミュニティ防災の持続性にとって DILG は最も
重要な機関の 1 つであることから、活動は DILG
と協力して行われている。 
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10) 質問票での回答やインタビューによる内容確認に基づき、事業効果は以下のように整理で

きる。 

・ プロジェクト活動の実施と現在の組織体制下のオペレーションにより、OCD の DRRM
にかかる計画・実施能力は顕著に強化された。 

・ コミュニティ防災に関する研修をパイロット地域でのシナリオに適応させて実施するこ

とで、特にコミュニティへの研修モジュールが強化された。 
・ 地方 DRRM 部局とコミュニティが積極的にプロジェクト活動に協力・参加したことで、

政府関係機関が実施する DRRM 活動・オペレーションが効果的に実施された。 
・ プロジェクト目標・活動の間の整合性、技術的ノウハウを有する人材と充分なリソース、

プロジェクト立案者および実施者の強いコミットメントがプロジェクトの成功に貢献し

た。 
 

11) また、事業効果以外については、次の点が挙げられる。  

・ 成果 1 および成果 4 の成果品は、プロジェクト終了までの 6 カ月で作成される見込みで

ある。一方、成果 2 および成果 3 の最終的な成果品については、OCD が共和国法第 10121
号に定める責任と機能を果たすよう現在検討中の OSSP の最終化・承認に拠っている。 

・ OCD と関連するステークホルダー、JICA 専門家とローカルコンサルタントの双方の間

に緊密な調整・協力・支援関係が見られた。また、関係者の参加型プロセス、優良事例

を共有するためのワークショップが定期的にパイロット LGUs で開催された。 
・ パイロットでない自治体（Aparri 町）でも LDRRMP が作成され、LDRRM 評議会にて承認さ

れ、議会で採択された。OCD 第 2 地方管区長と地方 DRRM 部局とはその重要性を認識し、

活動を最小の行政単位レベル（バランガイレベル）まで広めていくこととしている。 

３－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度である。 

1) プロジェクトの効率性は中程度とされたが、これはプロジェクトの幾つかの活動がスケジ

ュールから遅れることとなった制約のためである。具体的には、OCD カウンターパートの

頻繁な交替と、自然災害の頻発（例えば、2013 年 10 月の Bohol 地震、2013 年 11 月の台風

Yolanda、2014 年 7 月の台風 Glenda など）である。こうした制約要因は、終了時評価調査

インタビューにおいて、実施機関である OCD だけでなく、プロジェクトに関わる JCC メ

ンバー機関からも言及があった。 

2) 日本側からのプロジェクトへの投入については、プロジェクト途中での総括の交替があっ

たが、専門家派遣や本邦研修など概して適切に実施された。各成果に配置されたローカル

コンサルタントによるプロジェクト活動の促進・ファシリテーションも日本側の重要な投

入である。専門家は短期ベースでフィリピンに派遣されていることから、フィリピン側カ

ウンターパートへの継続的な技術移転は限られていたが、これに対処するため、プロジェ

クトは成果ごとにローカルコンサルタントを雇用・配置し、切れ目のない支援・技術移転

に努力した。さらに、毎日のプロジェクト運営、ロジ等のためローカルスタッフも雇用し、
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これら全員が日本側 JICA チームを構成した。 

3) フィリピン側の投入は、カウンターパートの配置、プロジェクト実施のための活動費一部

負担である。フィリピン側チームは CDA（プロジェクト・ダイレクター）、CDEXO（プロ

ジェクト・マネジャー）、各成果を担当する OCD 職員で構成された。CDA と CDEXO は、

OCD の任命官職のポジションであり、2012 年にプロジェクトが開始されてからこの間、

それぞれ 3 回および 2 回の交替があった。また、OCD カウンターパートについても異動し

たり、プロジェクトでこれまで担当していたのと別の成果の担当になったりと交替が頻繁

であった。 

4) 日本側 JICA チームとフィリピン側チームの間のコミュニケーションは良好で、これはプ

ロジェクトの促進要因の 1 つとして挙げられた。JCC 会議は、定期的にこれまで 7 回開催

された。プロジェクトは個々のコンポーネントが独立した構成になっているため、パイロ

ット活動もやや分断して実施された。例えば、成果 1 のパイロット活動は第 2 地方管区で

実施されたが、成果 4 のパイロット活動は第 3 地方管区 Bataan 州で実施された。プロジェ

クト活動のコンポーネント間の水平的な連絡調整を確保するため、カウンターパートミー

ティングが定期的に開催された。 

No. 日時 議題 参加機関 

第 1 回 2012 年 4 月 18 日 プロジェクトの正式な

開始 

OCD、PHIVOLCS、PAGASA、DILG、DSWD、NEDA、

LPP、LMP、ULAP。また DPWH、フィリピン情報

局（Philippines Information Agency：PIA）が JCC

メンバーとして提案された。 

第 2 回 2012 年 8 月 3 日 PDM ver2 の承認 OCD、PHIVOLCS、PAGASA、DILG、DSWD、NEDA、

LPP 

第 3 回 2012 年 11 月 14 日 進捗モニタリングおよ

び IMS 構築 

OCD、DILG、NEDA、LPP、LMP、ULAP 

第 4 回 2013 年 2 月 22 日 第 1 年次の実績確認 OCD、NEDA、PHIVOLCS、DSWD、LPP、DPWH

第 5 回 2013 年 10 月 18 日 中間レビュー報告 OCD、PAGASA、LMP、ULAP、GHQ&HEC、NEDA、 

PHIVOLCS、LGA（DILG） 

第 6 回 2014 年 2 月 7 日 PDM ver3 の承認 PAGASA、ULAP、LMP、OCD、NEDA、LPP 

第 7 回 2014 年 8 月 20 日 進捗のモニタリング OCD、PHIVOLCS、DILG、LGA、DSWD、NEDA

第 8 回 2014 年 10 月 10 日 終了時評価報告 （予定） 
 

5) プロジェクトの促進要因として終了時評価調査中に挙げられた項目は次のとおり。 

・ 日本人専門家とローカルコンサルタントが業務にあたっているプロジェクト事務所が

OCD の 3 階に位置しており、立ち寄りが容易でコミュニケーションが良好であった。  
・ コミュニティ防災に関する活動のパイロットサイトとなった第 3 地方管区の地方自治体

の長（Bataan 州知事、Balanga 市町、Morong 町長）が、コミュニティ防災活動に対して

強いコミットメントと支援を行い、また OCD 第 2 地方管区事務所も積極的に参加した。

さらに、LDRRMP 作成支援のパイロットサイトとなった第 2 地方管区についても、OCD
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第 2 地方管区事務所、パイロット LGUs の地方 DRRM 部局（Cagayan 州、Alcala 町、Isabela
州、Ilagan 市）の積極的な参加があった。  

・ プロジェクト開始（2012 年 3 月）に先立ち OCD が NDRRMP を策定（2012 年 2 月）し

たことに加えて、各 OCD 地方管区事務所が 2013 年 7 月から 9 月にかけて管区内の地方

DRRM 部局を集めて「リージョナル・サミット」を開催し、さらに定期的な OCD 地方

管区長会議の機会を利用してプロジェクトに関するナレッジ共有ワークショップを開催

（2013 年 9 月）するなど、OCD の積極的な取り組みがあった。 

 

6) 阻害要因としては、制約として上述したものも含めて、次の項目が挙げられた。 

・ 2013 年 3 月の OCD の組織改編、カウンターパートの頻繁な交替、TIs のオペレーション

開始の遅れなどは、最終化が待たれている OSSP の検討に関係している。例えば、フィ

リピン側、日本側でプロジェクトの主要メンバーが交代したことは、プロジェクトの内

容とこれまでの経緯を確認し、活動計画の再調整に追加的な時間が必要となり、プロジ

ェクトの円滑な実施に影響を与えた。  
・ 台風やその他の災害が発生すれば OCD は災害オペレーションセンターを発動させる必

要があることから（2013 年 10 月 Bohol 地震、2013 年 11 月台風 Yolanda、2014 年 7 月台

風 Glenda など）、この間プロジェクト活動を進めることは困難になる。 
・ OCD 全体で職員は現在 416 名であり、依然として職員数が足りない。新たな OSSP では

職員数として 1,500 名が提案されている。 

 

7) プロジェクトでは、専門家チームが作成する業務計画書において、効果的なプロジェクト

実施のための「ベーシック・アプローチ」を提案している。そのアプローチの結果につい

ては以下のとおり。 

アプローチ 項目 結果 

1. オーナーシッ

プの醸成、既

存の能力にマ

ッチした能力

強化 

1-1. OCD 内部での成果

の共有 
定期的なカウンターパート会議の開催および、そこでの

カウンターパートによる進捗発表などにより、カウンタ

ーパートのオーナーシップ醸成が進んだ。しかし、カウ

ンターパートの頻繁な交替と、災害対応によるプロジェ

クト活動の中断が阻害要因となった。 

1-2. OCD を中心に据え

た DRRM 活動の運

営 

プロジェクト活動の実施には多くの機関が関与したが、

OCD はこれら機関の参加する活動で中心的な役割を果た

した。OCD の積極的関与と調整は、特に NDRP 作成のケ

ースで、関係機関からポジティブに受け止められた。 

2. フィリピン国

内各機関及び

各方面との綿

密な連携 

2-1. 他 DRRM 関連機関

との連携と成果の

共有 

プロジェクト活動は関連機関との協力のもと実施されて

きているため、この項についてはベーシック・アプロー

チとして特に強調する必要はないものと思われる。 

2-2. 他ドナーとの重複

の排除と連携によ

る効果促進  

プロジェクトの活動は、他ドナー活動の十分な検討のも

と選択された。例えば、第 2 年次に IBM によって導入が

計画された情報管理システムについては、IMS との関係

が繰り返し協議され、重複が避けられた。 

2-3. 他 JICAプロジェク

トからのインプッ

「Flood Hazard Mapping Manual」がプロジェクトで活用

され、Area BCP（事業継続計画）に関する情報もプロジ
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ト ェクトと共有されたが、それ以外の JICA プロジェクトか

らの投入は限られていた。 
一方、OCD カウンターパート 1 名がリソースパーソンと

して、ミャンマーで実施中の JICA プロジェクトが開催し

たセミナーに参加し、フィリピンでの DRRM 活動につい

て発表した。 

2-4. OCDへの JICA長期

専門家との連携 
JICA 長期専門家は、プロジェクト活動、カウンターパー

ト会議、JCC 会議等に参加した。 

3. 業務実施上の柔軟性の確保 プロジェクトが開始されてからは、詳細な活動計画を数

カ所ごとに決定し、OCD の政策に応じて柔軟に活動スケ

ジュールを見直すことで、目的とする成果の達成が図ら

れた。しかし、CDA の頻繁な交替は、プロジェクトでは

想定していないものであった。 

4. 日本の技術に立脚した支援 プロジェクトで作成した計画、ガイド等は、日本の防災

基本計画など類似の計画を参照しつつ、他国の類似経験

も参考にしながら作成されたものである。特に日本の防

災計画についてはカウンターパートも理解に努め、東日

本大震災の経験等もセミナーで共有された。 
本邦研修の際に訪問した場所は、プロジェクト活動に関

係する場所が選ばれた。 
 

３－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトは比較的高い。 

1) 最も重要なインパクトは、協力終了後 3～5 年後に達成されるべきプロジェクトの上位目標

「フィリピン政府機関による DRRM 活動の改善」である。上述したように、現時点では、

プロジェクトの成果に基づく上位目標達成に向けた進展はまだ限られたものとなっている

が、終了時評価調査中のインタビューからは、OCD の DRRM 活動改善（自然災害発生時

の OCD の調整活動の向上）が確認できた。 

2) LDRRMP にかかるプロジェクト活動から直接的に派生したインパクトが幾つかある。プロ

ジェクトで研修を受けた OCD 第 2 地方管区事務所カウンターパートが、パイロット LGUs
外の Aparri 町の MDRRMP の作成を支援した。具体的には、プロジェクトが促進してきた

テンプレートと協議プロセスを紹介・説明し、会議やワークショップにて講義やファシリ

テーションを行った。Aparri 町の MDRRMP の作成は、2013 年 11 月に終了し、町 DRRM
評議会にエンドースされ、2014 年 6 月には町議会で承認された。さらに Peñablanca 町の

DRRM 部局は、OCD 第 2 地方管区事務所と協力して、既存の MDRRMP を次回更新する際

は、同様のテンプレートと協議プロセスを採用する計画である。Peñablanca 町は 1990 年よ

り独自のフォーマットを用いて MDRRMP を作成してきており、2014 年度の MDRRMP に

ついても既に MDRRMC および町議会で承認されている。Peñablanca 町 DRRM 部局は、テ

ンプレートと協議プロセスを採用することは、これまでよりも分析、協議、時間、努力が

必要になると認識している。 

3) 2014 年 6 月 11 日の、水文気象災害にかかる NDRP の NDRRMC による承認も、幾つかの



 

－26－ 

インパクトをもたらした。一つは、災害対応クラスターの再編である。再編の結果、現在

DSWD の元に 12 の災害対応クラスターが存在し、そこで OCD は 2 クラスター（ロジステ

ィックス、緊急通信）を統率し、他には例えば、以前は保健省が担当していた災害による

死者・行方不明者の管理（Management of the Dead and Missing：MDM）クラスターを DILG
が統率している。クラスターの再編により、各々の機関は災害対応時に特定の役割に集中

でき、調整がより効率的になった。  

4) さらにクラスターの再編について、各々のクラスターは NDRP に記載された方針・役割・

責任にそって包括的なオペレーション・ガイドラインを作成することとなっており、DILG
はすでに MDM クラスターのオペレーション・ガイドライン作成を開始した。また、DILG
は LGUs による地方災害対応計画の作成を進めている。（地方災害対応計画については、国

連機関が推進している LGUs の Contingency Plan の作成と重複する懸念があることから、

調整・整合が求められている。） 

5) 第 6 回災害リスク軽減アジア大臣会合（バンコク、2014 年 6 月 22-26 日）、ミャンマー「自

然災害早期警報システム構築プロジェクト」年次セミナー（2014 年 7 月 8 日）など、プロ

ジェクトの成果・経験に基づき、OCD カウンターパートが国際会議に出席して、フィリピ

ンが取り組む DRRM 活動に関するプレゼンテーションを行った。 

３－５ 持続性 

プロジェクトの持続性の見込みは中程度である。 

1) 制度的な観点からは、OCD のプロジェクトの活動が持続する可能性は高い。計画、防災オ

ペレーション、教育研修、コミュニティ防災にかかるプロジェクト活動は OCD の職責内

容と一致しており、終了時評価調査時においても CDA から妥当性の高さについて言及が

あった。OCD は、プロジェクトによる技術移転とその結果としての計画、マニュアル等は

非常に重要であり、今後はパイロット LGUs 以外にも活動を普及・展開して行きたいとし

ている。 

2) 技術的な観点からは、IMS の維持管理と持続的運用を除き、OCD 職員がプロジェクト活動

を今後も継続していくことに困難はないものと考えられる。IMS については、現時点では

システムは主に JICA チーム（専門家とローカルコンサルタント）により運用されている。

IMS は自然災害発生時にも安定的な稼働が求められることから、OCD の技術能力では維持

管理が難しいと考えられる場合は、雇用か契約により IT 専門家を OCD に常駐させること

も検討する必要がある。IMS はまた、OCD が独自に進めている災害リスク事前アセスメン

ト（Pre-Disaster Risk Assessment：PDRA）にも活用される予定である。 

3) 人材的な観点からは、カウンターパートの頻繁な交替がプロジェクトの阻害要因の一つと

して挙げられた。OSSP がいつ最終化され、OCD の人員配置が定まるかは不確かである。

現在、OCD 職員数は 416 名（147 名が本部、269 名が地方管区事務所）であるが、うち 180
名が契約ベースでの雇用で、これらスタッフの契約を継続するための追加的な予算が 2014
年 9 月末に承認され、それによって 2014 年 12 月までの継続勤務が可能となった。共和国
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法第 10121 号制定後の業務量の増加にも関わらず、OCD スタッフの数はこの間それほど増

えておらず、職員数の不足が終了時評価調査中にも広く言及された。現在検討されている

OSSP は、OCD 職員数を 1,500 名まで増やすことを提案している。 

4) 財政的な観点からは、持続性は中程度である。OCD は既にプロジェクト活動に関する経費

を幾分か負担してきた。プロジェクトの活動は、IMS の維持管理を除き、主に計画、調整、

モニタリング等でその継続については大きな予算を必要としないことから、予算的にはこ

うした活動を現在の日常業務の中で実施していくことは可能である。OCD は既に 2015 年

次予算において、コミュニティ防災能力強化のためのプログラムと予算を組んでいる。よ

り重要なことは、テンプレートを活用し、参加・協議プロセスによる LDRRMPs の作成・

改善などの新たな活動は LGUs が実施することになる。このため、LGUs は各自、その予

算の 5%を割り当てることになっている地方 DRRM 基金の活用を検討していく必要がある。 
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第４章 合同終了時評価調査の結果 

４－１ 結論 

プロジェクトの妥当性は高く、その内容はフィリピン国政府の災害リスク軽減管理および実施

機関である OCD の職責内容と整合している。プロジェクトは OCD の DRRM 能力強化に貢献し

たが、プロジェクトの成果・目標の達成に向けては残りの協力期間の中で今後強化・促進が必要

な活動も多く、全体としてプロジェクトの有効性は中程度と判断された。プロジェクトの効率性

についても中程度と判断されたが、これはカウンターパートの頻繁な交替や自然災害の頻発など

で、プロジェクトの進捗が影響を受けたからである。プロジェクトのインパクトは比較的高く、

災害対応クラスターの再編など特記しておくべきインパクトもあったが、上位目標の達成に向け

た進捗という点では、プロジェクトの成果に基づく進展が現時点ではまだ限られたものとなって

いる。持続性の見込みについては、政策・制度、技術、予算、人材的な観点から全体的には中程

度と判断されたが、これは今後 OSSP が最終化され OCD の組織体制と人員配置が定まれば、特に

人材・予算の点で向上するものと考えられる。 

４－２ 提言 

  (1) プロジェクト活動の完了 
プロジェクトの成果・目標の達成に向けては残りの活動の完了（成果品の最終化と承認）

が必要であり、そのためにプロジェクトは残り 6 カ月の協力期間の活動計画を明確にして、

活動を強化・促進していくこと。 

（成果 1） Checklist and Assessment フォーム、共和国法第 10120 号のサンセット・レビュー

への提言 
（成果 2） 地震・津波にかかる NDRP、OCD 災害対応オペレーションマニュアル、IMS 
（成果 3） 国家 DRRM 教育研修計画、TIs のための 4 つの優先研修モジュール、市民防衛教

育研修プログラム 
（成果 4） CBDRRM 国家政策コンセプトペーパー、トレーナー基礎ガイド、コミュニティ

防災行動計画 

  (2) 成果品の承認に対するモニタリング 
上述した成果品の承認については、プロジェクト活動が及ぶ範囲外となるものもあり、

協力期間中に達成されない可能性もある。こうした場合は、その最終的な承認までを確認す

るモニタリングを OCD が独自に実施するか、プロジェクトが人員の配置を検討することが

必要である。OSSP の最終化についても、プロジェクト成果品の妥当性を担保するため、引

き続きモニタリングすべきである。 

  (3) OCD の努力によるプロジェクト成果品の改善 
プロジェクトの成果品は、状況の変化に対応して適宜更新されていく性質のものである。

OSSP が最終化されるまで待つのではなく、TIs のための優先研修モジュール、市民防衛教

育研修プログラム、トレーナー基礎ガイド、OCD 災害対応オペレーションマニュアル等は、
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必要があれば OCD が独自に改善していくべきである。例えばカスケード方式の TOT は、パ

イロット研修として一サイクルしか実施されていないが、その結果に基づき教材を改善して

TOT の次のサイクルを実施する等の取組みを進めて行くことが望ましい。 

  (4) プロジェクトの優良事例の他地域への展開・普及 
プロジェクトでは、LDRRMPs の作成とコミュニティ防災の取組みは、パイロット活動と

して、それぞれ第 2 地方管区および第 3 地方管区の特定の LGUs でのみ実施された。これら

パイロット LGUsの優良事例と経験を他の LGUsに展開・普及させていくことが必要であり、

そのため例えば以下のような方策を検討すること。 

・ OCD 地域事務所長が OCD 本部に年 2～3 回集まる「Senior Leaders’ Conference」等の定

期的な機会を活用した情報共有を図る。 
・ 地域 DRRM 部局に DRRM プログラム・プロジェクト・活動の継続性と専門性を確保す

るため、常設のポジションを与えること。 
・ LDRRMP のテンプレートやトレーナー基礎ガイドの利用に関し、LGUs に向けて合同覚

書回覧（Joint Memorandum Circular）を作成する。 
・ 5%の DRRM 基金および 20%の開発基金を効果的に活用して、国から最少の行政区画ま

でプロジェクトの持続性を確保すること。 

また、パイロット LGUs についても、現実的な活動モニタリングの実施、具体的には OCD
スタッフと共に JICA 専門家が定期的に訪問し、ステークホルダーとの対話を通して緊密な

信頼関係を維持していくことが必要である。 

  (5) OCD の技術的能力の強化 
DRRM に関する計画、マニュアル、ガイド、システム等の作成に加え、OCD 職員はさら

に DRRM に関する技術的能力、実務能力、専門家としての信頼性の向上が必要とのコメン

トが OCD 幹部からあった。そのためには、個人レベルでは研修を通じたスキル・知識の向

上、組織レベルでは特定の技術分野（例えば、台風、火山、地震、IMS を含む情報技術）

に特化した新たな職員の採用、フィリピン天文気象庁（Philippine Atmospheric, Geophysical & 
Astronomical Services Administration：PAGASA）やフィリピン火山地震研究所（Philippine 
Institute of Volcanology and Seismology：PHIVOLCS）といった専門技術機関との人事交流な

どを検討すること。 

  (6) 防災関係機関の調整の促進  
OCD の調整活動の改善は、最近の災害対応において既に関係機関により認識されるまで

になっているが、上位目標を達成するためには、OCD は NDRRMC の事務局として引き続

き調整能力を強化していくこと。NDRRMC は 40 のメンバー機関から構成されており、そ

の半分が国レベル政府機関である。また、DRRM 活動の LGUs への展開・普及には、DILG
との連携が特に重要である。 

  (7) プロジェクト成果の地方レベルへの適応 
プロジェクトによるツール、計画、システム等の成果をフィリピン全体の DRRM 体制の

改善につなげるため、地方レベルでの災害対応計画、IMS、DRRM 計画、コミュニティ防災
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など、地方管区やより下位の地方行政単位への適用を進めていくこと。その際、OCD はプ

ロジェクトが導入した TOT の手法の活用も検討すること。 

  (8) 適切な人員配置の確保 
共和国法第 10121 号制定後の業務量の増加にも関わらず、OCD 職員数については大きな

増加はなく、終了時評価調査中もスタッフ数の不足が広く言及された。OSSP の検討が継続

している状況ではあるが、OCD はその職責を遂行するため、また上述の提言を実行するた

め、適切な職員数の確保に引き続き努力すること。 

４－３ 教訓 

  (1) キャパシティアセスメントの実施 
OCD に対するキャパシティアセスメントの実施は、2010 年 12 月の準備調査、2013 年 10

月の中間レビューでも触れられている。ベースライン調査はプロジェクトの第 1 年次に実施

されたが、その後パイロット地方管区が変更されたため、エンドライン調査の実施予定はな

くなった。これは、1 つには、キャパシティアセスメントの実施が、PDM の中に活動とし

て明記されていないことによる。能力強化を目指すプロジェクトの場合は、キャパシティア

セスメントの実施は、PDM の中に活動として明記され、プロジェクトの協力・貢献の成果

が明らかにされるべきである。キャパシティアセスメントの構成と内容については、防災分

野における先例だけでなく、教育や保健といった他分野での例も参考とすべきである。  

  (2) DRRM の全体的な改善に繋がる各成果を統合する活動 
プロジェクトは、特定の 4 分野に焦点を当てて能力強化を図るため、個々のコンポーネ

ントが独立した構成となっており、パイロット活動の実施もやや分断して実施された（例え

ば、成果 1 のパイロット活動は第 2 地方管区であり、成果 4 は第 3 地方管区で実施された）。

プロジェクト活動の水平的な連絡調整を確保するため、コンポーネント横断のカウンターパ

ート会議が定期的に開催されてきた。特定分野ごとの活動だけでなく、OCD の DRRM 活動

全体の改善に資するよう、分野横断的なコンポーネントも PDM に加えることを検討すべき

である。 

  (3) 指標の適切性 
本事業ではプロジェクト活動の進捗・実績を図る指標に、計画、マニュアル等成果品の

「承認」を含めている。その経緯は、過去、類似の協力で、様々なドナーがマニュアルを整

備しているが、これらが、被援助側機関によって公的な文書としての位置付けを付与されな

いため、改訂が行われず適切に活用されないことがあった。このような教訓を受け、本事業

では、OCD、ないしは上位機関による Endorsement や Authorization による「承認」により、

計画、マニュアルが、日本が支援した単なる「参考情報」ではなく制度として定着すること

を意図したものである。 

一方で、例えば LDRRMP を公的計画として承認、採択する機関は市町議会であり、プロ

ジェクトの活動が及ぶ範囲外であることから、「有効性」における達成度が一部「部分的に

達成」「未達成」となり、結果として評価が「中程度」となった。「承認」が指標として適正

であったかは今後の類似プロジェクト実施の際に検討が必要と思われる。 
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ただし、「承認」を指標としたことで正の効果も確認できている。例えば、承認に向けた

プロジェクト活動の促進、成果品の内容の質の確保、水文気象災害にかかる NDRP 承認に

よるクラスターの再編など国レベルのインパクトの発現などが見られた。よって、案件開始

時に「承認」権限を誰が有するのか、また、そのために必要な質・時間の程度、及び指標化

することにより、承認に向けたプロセスで得られる効果などを見極めたうえで、判断が必要

であろう。 

また、プロジェクトの中でのモニタリングや評価については、これら背景を踏まえた評

価を行う必要がある。 

以上 
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添付 4: 面談者リスト 
 
1  フィリピン側 

1) 実施機関 
1 Dir. Honorato S. De Los Reyes Civil Defense Executive Officer, NDRRMC, OCD 9/22, 26, 10/8 
2 Ms. Susana E.Quiambao Chief, Education and Training Division (component 3) 9/23 
3 Ms. Rona C. Delos Santos Education and Training Division (component 3) 9/22, 23 
4 Ms. Rodella Rosario R. Rodriguez Chief, HRDM Division (component 3) 9/22, 23 
5 Mr. Roberto Manalo HRDM Division (component 3) 9/22, 23, 10/7 
6 Ms. Josephina T. Porcil Plans and Programs Division (component 1) 9/22, 23, 10/7 
7 Mr. Kenneth C. Menor  Plans and Programs Division (component 1) 9/22, 23 
8 Mr. Wilson Gonowon CEIT Division (component 2) 9/22, 24, 29 
9 Mr. Sonny Patron OIC, Operation Division (component 2) 9/22, 24, 10/7 

10 Ms. Lenie D. Alegre Chief, National Disaster Risk Reduction and Management Service 
(component 4) 9/24, 26 

11 Ms. Anna-Lisa D. Orallo NDRRMS (component 4) 9/24, 25 
12 Ms. Shelby Ruiz NDRRMS (component 4) 9/22, 24, 25, 10/8 
13 Ms. Aurora D. Dela Rosa Education and Training Division (component 4)  9/22, 24, 25 
14 Ms. Maria Teresa J. Galang Education and Training Division (component 4)  9/22 
15 Ms. Josefina T. Timoteo OCD Region 3, Regional Director  9/25 
16 Mr. Edgar Nigel B. Lontoc OCD Region 3, Assistant Regional Director  9/25 
17 Mr. Darios S. Vallejos OCD Region 3, Chief Planning Division 9/25 
18 Mr. Michael A. Dumlao OCD Region 3, Operations Assistant 9/25 
19 Undersecretary Alexander P. Pama CDA, OCD 9/26 
20 Ms. Norma C. Talosig OCD Region 2, Regional Director 9/30, 10/1 
21 Ms. Jane Airien M. Torres OCD Region 2, Operations, Civil Defense Officer 1  9/30, 10/1 
22 Ms. Mary May S. Baclig OCD Region 2, Civil Defense Officer  9/30 
23 Ms. Jaye M. Cabauatan OCD Region 2, Civil Defense Officer II 9/30, 10/1 
24 Mr. Philip B Labuguen OCD Region 2 10/1 
25 Mr. Ronald L. Villa OCD Region 2 10/1 
26 Ms. Janice M. Padagdag Plans and Programs Division 10/7 
27 Mr. Rico Caigoy CEIT Division (component 2) 10/7 
28 Mr. Romeo F. Fajardo Deputy Administrator 10/8 

    
 2)  協力機関 

1 Ms. Marie Mortera DND 9/22 
2 Honorable Joet S. Garcia City Mayor, City of Balanga, Bataan 9/25 
3 Mr. Victor A. Baluyot Jr.  Barangay Captain, Barangay Tortugas 9/25 
4 Mr. Carlos C. Dela Fuente Bataan PDRRMO 9/25 
5 Ms. Cherry Anne C. Matias Bataan PDRRMO 9/25 
6 Ms. Rofelia D. Buenaventura  Teacher /Department of Education 9/25 
7 Mr. Cesar Salaveria Sr Barangay Tortugas  9/25 
8 Mr. Dennis B. Mariano Balanga CDRRMO 9/25 
9 Mr. David Malibiran Balanga CDRRMO 9/25 
10 Ms. Karleen Mae T. Inieto Balanga CDRRMO 9/25 
11 Ms. Danica Joy D. Reyes Balanga CDRRMO 9/25 
12 Honorable Jorge S. Estanislao, M.D. Municipal Mayor, Municipality of Morong, Bataan 9/25 

13 Ms. Maria Teresa B Alagon Morong, Municipal Planning and Development Coordinator 
(MPDC)  9/25 

14 Ms. Yolanda E. Manalo Morong, Municipal Social Welfare and Development Officer 
(MSWDO) 9/25 

15 Mr. Rodolfo V. Concepcion Municipal Disaster Risk Reduction and Management Office
（MDRRMO） 9/25 

16 Mr. Jhun Lim  Morong, Barangay Kagawad 9/25 
17 Mr. Ferdie Domingo Morong, Barangay Kagawad 9/25 
18 Mr. Larry Domingo Morong, Barangay Kagawad 9/25 
19 Mr. Joel Labandillo Morong, Barangay Kagawad 9/25 
20 Ms. Chona A Bautista Morong, Barangay Secretary 9/25 
21 Ms. Lezzth I Dnran Morong, Secretary of the Mayor 9/25 
22 Ms. Imee Rose S. Castillo  DSWD (Department of Social Welfare and Development)  9/26 
23 Mr. Roderick V. Guisadio DSWD (Department of Social Welfare and Development)  9/26 
24 Mr. Gery Villareal DSWD (Department of Social Welfare and Development)  9/26 

25 Ms. Kristine M.Villarino NEDA, OIC-Chief Economic Development Specialist, Regional 
Development Staff - Land Use and Physical Planning Division 9/29 

26 Mr. Ronald Villon Aparri, Municipality DRRM Officer 9/30 
27 Ms. Soledad Siriban Aparri, Midwife 9/30 
28 Mr. Rolando Liberato Aparri, Municipal Engineer 9/30 
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29 Mr. Romarico Panaga Aparri, Municipal Treasurer 9/30 
30 Ms. Norma Ragonjan  Aparri, MPDC 9/30 
31 Mr. Ismael Tumaru Aparri, Former Mayer, Adviser 9/30 
32 Ms. Rosario Gaspar Aparri, Municipal Registrar 9/30 
33 Mr. Julius Catral Aparri, Municipal Assessor/Administrator 9/30 
34 Ms. Antonette Clrdas  Aparri, Nurse 9/30 
35 Mr. Jimmy Siriban Aparri, Member of Sangguniang Bayan 9/30 
36 Honorable Shalimar D. Tumaru, M.D. Aparri, Municipal Mayor 9/30 
37 Ms. Ria Capeña Aparri, Member of Sangguniang Bayan 9/30 
38 Mr. Jacinto V. Adviento Alcala MDRRM Officer 10/1 
39 Mr. Reynaldo C. Floria Alcala MDRRM Council 10/1 
49 Mr. Bonifacio U. Cuarteros Cagayan PDRRM Officer 10/1 
41 Ms. Mia Carbonel  Cagayan PDRRM Officer 10/1 
42 Mr. Restituto P. Vargas  Cagayan PDRRM Officer 10/1 
43 Mr. Quirico P. Capiral Jr.  Cagayan PDRRM Officer 10/1 
44 Ms. Ophelia M. Parallag Cagayan HRD officer 10/1 

45 Mr. Rolando B. Calabazaron Jr.  Cagayan IT head of the Provincial Planning and Development 
Office 10/1 

46 Mr. Edmond Guzizan Isabela PDRRMO 10/1 
47 Mr. Higino P. Bagunu Isabela Administration Officer III 10/1 
48 Mr. Francisco R. Estavillo Ilagan CDRRMO 10/1 
49 Mr. Francisco Carrnona Ilagan City, Planning Officer 10/1 
50 Ms. Mercedes D. Yadao  Ilagan City, Budget Officer 10/1 
51 Ms. Laidee Dianne C. Carmona Ilagan City, Casual of Planning Officer 10/1 
52 Ms. Excelsis R. De Leon Peñablanca, MDRRMO Head 10/1 
53 Mr. Fitzgerald T. Paglilauan Peñablanca, MDRRMO Training Staff 10/1 
54 Ms. Rafaela O. Quilang Peñablanca, MDRRMO Staff 10/1 

55 Mr. Allan Tabell Chief, Central Office Disaster Information Coordinating Center, 
DILG 10/2 

56 Ms. Mai G. Alagcan Senior Program Officer, Australian Embassy 10/3 
57 Ms. Anne C. Orquiza Portfolio Manager, Development Cooperation, Australian Embassy 10/3 
58 Ms. Rosalie C. Pagulayan  PAGASA 10/3 
59 Dr. Renato U. Solidum Jr. Director, PHIVOLCS 10/3 

    
2  日本側 
 1)  プロジェクト 

1 Ms. Naoko KITAZAWA Professional Engineer, Pacific Consultants Co., Ltd. 9/15,30, 10/1 
2 Ms. Miki KODAMA Senior Researcher, Asian Disaster Reduction Center 9/16, 22, 23, 29 
3 Mr. Shinji IIDA Consulting Engineer, Pacific Consultants Co., Ltd.  9/16, 22 

4 Mr. Yoshihiko UCHIKURA  Consulting Engineers, Manager, Oriental Consultants Co., Ltd. 9/22, 23, 24, 29, 30, 
10/1, 6, 7, 8 

5 Mr. Kazuto SUZUKI  General Manager, Disaster Management Division, CTI Engineering 
International Co., Ltd 

9/22, 23, 24, 29, 
10/2, 6, 7, 8 

6 Mr. Shozo KAWASAKI Senior Architect, Oriental Consultants, Co., Ltd. 9/24, 26, 29, 10/2, 3, 
6, 8 

7 Ms. Hannah Lyda Mannag-Fernandez (component 3) Human Resource Development Specialist 9/23 
8 Ms. Terteen Gail Omana (component 1) 9/23 
9 Mr. Marcus Paolo PATAM (component 2) Geodetic Engineer/Web GIS Specialist 9/24, 29 
10 Ms. Gerlie SANTOS (component 2) 9/24 
11 Ms. Christine (Tin) F. Derafera (component 4) 9/25 
12 Ms. Motoyo ARAKI Oriental Consultants Co., Ltd. 9/29 
    

 2)  JICA 事務所 
1 Mr. Takahiro MORITA  Senior Representative 9/19, 10/3, 9 
2 Ms. Yuko TANAKA  Chief, Human Security Group 9/19, 25, 10/9 
3 Mr. Hayato NAKAMURA Project Formulation Adviser, JICA Philippine Office 9/19, 22, 10/3, 9 
4 Ms. Catherine, M. PALANCA Program Officer, Poverty Reduction Section 9/22, 25, 30, 10/1,9
    

 3)  その他 
1 Ms. Mitsue MISHIMA Thematic Evaluation Consultant  9/21, 24 
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添付 5: 専門家派遣実績 
2014 年 10 月時点 

 氏名 
派遣期間（フィリピン滞在日数） 

日数計2012 年度（2012 年 3 月
- 2013 年 3 月）

2013 年度（2013 年 5
月- 2014 年 3 月） 

2014 年度（2014 年
5 月 - 現在）

1 Mr. Ryo Matsumaru 
Team Leader/ 
Disaster Management 
Planning 

3/19-3/31
4/9-6/6 
7/10-7/18 
7/24-8/30 
10/8-10/26 
11/5-11/17 
1/9-1/30 
2/11-3/6

13
59 
9 
38 
19 
13 
22 
23

    196

2 Mr. Shozo Kawasaki Team Leader   
6/10 - 6/22
9/4 - 9/11 
9/25 - 10/23 
1/17 – 1/26

13 
8 
29 
10 

6/9 – 6/23 
9/24-10/11 

15 
18 93

3 Mr. Yoshihiko Uchikura

Deputy Team Leader / 
DRRM Operations 1 

4/9-5/3
7/24-8/14 
1/28-2/8 
2/14-3/1

25
22 
12 
16

    75

Deputy Team Leader / 
CBDRRM 1   

6/10 – 6/22
8/29 – 9/28 
10/13 – 10/19
11/28 – 12/20
1/14 – 2/13

13 
31 
7 
23 
31 

6/2 – 6/26 
9/21-10/18 

25 
28 158

4 Mr. Kazuto Suzuki Deputy Team Leader / 
DRRM Operation 

5/28-6/26
8/27-10/25 
11/5-12/19 
1/21-2/19 
2/20-2/23

30
60 
45 
30 
4

6/10 – 6/29
8/1 – 8/31 
9/10 – 10/19 
11/13 – 12/12
1/7 – 2/20

20 
31 
40 
30 
45 

5/22 – 5/31 
7/15 – 8/2 
8/11 – 9/9 
9/21-11/23 

10 
19 
30 
64 

458

5 Mr. Kiyotaka Owada DRRM Planning   
6/10 – 8/9
9/1 – 9/11 
9/16 – 9/29

61 
11 
14 

  86

6 Ms. Miki Kodama Human Resources 
Development 

4/24-5/3
7/22-9/2 
11/4-12/1 
12/16-12/20 
2/3-3/3

10
43 
28 
5 
29

6/12 – 7/7
7/21 – 8/21 
10/16 – 11/15
11/24 – 11/30
1/19 – 2/19

26 
32 
31 
7 
32 

6/8 – 6/12 
7/1 – 8/2 
8/26 -10/1  

5 
33 
37 

318

7 Ms. Rumi Hori Training Plan /  
CBDRRM 2 3/19-4/27 40 7/22 – 9/4 45   85

8 Ms. Naoko Kitazawa 

Training Plan /  
CBDRRM 2   

10/20 – 11/25
1/26 – 2/8 
2/16 – 2/24

37 
14 
9 

  60

Local DRRM 
Planning 2   6/10 – 7/9 

8/1 – 9/18 
30 
49 

6/1 – 6/20 
6/30 – 7/19 
9/2 - 9/19 
9/29 – 10/18 

20
20 
18 
20

157

9 Ms. Yoko Nomura CBDRRM  

3/19-5/17
7/2-8/10 
10/17-10/31 
12/10-12/15 
1/18-1/31 
2/11-2/25

60
40 
15 
6 
14 
15

    150

10 Ms. Motoyo Araki 
Training Plan /  
CBDRRM 2 
Project Coordinator / 
DRRM Planning 2

    
6/17 – 7/6 
8/7 – 8/21 
8/29 – 9/15 
9/27 – 10/15 

20
15 
18 
19

72

11 Mr. Akihiro Furuta Information 
Management System 

5/28-6/21 
9/10-9/29 
2/14-2/28 

25 
20 
15 

6/19 – 7/20
8/19 – 9/17 
10/28 – 11/24
1/14 – 2/12

32 
30 
28 
30 

5/22 – 6/7 
7/8 – 8/2 

17 
26 223

12 Mr. Shinji Iida DRRM Technology  
7/10-7/29
10/13-11/2 
11/18-11/24 
2/12-2/23

20
21 
7 
12

6/10 – 6/15
8/11 – 8/24 
12/4 – 12/20 
2/5 – 2/12

6 
14 
17 
8 

5/22 – 5/31 
7/23 – 8/1 
9/15 – 9/27 

10 
10 
13 

138

13 Ms. Miharu Hosono Project Coordinator / 
DRRM Planning 2   

8/26 – 9/17
10/3 – 10/11 
10/16 – 11/1 
11/24 – 12/21
1/14 – 2/28

23 
9 
17 
28 
46 

  123

14 Mr. Masato Fujimoto Project Coordinator / 
DRRM Planning 2 

7/10-9/12
10/4-12/21 
1/9-3/3

65
79 
54

    198

15 Mr. Hirotada Hasegawa Local DRRM 
Planning 1   6/16 – 6/22

8/10 – 8/17
7 
8   15

  計 1,063 1,032  510 2605
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と
防
災
未

来
セ
ン
タ

ー
 /

 三
木

総
合
防

災
公
園

/ 
国

土
交
通

省
近
畿
地

方
整
備

局
六
甲

砂
防
事
務

所
 /

 石
巻

市
 /

 南
三
陸
町

 
/ 
国

土
交
通
省

東
北

地
方
整

備
局

/ 
東

京
臨
海
広

域
防
災
公

園
な
ど

 

2
M

r. 
D

an
te

 D
. B

al
ao

 
C

hi
ef

 o
f P

la
nn

in
g 

D
iv

is
io

n,
  

D
ep

ar
tm

en
t o

f N
at

io
na

l D
ef

en
se

, O
C

D
 

3
M

r. 
Ju

an
ito

 W
. D

al
m

as
 

N
at

io
na

l D
ire

ct
or

 o
f N

SR
C

 a
nd

 O
IC

 T
ra

in
in

g 
D

iv
is

io
n,

 O
C

D
 

4
M

r. 
M

au
el

 L
ui

s M
. O

ch
ot

or
en

a 
R

eg
io

na
l D

ire
ct

or
 o

f B
A

SU
LT

A
 R

eg
io

n 

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

の
た

め
の

D
R

R
M

能

力
強

化
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
研

修
  

1
M

r.S
A

N
TO

S 
R

am
on

 G
as

ap
os

 
O

C
D

-J
IC

A
 C

ha
irp

er
so

n 
20

14
年

5
月

18
日

  
– 

20
14

年
5
月

24
日

（
7
日
間
）

 

国
土
交
通

省
 /

 内
閣

府
 /

 釜
石
市

 /
 

宮
古
市

 /
 防

災
訓
練

な
ど

 
2

M
s. 

Le
ni

e 
D

. A
le

gr
e 

C
hi

ef
, N

at
io

na
l D

is
as

te
r R

is
k 

R
ed

uc
tio

n 
an

d 
M

an
ag

em
en

t S
er

vi
ce

 (C
om

p 
4)

 

3
M

s.P
O

R
C

IL
 Jo

se
fin

a 
Ta

n 
A

ss
is

ta
nt

 D
iv

is
io

n 
C

hi
ef

, P
la

ns
 a

nd
 P

ro
gr

am
s D

iv
is

io
n 

(C
om

p 
1)

 

20
14

年
5
月

18
日

  
– 

20
14

年
5
月

31
日

（
14

日
間
）

 

国
土
交
通

省
 /

 内
閣

府
 /

 釜
石
市

 /
 

宮
古
市

 /
 防

災
訓
練

 /
 人

と
防
災
未

来
セ
ン
タ

ー
 /

 兵
庫

県
 /

 神
戸
市

 /
 

国
土
交
通

省
近
畿
地

方
整
備

局
六
甲

砂
防
事
務

所
 /

 気
象

庁
な
ど

. 

4
M

r.M
EN

O
R

 K
en

ne
th

 C
ur

ut
an

 
O

ff
ic

er
, P

la
ns

 a
nd

 P
ro

gr
am

 D
iv

is
io

n 
(C

om
p 

1)
 

5
M

r.P
AT

R
O

N
 S

on
ny

 B
ay

an
in

 
O

ff
ic

er
, O

pe
ra

tio
ns

 D
iv

is
io

n 
(C

om
p 

2)
 

6
M

r.G
O

N
O

W
O

N
 W

ils
on

 B
oa

qu
in

a 
O

ff
ic

er
, C

om
m

un
ic

at
io

ns
, E

le
ct

ro
ni

cs
 &

 In
fo

rm
at

io
n 

Sy
st

em
s D

iv
 (C

om
p 

2)
 

7
M

r.M
A

N
A

LO
 R

ob
er

to
 P

as
am

ba
 

O
ff

ic
er

, H
um

an
 R

es
ou

rc
e 

D
ev

t a
nd

 M
ng

t D
iv

is
io

n 
(C

om
p 

3)
 

8
M

s.D
EL

O
S 

SA
N

TO
S 

R
on

a 
C

ar
pi

o 
O

ff
ic

er
, E

du
ca

tio
n 

an
d 

Tr
ai

ni
ng

 D
iv

is
io

n 
(C

om
p 

3)
 

9
M

s.R
U

IZ
 S

he
lb

y 
A

co
st

a 
O

ff
ic

er
, N

D
R

R
M

S 
(C

om
p 

4)
 

10
M

s.G
A

LA
N

G
 M

ar
ia

 T
er

es
a 

Jo
aq

ui
n 

O
ff

ic
er

, E
du

ca
tio

n 
an

d 
Tr

ai
ni

ng
 D

iv
is

io
n 

11
M

s.Q
U

IA
M

B
A

O
 S

us
an

a 
En

dr
in

al
 

O
ff

ic
er

, E
du

ca
tio

n 
an

d 
Tr

ai
ni

ng
 D

iv
is

io
n 

(C
om

p 
3)

  

12
M

s.T
O

R
R

ES
 Ja

ne
 A

iri
en

 M
an

zo
n 

C
hi

ef
, O

pe
ra

tio
ns

 S
ec

tio
n,

 R
eg

io
n 

II
 

13
M

s.O
RT

EG
A

 A
m

ee
ra

h 
Pa

ra
le

 
C

hi
ef

, O
pe

ra
tio

ns
 D

iv
is

io
n,

 R
eg

io
n 

II
I 

14
M

s.H
ER

N
A

N
D

EZ
 R

iz
aj

oy
 A

lta
m

ar
in

o 
O

ff
ic

er
, R

eg
io

n 
V

II
 

15
M

r. 
C

A
LL

A
N

TA
 P

at
ric

k 
A

la
in

 D
el

os
 S

an
to

s 
O

ff
ic

er
, R

eg
io

n 
X
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添
付

8:
 カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
配
置

 
 O

C
D
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
 

20
12

年
度

 
20

13
年

度
（

6
月

）
 

20
13

年
度
（

10
月
）

 
20

14
年

度
（
現

在
）

 

C
D

A
  

  
  

  
  

 プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
・
ダ
イ

レ
ク
タ
ー

 
（

O
C

D
長

官
）

 
U

se
c.

B
en

ito
 T

. R
am

os
 

U
se

c.
Ed

ua
rd

o 
D

. D
el

 R
os

ar
io

 
U

se
c.

Ed
ua

rd
o 

D
. D

el
 R

os
ar

io
 

U
se

c.
A

le
nx

an
de

r P
. P

am
a 

C
D

D
A

  
（

O
C

D
副

長
官

）
 

- 
B

G
en

 R
om

eo
 F

aj
ar

do
 

B
G

en
 R

om
eo

 F
aj

ar
do

 
B

G
en

 R
om

eo
 F

aj
ar

do
 

C
D

EX
O

  
  

  
  

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
・
マ

ネ
ジ
ャ

ー
 

（
市

民
防

衛
執

行
官

）
 

D
ir.

 R
on

al
d 

I. 
Fl

or
es

 
D

ir.
 H

on
or

at
o 

D
e 

Lo
s R

ey
es

 
D

ir.
 H

on
or

at
o 

D
e 

Lo
s R

ey
es

 
D

ir.
 H

on
or

at
o 

D
e 

Lo
s R

ey
es

 

JI
C

A
委

員
会

議
長

 
（

O
C

D
 カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
チ

ー
ム

リ
ー

ダ
ー

)
  

- 
C

ol
. D

an
te

 B
al

ao
 

B
G

EN
 R

am
on

 G
 S

an
to

s 
D

ir.
 H

on
or

at
o 

D
e 

Lo
s R

ey
es

 

JI
C

A
委

員
会

副
議

長
 

- 
M

s. 
Le

ni
e 

D
. A

le
gr

e 
M

s. 
Le

ni
e 

D
. A

le
gr

e 
M

s. 
Le

ni
e 

D
. A

le
gr

e 

 成
果

1 

 
20

12
年

度
 

20
13

年
度

（
6
月

）
 

20
13

年
度

（
10

月
）

 
20

14
年

度
（
現

在
）

 
 

R
es

po
ns

ib
le

 C
/P

 
M

s. 
C

ris
pi

na
 B

. A
ba

t 
C

ol
 D

an
te

 B
al

ao
 

C
ol

. D
an

te
 B

al
ao

 
C

dr
. E

dg
ar

do
 J.

 O
lle

t, 
 

(P
la

ns
 a

nd
 P

ro
gr

am
s D

iv
is

io
n)

 

 
M

s. 
Le

ni
e A

le
gr

e 
 

 
M

s. 
Jo

se
ph

in
a 

Po
rc

il 
(P

la
ns

 a
nd

 P
ro

gr
am

s D
iv

is
io

n)
 

C
/P

 in
 C

ha
rg

e 
M

r. 
M

ar
lo

n 
H

en
so

n 
M

r. 
El

vi
s C

ru
z 

M
s. 

Jo
se

ph
in

a 
Po

rc
il 

M
s. 

R
aq

ue
l D

e 
Le

on
 

(P
la

ns
 a

nd
 P

ro
gr

am
s D

iv
is

io
n)

 

 
M

r. 
El

vi
s C

ru
z 

M
s. 

Le
ah

 L
ov

e 
G

. S
or

ia
no

 
M

s. 
R

aq
ue

l D
e 

Le
on

 
M

s. 
Le

ah
 L

ov
e 

G
. S

or
ia

no
 

(P
la

ns
 a

nd
 P

ro
gr

am
s D

iv
is

io
n)

 

 
 

M
s. 

Ja
ni

ce
 P

ad
ag

da
g 

M
s. 

Le
ah

 L
ov

e 
G

. S
or

ia
no

 
M

s. 
Ja

ni
ce

 M
. P

ad
ag

da
g 

(P
la

ns
 a

nd
 P

ro
gr

am
s D

iv
is

io
n)

 

 
 

 
M

s. 
Ja

ni
ce

 M
. P

ad
ag

da
g 

M
r. 

K
en

ne
th

 C
. M

en
or

 
(P

la
ns

 a
nd

 P
ro

gr
am

s D
iv

is
io

n)
 

 
 

 
M

r. 
K

en
ne

th
 C

. M
en

or
 

M
s. 

Ja
ne

 A
iri

en
 T

or
re

s 
(R

eg
io

n 
II

) 

 成
果

2 

 
20

12
年

度
 

20
13

年
度

（
6
月

）
 

20
13

年
度

（
10

月
）

 
20

14
年

度
（
現

在
）

 
 

R
es

po
ns

ib
le

 C
/P

 
C

dr
. E

dg
ar

do
 J.

 O
lle

t, 
 

LT
C

 E
dw

in
 C

. S
ad

an
g 

LT
C

 E
dw

in
 C

. S
ad

an
g 

LT
C

 E
dw

in
 C

. S
ad

an
g 

(O
pe

ra
tio

ns
 D

iv
is

io
n)

 

 
M

r. 
C

hr
is

tia
n 

Ta
bi

su
ra

 
M

aj
. R

ey
na

ld
o 

B
al

id
o 

M
aj

. R
ey

na
ld

o 
B

al
id

o 
M

r. 
R

el
an

 Ja
y 

J. 
A

su
nc

io
n 

(N
D

R
R

M
S)

 

C
/P

 in
 C

ha
rg

e 
M

s. 
A

na
 L

is
a 

O
ra

llo
 

M
r. 

So
nn

y 
Pa

tro
n 

M
r. 

R
el

an
 Ja

y 
J. 

A
su

nc
io

n 
M

r. 
So

nn
y 

Pa
tro

n 
(O

pe
ra

tio
ns

 D
iv

is
io

n)
 

 
En

gr
. F

lo
re

nt
in

o 
Si

so
n 

 
M

r. 
So

nn
y 

Pa
tro

n 
M

r. 
K

el
vi

n 
O

pr
ec

io
 

(C
EI

T 
D

iv
is

io
n)

 

 
M

r. 
Fr

an
ci

s R
od

rig
ue

z 
 

M
r. 

K
el

vi
n 

O
pr

ec
io

 
M

s. 
Ja

cq
ue

lin
e 

M
an

ar
a 

(O
pe

ra
tio

ns
 D

iv
is

io
n)

 

 
 

 
M

s. 
A

le
xa

nd
ra

 L
. F

lo
re

s 
M

r. 
W

ils
on

 G
on

ow
on

 
(C

EI
T 

D
iv

is
io

n)
 

 
 

 
M

s. 
Ja

cq
ue

lin
e 

M
an

ar
a 

M
r. 

Pa
tri

ck
 A

la
in

 C
al

la
nt

a 
(R

eg
io

n 
X

) 

 
 

 
M

r. 
O

liv
er

 R
. A

rr
oy

o 
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成
果

3 

 
20

12
年

度
 

20
13

年
度

（
6
月

）
 

20
13

年
度

（
10

月
）

 
20

14
年

度
（
現

在
）

 
 

R
es

po
ns

ib
le

 C
/P

 
D

ir.
 A

m
ad

o 
N

. D
uq

ue
 

D
r. 

B
la

nc
he

 G
ob

en
ci

on
g 

D
r. 

B
la

nc
he

 G
ob

en
ci

on
g 

M
s. 

R
od

el
la

 R
. R

od
rig

ue
z 

(H
R

D
M

 D
iv

is
io

n)
 

 
A

tty
 A

ce
l P

ap
a 

D
ir.

 A
m

ad
o 

N
. D

uq
ue

 
B

G
en

 Ju
an

ito
 W

. D
al

m
as

 
M

s. 
Su

sa
na

 E
. Q

ui
am

ba
o 

(E
du

ca
tio

n 
an

d 
Tr

ai
ni

ng
 D

iv
is

io
n)

 

C
/P

 in
 C

ha
rg

e 
M

s. 
Sh

er
ee

n 
Lu

ca
s 

M
s. 

R
od

el
la

 R
. R

od
rig

ue
z 

M
s. 

R
od

el
la

 R
. R

od
rig

ue
z 

M
r. 

R
ob

er
to

 P
. M

an
al

o 
(H

R
M

D
 D

iv
is

io
n)

 

 
M

s. 
R

on
a 

de
lo

s S
an

to
s 

M
s. 

Su
sa

na
 E

. Q
ui

am
ba

o 
M

s. 
Su

sa
na

 E
. Q

ui
am

ba
o 

M
s. 

Sh
er

ee
n 

Lu
ca

s 
(E

du
ca

tio
n 

an
d 

Tr
ai

ni
ng

 D
iv

is
io

n)
 

 
Jo

el
 V

ill
or

ia
 

M
s. 

R
on

a 
C

. D
el

os
 S

an
to

s 
M

r. 
R

ob
er

to
 P

. M
an

al
o 

M
s. 

R
on

a 
C

. D
el

os
 S

an
to

s 
(E

du
ca

tio
n 

an
d 

Tr
ai

ni
ng

 D
iv

is
io

n)
 

 
M

ad
on

na
 L

yn
 M

ar
qu

ez
 

 
M

s. 
Sh

er
ee

n 
Lu

ca
s 

M
s. 

A
m

ee
rh

a 
O

rte
ga

 
(R

eg
io

n 
II

I)
  

 
A

cq
ui

lin
o 

D
uc

ay
 

 
M

s. 
R

on
a 

C
. D

el
os

 S
an

to
s 

 
 

 成
果

4 

 
20

12
年

度
 

20
13

年
度

（
6
月

）
 

20
13

年
度

（
10

月
）

 
20

14
年

度
（
現

在
）

 
 

R
es

po
ns

ib
le

 C
/P

 
M

s. 
Le

ni
e A

le
gr

e 
 

M
s. 

Le
ni

e 
D

. A
le

gr
e 

M
s. 

Le
ni

e A
le

gr
e 

(N
D

R
R

M
S)

 

 
M

s. 
A

ur
or

a 
de

la
 R

os
a 

M
s. 

A
nn

a-
Li

sa
 D

. O
ra

llo
 

M
s. 

A
le

xa
nd

ra
 M

ar
ie

 F
lo

re
s 

B
G

en
 Ju

an
ito

 W
. D

al
m

as
 

D
ir.

 E
dg

ar
do

 O
lle

t 

M
s. 

Su
sa

na
 E

. Q
ui

am
ba

o 

D
ir.

 E
dg

ar
do

 O
lle

t 

(E
du

ca
tio

n 
an

d 
Tr

ai
ni

ng
 D

iv
is

io
n)

  

(P
la

ns
 a

nd
 P

ro
gr

am
s D

iv
is

io
n)

  

C
/P

 in
 C

ha
rg

e 
M

s. 
R

aq
ue

l d
e 

Le
on

 
M

s. 
Su

sa
na

 E
. Q

ui
am

ba
o 

M
s. 

A
nn

a-
Li

sa
 D

. O
ra

llo
 

M
s. 

A
nn

a-
Li

sa
 D

. O
ra

llo
 

(N
D

R
R

M
S)

 

 
M

s. 
Je

an
 N

az
ar

en
o 

M
s. 

M
a.

 T
er

es
a 

J. 
G

al
an

g 
M

s. 
Su

sa
na

 E
. Q

ui
am

ba
o 

M
s. 

Sh
el

by
 R

ui
z 

(N
D

R
R

M
S)

 

 
 

M
s. 

Sh
er

ee
n 

Lu
ca

s 
M

s. 
Sh

el
by

 R
ui

z 
M

s. 
M

a.
 T

er
es

a 
J. 

G
al

an
g 

(E
du

ca
tio

n 
an

d 
Tr

ai
ni

ng
 D

iv
is

io
n)

  

 
 

 
M

s. 
M

a.
 T

er
es

a 
J. 

G
al

an
g 

M
s. 

A
ur

or
a 

D
. D

el
a 

R
os

a 

M
s. 

Sh
er

ee
n 

Lu
ca

s 

M
s. 

R
aq

ue
l d

e 
le

on
 

(E
du

ca
tio

n 
an

d 
Tr

ai
ni

ng
 D

iv
is

io
n)

 

(E
du

ca
tio

n 
an

d 
Tr

ai
ni

ng
 D

iv
is

io
n)

 

(P
la

ns
 a

nd
 P

ro
gr

am
s D

iv
is

io
n)

  
 

 
 

 
M

s. 
A

ur
or

a 
D

. D
el

a 
R

os
a 

M
s. 

R
aq

ue
l d

e 
Le

on
 

M
s. 

R
iz

aj
oy

 H
er

na
nd

ez
 

(R
eg

io
n 

V
II

) 
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付

9:
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
費

 
 1)

 
日

本
側

 
（

通
貨

: 
日
本

円
）

 

項
目

 
20

12
年

度
 

（
20

12
年

3
月

 –
 2

01
3
年

3
月

）

20
13

年
度

 
（

20
13

年
5
月

 –
 2

01
4
年

3
月

）

20
14

年
度

 
（

20
14

年
6
月

- 2
01

4
年

8
月

）
 

計
 

1 
ロ

ー
カ

ル
ス

タ
ッ
フ

給
与

 
7,

42
6,

61
0 

18
,1

59
,1

79
 

4,
82

6,
20

5
30

,4
11

,9
94

2 
通

信
費

 
80

,1
74

 
13

9,
34

5 
38

,6
32

25
8,

15
1

3 
旅

費
・

車
輌

借
り
上

げ
 

3,
35

9,
15

2 
9,

85
0,

38
6 

1,
12

7,
80

3
14

,3
37

,3
41

4 
会

議
費

 
14

6,
00

0 
20

0,
00

0 
0

34
6,

00
0

5 
消

耗
品

・
雑

費
 

67
1,

89
5 

1,
57

5,
03

8 
77

5,
96

3
3,

02
2,

89
6

6 
備

品
 

1,
61

3,
00

0 
1,

89
7,

00
0 

0
3,

51
0,

00
0

7 
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ
ル

タ
ン
ト

傭
上

 
3,

06
6,

00
0 

0 
6,

00
0,

00
0

9,
06

6,
00

0

8 
研

修
関

係
費

（
フ
ィ

リ
ピ
ン

）
 

1,
67

9,
58

6 
4,

50
1,

73
4 

1,
29

0,
32

7
7,

47
1,

64
7

9 
研

修
関

係
費

（
日
本

）
 

0 
82

2,
00

0 
1,

20
0,

00
0

2,
02

2,
00

0
 

計
 

18
,0

42
,4

17
37

,1
44

,6
82

15
,2

58
,9

30
70

,4
46

,0
29

注
）

20
14

年
度

の
数

値
は
仮

値
 

 2)
 
フ

ィ
リ

ピ
ン

側
 

(
通
貨

：
フ
ィ

リ
ピ
ン

ペ
ソ

)
 

Ite
m

s 
20

12
年

度
 

（
20

12
年

3
月

 –
 2

01
2
年

12
月

)

20
13

年
度

 
（

20
13

年
1
月

 –
 2

01
3
年

12
月

）

20
14

年
度

 
（

20
14

年
1
月

- 2
01

4
年

8
月

）
 

計
 

1 
成

果
2
に

関
す

る
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
開

催
費
・
交
通

費
- 

13
0,

00
0 

70
,0

00
20

0,
00

0

 
 

- 
- 

-
-

 
計

 
- 

- 
-

-
注

）
終

了
時

評
価

調
査
中
に

確
認
で
き

た
数
値

 
    

  
*)

 契
約

ベ
ー

ス
の

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
・

ロ
ー

カ
ル

ス
タ

ッ
フ

 
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

 
ポ

ジ
シ
ョ

ン
 

20
12

年
度

 
20

13
年

度
 

20
14

年
度

 

成
果

1 

D
R

R
M

計
画

策
定

 
M

s. 
M

ay
 

 
 

D
R

R
M

計
画

策
定

  
 

M
s. 

Te
rte

en
 G

ai
l O

m
an

a 
M

s. 
Te

rte
en

 G
ai

l O
m

an
a 

D
R

R
M

計
画

策
定

 
 

M
s. 

R
ia

 T
oq

ue
ro

 
 

D
R

R
M

計
画

策
定

 
 

M
s. 

Lo
rn

a 
V

ic
to

ria
 

 
D

R
R

M
計

画
策
定

 
 

M
r. 

D
un

st
an

 E
ga

r 
 

成
果

2 

D
R

R
M

オ
ペ

レ
ー
シ

ョ
ン

 
M

s. 
G

er
al

di
ne

 S
an

to
s 

M
s. 

G
er

al
di

ne
 S

an
to

s 
M

s. 
G

er
al

di
ne

 S
an

to
s 

D
R

R
M

 オ
ペ

レ
ー
シ

ョ
ン

 
 

M
s. 

Le
sl

ie
 S

an
to

s 
M

s. 
Le

sl
ie

 S
an

to
s 

G
IS

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

 
 

M
s. 

C
or

in
a 

M
an

an
sa

la
 

M
r. 

B
ob

m
ar

k 
Jo

hn
 P

ra
do

 
シ

ス
テ
ム

エ
ン
ジ
ニ

ア
 

 
M

s. 
H

el
en

 L
ab

ao
 

M
r. 

M
ar

cu
s P

ao
lo

 P
at

am
 

シ
ス
テ
ム

エ
ン
ジ
ニ

ア
 

 
M

r. 
R

om
er

 K
ris

ti 
A

ra
na

s 
M

r. 
Le

an
 C

ar
lo

 C
el

is
 

デ
ー
タ
解

析
 

 
M

r. 
Is

ra
el

 T
ol

en
tin

o 
M

r. 
R

ey
na

ld
o 

A
pe

le
na

, J
r. 

成
果

3 
D

R
R

M
人

材
育
成

 
M

s. 
Jo

ce
ly

n 
M

en
do

za
 

 
 

D
R

R
M

人
材

育
成

 
 

M
s. 

H
an

na
h 

Fe
rn

an
de

z 
M

s. 
H

an
na

h 
Fe

rn
an

de
z 

D
R

R
M

人
材

育
成

 
 

Pr
of

. P
ac

he
co

 
 

成
果

4 
コ

ミ
ュ
ニ

テ
ィ
防
災

 
M

s. 
M

ay
fo

ur
th

 
M

s. 
M

ay
fo

ur
th

 
M

s. 
M

ay
fo

ur
th

 
コ

ミ
ュ
ニ

テ
ィ
防
災

 
M

s. 
G

ra
ce

 M
ol

in
a 

M
s. 

C
hr

is
tin

e 
D

er
af

er
a 

M
s. 

C
hr

is
tin

e 
D

er
af

er
a 

コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
防
災

 
M

r. 
N

in
oy

 B
al

go
s 
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添付資料 10 

添
付

10
: 
成

果
グ

リ
ッ
ド

 （
指
標

の
達
成

度
）

 
20

14
年

10
月

5
日

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
要

約
 

指
標

 
現

時
点

で
の

進
捗

 
ア

セ
ス
メ

ン
ト

 
上

位
目

標
 

フ
ィ

リ
ピ

ン
政

府
機

関
に

よ
る

D
R

R
M
活

動
が

改
善

さ
れ

る
。

 

1.
 共

和
国
法

第
10

12
1号

の
サ

ン
セ
ッ
ト
・
レ
ビ
ュ

ー
が
実

施
さ
れ
る

。
 

・
 
サ

ン
セ

ッ
ト

・
レ

ビ
ュ

ー
の

提
言

作
成

に
関

す
る

活
動

は
ま

だ
開

始
さ

れ
て

い
な
い

。
フ
ィ
リ

ピ
ン
議

会
に
よ
り

20
15

年
に
サ

ン

セ
ッ

ト
・
レ

ビ
ュ

ー
が

実
施
（

共
和

国
法

第
10

12
1
号

に
よ

る
）
さ

れ
る

予
定
で
あ

る
が
、
レ

ビ
ュ
ー

に
関
す
る

具
体
的

な
実
施

ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
等

は
ま

だ
決

ま
っ

て
い

な
い

。
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

そ
の

成
果

・
経

験
に

基
づ

き
、

サ
ン

セ
ッ

ト
・

レ
ビ

ュ
ー

へ
の
提

言
を
今
後

作
成
す

る
予
定
。

 

達
成
が
期

待
で
き
る

。
 

2.
 全

て
の

LG
U

sの
LD

R
R

M
Ps
が

更
新
さ

れ

る
。

 

・
 
全

て
の

LG
U

sが
現

時
点

で
は

LD
R

R
M

Ps
を

作
成

し
て

い
る

わ
け

で
は

な
い

。
 

・
 

N
D

R
R

M
C
と

D
IL

G
が

、テ
ン

プ
レ

ー
ト

を
用

い
て

LD
R

R
M

Ps
を

更
新

す
る

よ
う
全

て
の

LG
U

sに
向

け
て
「

Jo
in

t M
em

or
an

du
m

 
C

irc
ul

ar
（

合
同

覚
書

回
覧

）」
を

発
出

す
れ

ば
、

LD
R

R
M

P
の

更
新

が
促

さ
れ

る
こ
と

が
期
待
で

き
る
。

 

可
能

 

3.
 O

C
D
の

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
・
評

価
シ
ス
テ

ム
に
お
い

て

D
R

R
M
基

金
の
活
用

情
報

が
定
期
的

に
ア
ッ
プ

デ
ー

ト
さ
れ
る

。
 

・
 

O
C

D
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
シ

ス
テ

ム
は

定
期

的
に

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

さ
れ

て
い
な

い
。
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の

IM
S
で

も
、

こ
の
種

の
デ

ー
タ

・
情

報
は

、
ま

だ
取

り
込

ま
れ

て
い

な
い

。
 

・
 

N
D

R
R

M
C
に

よ
る

「
M

em
or

an
du

m
 C

irc
ul

ar
（

覚
書

回
覧

）
」

で
、

全
て

の
政

府
機
関

に
D

R
R

M
基

金
の
活

用
状
況
を

O
C

D
に

報
告

す
る

よ
う

指
示

が
あ

れ
ば

、
情

報
の

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

は
可

能
に

な
る

と
考

え
ら

れ
る
。

 

可
能

 

4.
 計

画
、
マ

ニ
ュ
ア
ル

に
基
づ

く
D

R
R

M
活

動
が
実

施
さ

れ
る
。

 

・
 
現

時
点

で
は

、
計

画
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
、

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動
の

中
で
パ
イ

ロ
ッ
ト

的
に
実
施

さ
れ
て

い
る
。

 
・

 
こ

れ
ら

成
果

品
が

最
終

化
さ

れ
承

認
さ

れ
れ

ば
、

実
施

が
開

始
さ

れ
る

こ
と

と
な
る

。
 

達
成
が
期

待
で
き
る

。
 

5.
 コ

ン
セ
プ

ト
、
シ
ス

テ
ム
等

が
運
用
さ

れ
る
。

 
・

 
現

時
点

で
は

コ
ン

セ
プ

ト
、

シ
ス

テ
ム

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

等
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活
動

の
中
で
パ

イ
ロ
ッ

ト
的
に
実

施
さ
れ

て
い
る

。

・
 
こ

れ
ら

成
果

品
が

最
終

化
さ

れ
承

認
さ

れ
れ

ば
、

運
用

が
開

始
さ

れ
る

こ
と

と
な
る

。
 

達
成
が
期

待
で
き
る

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

 
市

民
防

衛
局

（
O

C
D
）

の

D
R

R
M
能

力
が

強
化

さ
れ

る
。

 

1)
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
が
作

成
し

た
計
画
、
マ
ニ
ュ
ア

ル
、
ガ

イ
ド
ラ
ン

が
オ
ー
ソ

ラ
イ

ズ
さ
れ
る

。
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

作
成

し
た

計
画

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

お
よ

び
そ
の

承
認
状
況

。
 

既
に

承
認

さ
れ

た
も

の
こ

れ
か
ら

承
認
が
必

要
な
も

の
成

果
1 

・
 第

2
地

方
管

区
D

R
R

M
計

画
 

・
 Is

ab
el

a
州

D
R

R
M

計
画

 
・

 Il
ag

an
市

D
R

R
M

計
画

 
・

 A
lc

al
a
町

D
R

R
M

計
画

 
・

 （
そ

の
他

15
地

方
管

区
の

D
PP

M
計

画
）

 

・
 C

ag
ay

an
州

D
R

R
M

計
画

  
・

 C
he

ck
lis

t a
nd

 A
ss

es
sm

en
tフ

ォ
ー
ム
（

LD
R

R
M

Ps
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
評
価

ツ
ー
ル

）
 

成
果

2 
・

 水
文

気
象

災
害

に
か

か
る

N
D

R
P 

・
 地

震
・
津

波
に
か
か

る
N

D
R

P 
・

 O
C

D
災

害
対
応
オ
ペ

レ
ー
シ

ョ
ン
マ
ニ

ュ
ア
ル

成
果

3 
 -

 
・

 国
家

D
R

R
M

教
育
研

修
計
画

 
（

構
成
案

に
つ
い
て

は
既
に

承
認
済
み

）
 

・
 T

Is
の

た
め

の
4
つ
の

優
先
研

修
モ
ジ
ュ

ー
ル

 
・

 市
民

防
衛

教
育
研
修

プ
ロ
グ

ラ
ム
（

C
D

ET
P）

 
（

構
成
案

に
つ
い
て

は
既
に

承
認
済
み

）
成

果
4 

 -
 

・
 C

B
D

R
R

M
国

家
政
策

コ
ン
セ

プ
ト
ペ
ー

パ
ー

*)
 

・
 ト

レ
ー
ナ

ー
基
礎
ガ

イ
ド

 
・

 コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
防
災

の
た
め

の
行
動
計

画

  
  

注
*)

 C
B

D
R

R
M

国
家

政
策

コ
ン

セ
プ

ト
ペ

ー
パ

ー
は

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
研

修
モ

ジ
ュ
ー
ル

、
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

防
災
の

た
め
の
行

動

計
画

を
、

そ
の

中
の

一
部

と
す

る
予

定
。

 

部
分
的
に

達
成

 

2)
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
が
作

成
し

た
コ
ン
セ

プ
ト
、
シ

ス
テ

ム
、
プ

ロ
グ
ラ

ム
が

運
用
可

能
に
な
る

。
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

作
成

し
た

コ
ン

セ
プ

ト
、

シ
ス

テ
ム

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

等
お

よ
び
そ

の
運
用
可

能
性
に

関
す
る
状

況
。

 
 

運
用

可
能

 
ま

だ
運
用

可
能
で
な

い
も
の

 
成

果
1 

 -
 

・
 C

he
ck

lis
t a

nd
 A

ss
es

sm
en

tフ
ォ

ー
ム

 
成

果
2 

・
 IM

S（
情

報
管

理
シ

ス
テ

ム
）

 
・

 （
N

D
R

P
に

基
づ

く
新

た
な

ク
ラ

ス
タ

ー
の

グ

ル
ー

ピ
ン

グ
）

 

・
 O

C
D
災

害
対
応
オ
ペ

レ
ー
シ

ョ
ン
マ
ニ

ュ
ア
ル

 

成
果

3 
・

 T
Is
の

た
め

の
4
つ

の
優

先
研

修
モ

ジ
ュ

ー
ル

 
・

 市
民
防
衛

教
育
研
修

プ
ロ
グ

ラ
ム
（

C
D

ET
P）

 
成

果
4 

・
 ト

レ
ー

ナ
ー

基
礎

ガ
イ

ド
 

・
 C

B
D

R
R

M
国

家
政
策

コ
ン
セ

プ
ト
ペ
ー

パ
ー

*)
 

注
*)

 C
B

D
R

R
M

国
家

政
策

コ
ン

セ
プ

ト
ペ

ー
パ

ー
は

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
研

修
モ
ジ
ュ

ー
ル
、
コ

ミ
ュ
ニ

テ
ィ
防
災

の
た
め

の
行
動

計
画

を
、

そ
の

中
の

一
部

と
す

る
予

定
。

 

部
分
的
に

達
成
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成
果

 
1.

 D
R

R
M
に

関
す

る
O

C
D

の
計

画
立

案
・

実
施

能

力
が

改
善

さ
れ

る
。

 

1-
1.

 L
G

U
sの

D
R

R
M
活

動
に

関
し
、
共

和
国
法
第

10
12

1号
「
サ

ン
セ
ッ

ト
・
レ
ビ
ュ

ー
」
お

よ
び

N
D

R
R

M
Pの

改
善
へ

の

提
言
が

、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成
果
に

基
づ
き
作

成

さ
れ
る
。

 

(
背

景
）

 
・

 
共

和
国

法
第

10
12

1
号
（

フ
ィ

リ
ピ

ン
D

R
R

M
法

）
は

、
N

D
R

R
M

P
お

よ
び

LG
U

sに
よ

る
LD

R
R

M
Ps

の
策
定

を
規
定
。
共
和

国
法

第
10

12
1
号

は
20

10
年

5
月

27
日

に
制

定
。

 
・

 
共

和
国

法
第

10
12

1
号

は
、

具
体

的
に

N
D

R
R

M
P（

20
11

-2
02

8）
へ

と
翻

訳
さ
れ
、

N
D

R
R

M
P
は

20
12

年
2
月
に

N
D

R
R

M
C

に
よ

り
承

認
さ

れ
た

。
N

D
R

R
M

P
は

D
R

R
M

の
4
つ

の
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

を
明
記

。
 

1)
 
予

防
・

軽
減

 -
 D

O
ST

 
2)

 
災

害
準

備
 -

 D
IL

G
 

3)
 
災

害
対

応
 -

D
SW

D
 

4)
 
復

旧
・

復
興

 -
 N

ED
A

 
 

(
進

捗
）

 
・

 
こ

れ
ま

で
の

と
こ

ろ
共

和
国

法
第

10
12

1
号
「

サ
ン

セ
ッ

ト
・
レ

ビ
ュ

ー
」
の

た
め
の
提

言
の
作
成

に
つ
い

て
は
殆
ど

進
展
は

な
い

。

N
D

R
R

M
P
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
計

画
に

つ
い

て
も

、「
サ

ン
セ

ッ
ト

・
レ

ビ
ュ
ー

」
の
た
め

の
提
言

の
中
に
含

ま
れ
る

予
定
。

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

1)
 
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

評
価

ツ
ー

ル
（

C
he

ck
lis

t a
nd

 A
ss

es
sm

en
tフ

ォ
ー

ム
）
を
完

成
。

 
2)

 
O

C
D
地

方
管

区
長

を
集

め
て

ナ
レ

ッ
ジ

共
有

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

開
催

し
、

意
見
を

収
集
。

 
3)

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

・
経

験
を

集
約

さ
せ

て
「

サ
ン

セ
ッ

ト
・

レ
ビ

ュ
ー

」
の
た

め
の
提
言

を
作
成

。
 

 (
O

C
D
独

自
の

活
動

) 
・

 
O

C
D
は

共
和

国
法

第
10

12
1
号

「
サ

ン
セ

ッ
ト

・
レ

ビ
ュ

ー
」

の
実

施
計

画
を

N
D

R
R

M
C
に

提
案
す

る
予
定
。

N
D

R
R

M
C
の

下

に
設

置
さ

れ
た

TW
G
が

「
サ

ン
セ

ッ
ト

・
レ

ビ
ュ

ー
」

を
主

導
し

、
レ

ビ
ュ

ー
報

告
書
を
作

成
し

て
N

D
R

R
M

P
の

改
訂
を

提
言

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

。
 

・
 

20
14

年
8
月

26
-2

7
日

に
、

O
C

D
は

共
和

国
法

第
10

12
1
号

の
IR

R
（

施
行

規
則
）
の

レ
ビ
ュ
ー

・
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ

プ
を
開

催
し

た
。

 

未
達
成

 
 （

提
言
は

今
後
作
成

さ
れ
る

予
定
。
）

  
  

1-
2.

 1
7の

全
地

方
管
区
で

R
D

R
R

M
Ps
が

策
定
さ

れ
、
承
認

さ
れ
る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
第

2（
C

ag
ay

an
 V

al
le

y）
地

方
管

区
D

R
R

M
計

画
が

、
R

D
R

R
M

C（
地

方
管

区
D

R
R

M
評

議
会
）
に

20
13

年
8
月

23
日
に

承
認

さ
れ

た
。

 
・

 
R

D
R

R
M

C
の

メ
ン

バ
ー

構
成

機
関

は
、

20
13

年
8
月
（

台
風

O
de

tte
）
お

よ
び

10
月
（
台
風

V
in

ta
n）

の
第

2
地

方
管
区

へ
の
台

風
襲

来
時

に
、
作

成
さ

れ
た

R
D

R
R

M
P
に

よ
る

活
動

の
向

上
（

各
組

織
の

役
割
・
責

任
の
理

解
、

SO
Ps

の
存
在
、
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
の

迅
速

化
）

を
認

識
し

た
。

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

関
係

し
た

進
捗

）
 

・
 

20
14

年
9
月

時
点

で
、

17
の

全
地

方
管

区
に

関
し

N
C

R（
マ

ニ
ラ

首
都

圏
）
を
除
く

全
て
の
管

区
（

第
2
地
方
管

区
を
含

む
16

 管
区

）
で

、
R

D
R

R
M

Ps
が

作
成

・
承

認
さ

れ
て

い
る

。
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

初
年

目
に

O
C

D
の

各
管

区
事

務
所

に
よ

る
R

D
R

R
M

Ps
作

成
を
支

援
す
る
計

画
で
あ

っ
た
。
実

際
の
と

こ
ろ
初

年
次

に
R

D
R

R
M

Ps
策

定
に

関
す

る
幾

つ
か

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

催
し

た
。
し

か
し
、

20
12

年
2
月

の
N

D
R

R
M

P
策

定
を
受

け
て

、
O

C
D
が

全
O

C
D
地

方
管

区
事

務
所

に
R

D
R

R
M

Ps
を

早
急

に
作

成
す
る

よ
う
指

示
し
た
た

め
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
は
、

第
2

地
方

管
区

の
R

D
R

R
M

P
作

成
の

み
を

支
援

す
る

こ
と

と
し

た
。
ま

た
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

は
作
成
さ

れ
る
地

方
管
区
・
地

方
D

R
R

M
Ps

と
N

D
R

R
M

P
と

の
整

合
性

を
適

宜
確

認
し

た
。

 

概
ね
達
成

 
 （

1
管
区
（

N
C

R
）

以
外
で

全
て
の

R
D

R
R

M
Ps

が
承
認

さ
れ
た

。）
 

1-
3.

 第
2地

方
管
区

の
パ
イ

ロ

ッ
ト

LG
U

sの
LD

R
R

M
Ps

 
が

作
成
さ

れ
、
承
認

さ
れ

る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
標

準
化

さ
れ

た
LD

R
R

M
P
テ

ン
プ

レ
ー

ト
「

Lo
ca

l D
is

as
te

r R
is

k 
Re

du
ct

io
n 

&
 M

an
ag

em
en

t P
la

n 
Fo

rm
ul

at
io

n 
Tr

ai
ni

ng
 

M
an

ua
l 2

01
3」
（

N
D

R
R

M
C
、

O
C

D
、

U
N

D
P、

C
ID

A
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
作
成

さ
れ
た
も

の
）
が

、
20

13
年

7
月
か

ら
9 
月

に
か

け
て

17
地

方
管

区
の

O
C

D
地

方
管

区
事

務
所

が
各

々
開

催
し

た
「

リ
ー

ジ
ョ
ナ

ル
・
サ
ミ

ッ
ト
」
で
、

LD
R

R
M

Ps
作

成
の

た
め

の
ガ

イ
ド

と
し

て
LG

U
sに

提
示

さ
れ

た
。

 
・

 
O

C
D
第

2
地

方
管

区
事

務
所

は
、

2
回

に
分

け
て
「

リ
ー

ジ
ョ

ナ
ル
・
サ

ミ
ッ

ト
」
を

開
催
（

第
1
回

20
13

年
9
月

2-
3
日
、
第

2
回

20
13

年
9
月

4-
5
日

）
し

、
各

回
約

25
0
名

の
参

加
者

が
あ

り
、

そ
こ

で
D

R
R

M
P
テ

ン
プ

レ
ー
ト

、
D

R
R

M
部

局
の
業

務
、

D
R

R
M

ツ
ー

ル
（

N
O

A
H
、

EW
S、

In
fo

 b
oa

rd
等

）
を

紹
介

し
た

。
 

・
 

O
C

D
 第

2
地

方
管

区
事

務
所

は
、
ナ

レ
ッ

ジ
共

有
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ
（

O
C

D
地

方
管
区

事
務
所
長

が
集
ま

る
定
期
的

な
O

C
D

 S
en

io
r 

概
ね
達
成

 
 （

パ
イ
ロ

ッ
ト

4
地

方
自
治

体
の

LD
R

R
M

Ps
は

最
終
化

さ
れ
、
う

ち
3
自
治

体
の

LD
R

R
M

Ps
が

既
に

地
方

D
R

R
M

評
議

会
に
よ

り
承

認
さ
れ
た

。）
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Le
ad

er
s’ 

C
on

fe
re

nc
e
の

機
会

を
利

用
し

て
20

13
年

9
月

に
開

催
）

で
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

活
動
の
経

験
と
成

果
を
共
有

。
 

・
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

LG
U

sの
LD

R
R

M
Ps

策
定

の
進

捗
状

況
は

、
20

14
年

9
月

時
点

で
次
の

と
お
り
。

 
第

2
地

方
管

区
の

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

LG
U

s 
地

方
D

R
R

M
計

画
 

地
方

D
R

R
M

評
議

会
に

 
お

け
る

承
認

 
地

方
議
会

に
お
け
る

A
IP（

年
間

投
資

計
画
）
の

た
め
の
採

択
 

C
ag

ay
an

州
 

州
D

R
R

M
計

画
ド

ラ

フ
ト

 
(

20
14

-2
01

9)
 

20
14

年
9
月

30
日

に
、
州

D
R

R
M

評
議
会
お

よ
び
州
議

会
の
承

認
に
む

け
て

州
D

R
R

M
計

画
ド
ラ
フ

ト
が
最
終

化
・
エ

ン
ド
ー
ス

さ
れ
た

。
 

A
lc

al
a
町

 
（

C
ag

ay
an

州
）

 
町

D
R

R
M

計
画

 
(

20
14

-2
01

9)
  

承
認

 
採

択
（

20
14

年
9
月

15
日
）

 

Is
ab

el
a
州

 
州

D
R

R
M

計
画

 
(

20
14

-2
01

9)
  

承
認

（
20

14
年

6
月

10
日
）

採
択
（

20
14

年
9
月

17
日
）

 
（

20
12

年
お
よ

び
20

13
年

の
未
支

出

の
地
方

D
R

R
M

基
金

に
関
す

る
計
画
）

Ila
ga

n
市

 
（

Is
ab

el
a
州

）
 

市
D

R
R

M
計

画
 

(
20

15
-2

02
0)

  
承

認
（

20
14

年
7
月

23
日
）

今
後
採
択

 

・
 
こ

れ
ら

の
LD

R
R

M
Ps

は
、

地
方

D
R

R
M

部
局

が
承

認
し

た
LD

R
R

M
P
テ

ン
プ
レ
ー

ト
に
基
づ

き
20

13
年

に
ド
ラ

フ
ト
が

作
成

さ
れ

た
も

の
で

、
D

R
R

M
の

4
分

野
を

包
括

的
に

含
み

、
過

去
の

災
害

デ
ー

タ
に
基
づ

き
リ
ス
ク

の
高
い

エ
リ
ア
の

分
析
・
特

定
も

行
っ

て
い

る
。
そ

の
作

成
過

程
で

は
多

く
の

関
連

機
関

が
参

加
し

た
こ

と
か

ら
、
作
成
さ

れ
た

ド
ラ
フ

ト
は
こ
れ

ら
関
係

機
関
か
ら

強
く

支
持

さ
れ

た
。
ま

た
LD

R
R

M
Ps

を
作

成
し

た
LG

U
sは

、
災

害
予

防
・
軽

減
に
も

よ
り
予

算
を
振

り
分
け
る

傾
向
が

指
摘
さ

れ
た

。
 

 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
活

動
は

全
て

終
了

し
た

。
LD

R
R

M
Ps

は
地

方
D

R
R

M
評

議
会
で
承
認

さ
れ
た

の
ち

、
地

方
開
発

計
画
等

に
統

合
さ

れ
る

こ
と

と
な

る
。

 
 (
関

連
し

た
イ

ン
パ

ク
ト

）
 

・
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

LG
U

s以
外

で
も

、
O

C
D
地

方
管

区
事

務
所

の
支

援
に

よ
り

LD
R

R
M

Ps
を

作
成

し
た
（

ま
た
は
作

成
す
る

予
定
の
）

LG
U

sが
あ

る
（

A
pa

rr
i M

D
R

R
M

P 
お

よ
び

 P
eñ

ab
la

nc
a 

M
D

R
R

M
P）

 
・

 
A

pa
rr

i町
D

R
R

M
計

画
（

20
14

-2
01

6）
は

20
13

年
11

月
に

作
成

さ
れ

、
町

D
R

R
M

評
議

会
で

の
エ
ン

ド
ー
ス
を

経
て
、

20
14

年
6
月

に
町

議
会

で
承

認
さ

れ
た

。
ま

た
、

関
連

情
報

と
し

て
、

A
pa

rr
i町

の
20

13
年

度
の
町

D
R

R
M

基
金

の
支

出
内
訳

は
次
の

と
お

り
。

  
項

目
 

予
算

 
支

出
 

残
額

 
予

防
・

軽
減

 
25

0,
00

0 
89

,0
76

16
0,

92
4

災
害

準
備

 
25

0,
00

0 
15

3,
36

1
96

,6
39

災
害

対
応

 
1,

78
3,

59
6 

1,
30

1,
69

0
48

1,
90

5
復

旧
・

復
興

 
3,

66
1,

72
4 

2,
40

4,
50

0
1,

25
7,

22
4

計
5,

94
5,

32
0 

3,
94

8,
62

7
1,

99
6,

69
2

  
D

R
R

M
基

金
の

活
用

は
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

防
災

推
進

の
た

め
の

1
つ

の
ア

イ
デ
ア

と
な
っ
て

い
る
。

  
 (
今

後
の

活
動

）
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

LD
R

R
M

Ps
作

成
支

援
に

係
る

活
動
・
経

験
（

具
体

的
な

作
成
プ

ロ
セ
ス
や

関
係
機

関
の
間
の

コ
ー
デ

ィ
ネ
ー
シ

ョ
ン

）
は

ナ
レ

ッ
ジ

共
有

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
（

20
13

年
9
月

）
で

紹
介

さ
れ

た
。

  
  

・
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

LG
U

sの
経

験
は

、
O

C
D
地

方
管

区
事

務
所

等
の

活
動

（
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ
の
開

催
、
ツ

ー
ル
等
の

配
布
、

TO
T
手

法
に

よ
る

研
修

な
ど

）
に

よ
り

他
の

LG
U

sへ
も

展
開

・
普

及
さ

れ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

  
1-

4.
 L

G
U

sの
た

め
の

LD
R

R
M

Ps
と

LD
R

R
M

O
sの

モ
ニ
タ

リ

ン
グ
・
ツ
ー
ル

/シ
ー

ト
が

作
成
さ
れ

る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
全

国
の

地
方

D
R

R
M

計
画
（

LD
R

R
M

Ps
）
の

作
成
・
実

施
、
お

よ
び

地
方

D
R

R
M

部
局
（

LD
R

R
M

O
s）

設
置

に
関

す
る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

評
価

の
た

め
の

C
he

ck
lis

t a
nd

 A
ss

es
sm

en
tフ

ォ
ー

ム
（

ド
ラ

フ
ト

）
が
作

成
さ
れ
た

。
  

・
 

20
14

年
4
月

時
点

で
約

60
%
の

LG
U

sが
LD

R
R

M
Ps

を
作

成
し

て
い

る
。

LG
U

sの
中

に
は
、

LD
R

R
M

P
テ

ン
プ
レ

ー
ト
を

使

用
し

た
と

こ
ろ

も
あ

れ
ば

、
独

自
の

LD
R

R
M

P
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
を

使
用

し
て

い
る
と

こ
ろ
も
あ

る
。
そ

の
た
め
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
と

し
て

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
ツ

ー
ル

を
作

成
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

 

部
分
的
に

達
成

 
 （

C
he

ck
lis

t a
nd

 
A

ss
es

sm
en

tフ
ォ

ー
ム
（
ド

ラ
フ
ト
）

は
LD

R
R

M
Ps

に

対
し
て
試

験
適
用
さ

れ
、
そ
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・
 

C
he

ck
lis

t a
nd

 A
ss

es
sm

en
tフ

ォ
ー

ム
（

ド
ラ

フ
ト

）
に

つ
い

て
は

、
パ

イ
ロ

ッ
ト
サ

イ
ト
で
あ

る
第

2
地
方
管
区

に
お
い

て
既
に

関
係

D
R

R
M

部
局

と
意

見
交

換
が

行
わ

れ
た

。（
O

C
D
第

2
地

方
管

区
事

務
所
：

20
14

年
7
月

8
日
、

C
ag

ay
an

州
D

R
R

M
部

局
：

20
14

年
7
月

9
日

、
Is

ab
el

a
州

D
R

R
M

部
局

：
20

14
年

7
月

9
日

）
 

 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

1)
 
第

5
地

方
管

区
、

第
7
地

方
管

区
、

第
10

地
方

管
区

の
D

R
R

M
部

局
か

ら
LD

R
R

M
Ps

を
収

集
す
る

。
 

2)
 

C
he

ck
lis

t a
nd

 A
ss

es
sm

en
tフ

ォ
ー

ム
（

ド
ラ

フ
ト

）
を

用
い

て
第

2,
 3

, 5
, 7

, 1
0
地

方
管
区

か
ら

収
集
し

た
LD

R
R

M
Ps

を
試

行

的
に

評
価

す
る

。
そ

の
結

果
を

踏
ま

え
て

フ
ォ

ー
ム

を
修

正
・

最
終

化
す

る
。

 
3)

 
最

終
化

に
む

け
て

は
D

IL
G
担

当
者

と
も

意
見

交
換

す
る

。
 

4)
 

C
he

ck
lis

t a
nd

 A
ss

es
sm

en
tフ

ォ
ー

ム
の

承
認
・
採

用
に

む
け

て
、

N
D

R
R

M
C
テ

ク
ニ

カ
ル
・
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
・
グ

ル
ー
プ

の
レ

ビ
ュ

ー
と

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

得
る

。
 

の
結
果
を

踏
ま
え
て

改
善
・

最
終
化
さ

れ
る
予
定

。
）

 

2.
 D

R
R

M
活

動
（

情
報

管

理
を

含
む

）
が

標
準

化

さ
れ

る
。

 

2-
1.

 水
文
気
象

災
害
、
地

震
・

津
波
に
か

か
る

N
D

R
Ps

が
承
認
さ

れ
る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
水

文
気

象
災

害
（

高
潮

を
含

む
）

に
か

か
る

N
D

R
P
が

D
SW

D
と

他
機

関
の

協
力
の

も
と
作
成

さ
れ
、

関
係
機
関

は
こ

の
N

D
R

P
中

の
方

針
と

手
続

き
を

既
に

活
用

し
て

い
る

。
 

・
 

N
D

R
P
の

作
成

の
際

に
は

、
日

本
の

関
連

す
る

計
画

や
文

書
が

参
考

と
さ

れ
た

。
 

・
 

N
D

R
P
は

D
SW

D
に

よ
り

20
14

年
6
月

11
日

の
N

D
R

R
M

C
に

提
出

さ
れ

、
そ
こ
で

承
認
さ
れ

た
。

 
N

o
日

付
 

活
動

 
目

的
 

1 
20

14
年

5
月

16
日

 
D

SW
D
と

打
ち

合
わ

せ
（

O
C

D
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
及

び
専

門
家

）
 

N
D

R
P
の

最
終
化

 

2 
20

14
年

6
月

11
日

 
N

D
R

R
M

C
 

N
D

R
P
の

承
認
、

SI
M

EX
（

N
D

R
P
評

価
の
た
め

の
机
上
訓

練
）
実
施

の
合
意

 
3 

20
14

年
6
月

30
日

 
D

SW
D
に

お
い

て
N

D
R

P
の

引
渡

し
式

D
SW

D
か

ら
JI

C
A
事

務
所
へ
の

謝
意

 
4 

20
14

年
8
月

13
日

 
N

D
R

R
M

C
-T

M
G
に

お
け

る
プ

レ
ゼ

ン

テ
ー

シ
ョ

ン
 

N
D

R
P
の

付
属
文
書

の
作
成

支
援

 

5 
20

14
年

8
月

29
日

 
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ナ

ル
・

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
か

か
る

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
支

援
 

オ
ペ
レ
ー

シ
ョ
ナ
ル

・
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン

作
成
支

援

・
 
地

震
・

津
波

に
か

か
る

N
D

R
P
の

作
成

が
現

在
進

め
ら

れ
て

お
り

（
活

動
は

20
14

年
7
月
に
開

始
）
、
同
ド

ラ
フ
ト

が
20

14
年

9
月

30
日

～
10

月
1
日

の
TM

G
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
提

出
・

検
討

さ
れ

た
。

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

・
 
地

震
・

津
波

に
か

か
る

N
D

R
P
の

最
終

化
 

部
分
的
に

達
成

 
 （

水
文
気

象
災
害
に

か
か
る

N
D

R
P
は

承
認
さ
れ
、
一
方

、

地
震
・
津

波
に
か
か

る

N
D

R
P
は

作
成
中

。
）

 

2-
2.

 O
C

D
災

害
対

応
オ
ペ

レ

ー
シ
ョ
ン

マ
ニ
ュ
ア

ル

が
承
認
さ

れ
る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
20

13
年

の
O

C
D
暫

定
O

SS
P（

組
織

構
造

・
人

事
配

置
）

に
基

づ
く

現
在

の
過
渡
的

な
O

C
D
組

織
体
制

に
適
応
が

可
能

な
O

C
D

災
害

対
応

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
ド

ラ
フ

ト
が

作
成

さ
れ

た
。

 
・

 
O

SS
P
の

決
定

が
遅

れ
て

い
る

た
め

、
同

ド
ラ

フ
ト

は
既

に
あ

る
程

度
運

用
可

能
で
は

あ
る
が
最

終
化
作

業
は
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
か
ら

遅
れ

て
い

る
。

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

・
 

D
N

D
は

ま
だ

O
SS

P
を

決
定

す
る

必
要

。
そ

れ
ま

で
の

間
は

、
（

C
D

A
が

決
定

し
た

よ
う
に
）

現
在
の

暫
定
的
な

O
C

D
災

害
オ

ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
過

渡
的

な
O

C
D
組

織
体

制
に

適
用

さ
れ

る
。

 

部
分
的
に

達
成

 
 （

O
SS

P
が

決
定

す
る

ま
で

の
現
在
の

過
渡
的
な

O
C

D
組

織
体
制

に
適
用
可

能
な

O
C

D
災

害
対
応
オ
ペ

レ
ー

シ
ョ
ン
マ

ニ
ュ
ア
ル

案
が
作

成
さ
れ
た

。）
 

2-
3.

 O
C

D
本

部
お

よ
び
地

方

管
区
事
務

所
レ
ベ
ル

で

IM
S（

対
応
者

、
災

害
発

生
状
況

、
過
去

の
災

害
デ

ー
タ
に
関

す
る
デ
ー

タ

ベ
ー
ス
）

が
承
認
さ

れ

る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
IM

S
の

た
め

の
機

材
（

サ
ー

バ
ー

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

1
台

、
G

IS
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
、
デ

ス
ク
ト
ッ

プ
パ
ソ

コ
ン

1
台

、
A

0
サ

イ
ズ
プ

ロ
ッ

タ
ー

1
台

）
が

調
達

さ
れ

た
。

 
・

 
IM

S（
情

報
管

理
シ

ス
テ

ム
）

は
、

W
eb

-G
IS

技
術

を
取

り
込

ん
だ

3
テ

ー
タ

ベ
ー

ス
（
対
応

者
、
災

害
発
生
状

況
、
過

去
の
災
害

デ
ー

タ
）

か
ら

構
成

。
 

  
U

R
L:

 1
21

.1
27

.9
.1

30
/o

cd
im

s 
・

 
現

在
、

IM
S
は

内
部

か
ら

の
み

ア
ク

セ
ス

可
能

で
あ

る
が

、
将

来
的

に
は

、
N

D
R

R
M

C
メ

ン
バ

ー
機
関

が
地
図
表

示
な
ど

に
よ
る

次
の

デ
ー

タ
も

閲
覧

可
能

と
す

る
よ

う
検

討
さ

れ
て

い
る

。
 

1)
 
災

害
準

備
に

か
か

る
情

報
（

地
域

の
関

連
施

設
情

報
な

ど
）

 

部
分
的
に

達
成

 
 （

IM
S
は

引
き
続
き

デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の

充
実
と
シ

ス
テ
ム

の
改
良
が

進
め
ら
れ

て
い

る
。）
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2)
 

D
SW

D
や

他
の

関
係

機
関

の
対

応
者

か
ら

の
準

リ
ア

ル
タ

イ
ム

の
災

害
対

応
等
の
情

報
 

3)
 

IM
S
は

O
C

D
に

よ
る

災
害

分
析

に
も

活
用

さ
れ

る
予

定
 

・
 

IM
S
の

た
め

の
操

作
マ

ニ
ュ

ア
ル

、
関

連
資

料
が

作
成

さ
れ

た
。

 
1)

 
G

IS
 A

ct
iv

ity
 M

an
ua

l (
ve

rs
io

n 
1)

  
- P

ub
lic

 S
to

rm
 W

ar
ni

ng
 S

ig
na

l M
ap

pi
ng

 M
an

ua
l 

2)
 

A
dm

in
 M

an
ua

l (
ve

rs
io

n 
1)

 –
 A

dm
in

is
tra

tio
n 

M
an

ua
l f

or
 S

ite
 

・
 

IM
S
は

、
ハ

ッ
キ

ン
グ

等
の

シ
ス

テ
ム

の
安

全
対

策
の

強
化

が
必

要
な

こ
と

か
ら

、
現
在

は
広

く
一
般

に
公
開
さ

れ
る
こ

と
は
考
え

ら
れ

て
い

な
い

。
 

 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

1)
 
残

り
の

期
間

に
予

定
さ

れ
て

い
る

1
訓

練
お

よ
び

3
研

修
か

ら
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ
ク

の
整
理
と

統
合

 
2)

 
IM

S
を

改
善

し
最

終
化

、
そ

の
後

O
C

D
幹

部
に

よ
る

IM
S
承

認
の

働
き
か
け

 
2-

4.
 I

C
Tス

タ
ッ
フ

24
 名

が

IM
Sに

関
す
る

研
修

を
受

講
す
る
（

本
部

7名
、

地

方
管
区
事

務
所

17
名

）
。

(
進

捗
）

 
・

 
O

C
D
本

部
お

よ
び

地
方

管
区

事
務

所
の

職
員

に
対

す
る

IM
S/

G
IS

の
研

修
は

次
の
と
お

り
。

 
N

o
日

付
 

目
的

 
研

修
を
受

け
た
人
数

 
1 

20
13

年
7
月

17
-1

9
日

 
20

14
年

2
月

5-
6
日

 
G

IS
研

修
 

参
加

者
27

名
 

2 
20

14
年

8
月

27
-2

8
日

 
IM

S-
G

IS
上

級
研

修
 

6
名

の
O

C
D
本
部
職

員
（

C
EI

T
課

2
名

、
国

家
D

R
R

M
サ

ー
ビ

ス
2
名
、
防

災
オ
ペ

レ
ー
シ
ョ

ン
課

2
名
）

 
・

 
現

在
の

と
こ

ろ
O

C
D
本

部
6
名

が
研

修
を

受
け

た
が

、
O

C
D
地

方
管

区
事

務
所
か
ら

の
研
修
受

講
者
は

い
な
い
。

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

3日
間

の
IM

S
研

修
を

、
M

an
ila（

Lu
zo

nク
ラ

ス
タ

ー
）
、C

eb
u （

V
is

ay
as
ク

ラ
ス
タ
ー

）
、

D
av

ao
 又

は
 C

ag
ay

an
 

de
 O

ro
（

M
in

da
na

o
ク

ラ
ス

タ
ー

）
で

、
少

な
く

と
も

O
C

D
各

地
方

管
区

事
務
所
か

ら
1
名
の

参
加
を

募
っ
て
実

施
す
る

予
定
。

部
分
的
に

達
成

 
 （

今
後
、

特
に

O
C

D
地

方

管
区
向
け

に
3
回
の

研
修
が

計
画
さ
れ

て
い
る

。
）

 

2-
5.

 N
D

R
P、

O
C

D
災

害
対
応

オ
ペ
レ
ー

シ
ョ
ン
マ

ニ

ュ
ア
ル
、

IM
Sに

関
す
る

訓
練
が
実

施
さ
れ
る

。
 

(
進

捗
）

 
・

 
水

文
気

象
災

害
に

か
か

る
N

D
R

P、
IM

S
利

用
を

含
む

O
C

D
災

害
対

応
オ

ペ
レ

ー
シ
ョ

ン
マ
ニ
ュ

ア
ル
の

机
上
訓
練

が
20

14
年

2
月

か
ら

計
画

さ
れ

て
い

た
。

  
N

o
日

付
 

目
的

 
活

動
 

1 
20

14
年

7
月

31
日

 -
 8

月
1
日

 
水

文
気

象
災

害
に

か

か
る

N
D

R
P
の

た
め

の
評

価
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

 

当
初

は
SI

M
EX

（
N

D
R

P
評

価
の
た
め

の
机
上

訓
練

）
を

実
施
す

る

計
画

で
あ

っ
た

が
、

O
C

D
 と

N
D

R
R

M
C
メ

ン
バ
ー
機
関

は
、

20
14

年
7
月

に
台

風
G

le
nd

a
が

発
生
し

た
た

め
、
そ

の
際
の
実

際
の
災

害

対
応

・
活

動
に

対
す

る
評
価

ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ

を
開
催
し

た
。

 
・

 
O

C
D
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

課
に

よ
る

と
、

20
14

年
の

一
連

の
台

風
（

7
月

G
le

nd
a、

8
月

Lo
ui

se
、

9
月

M
ar

io
）
の
際

に
、
特

に
災

害
対

応
ク

ラ
ス

タ
ー

の
組

織
体

制
図

が
N

D
R

P
の

中
で

も
役

に
立

っ
た

。
 

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

・
 
現

在
作

成
中

の
地

震
・
津

波
に

か
か

る
N

D
R

P、
及

び
O

C
D
災

害
対

応
オ

ペ
レ
ー
シ

ョ
ン
マ
ニ

ュ
ア
ル

に
関
す
る
（
第

2
回
目
の

）

関
係

機
関

を
招

い
て

の
机

上
訓

練
が

20
14

年
11

月
に

予
定

さ
れ

て
い

る
。

 

部
分
的
に

達
成

 
 （

20
14

年
11

月
に

地
震
・

津
波
に
か

か
る

N
D

R
P
の

評

価
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ

を
予

定
。）

 

3.
 D

R
R

M
教

育
研

修
シ

ス

テ
ム

と
そ

の
能

力
が

強

化
さ

れ
る

。
 

2-
6.

 N
D

R
R

M
ET

Pが
最

終
化

さ
れ
、

O
C

D
幹

部
に

承
認

さ
れ
る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
N

D
R

R
M

C
の

も
と

、
D

R
R

M
に

関
す

る
人

材
育

成
の

国
家

政
策

コ
ン

セ
プ

ト
案
の
作

成
に
か
か

る
TW

G
が

20
12

年
10

月
に
立

ち
上

げ
ら

れ
た

。
 

・
 
国

家
D

R
R

M
教

育
研

修
計

画
の

構
成

案
（

D
ra

ft 
D

es
ig

n）
が

、
20

14
年

7
月

に
、

C
D

A
に
よ
っ

て
承
認

（
教
育
研

修
課

O
IC

が

了
承

、
C

D
EX

O
が

承
認

を
推

薦
）

さ
れ

た
。

 
・

 
国

家
D

R
R

M
教

育
研

修
計

画
は

、
様

々
な

D
R

R
M

教
育

研
修

活
動

（
様

々
な

機
関
に

よ
り

約
1,

30
0
も
の
教

育
研
修

活
動
が

毎
年

実
施

さ
れ

て
い

る
）

を
標

準
化

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
 

 
(
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

1)
 

20
14

年
10

月
ま

た
は

11
月

に
TW

G
を

開
催

 
2)

 
D

R
R

M
教

育
に

係
る

リ
ソ

ー
ス

情
報

を
集

約
 

部
分
的
に

達
成

 
 （

国
家

D
R

R
M

教
育

研
修

計
画
は
今

後
最
終
化

さ
れ
承

認
さ
れ
る

予
定

。
）
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3)
 

国
家

D
R

R
M

教
育

研
修

計
画

を
最

終
化
（

D
R

R
M

の
た

め
の

TI
sの

設
立

に
か

か
る

N
D

R
R

M
C
ワ

ー
キ
ン
グ
・
コ

ミ
ッ
テ

ィ
に
意

見
交

換
) 

4)
 

国
家

D
R

R
M

教
育

研
修

計
画

の
承

認
を

働
き

か
け

 
 

・
 
成

果
3
の

達
成

を
確

実
に

す
る

た
め

、
残

り
6
ヶ

月
の

ワ
ー

ク
プ

ラ
ン

を
作

成
す
る

こ
と
が
重

要
（

11
月
、

12
月

、
1
月
は

活
動

が

通
常

は
停

滞
）

  
・

 
研

修
を

実
施

す
る

た
め

の
20

15
年

度
の

予
算

は
既

に
確

保
済

み
 

・
 
国

家
D

R
R

M
教

育
研

修
を

実
施

す
る

機
関

を
O

C
D
が

信
任

す
る

シ
ス

テ
ム

を
現
在

O
C

D
は

検
討

中
  

・
 
研

修
ニ

ー
ズ

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
に

よ
り

、
国

家
D

R
R

M
教

育
研

修
計

画
と

現
在
行
わ

れ
て
い
る

D
R

R
M

教
育

研
修

の
ギ
ャ

ッ
プ
を

埋
め

る
こ

と
も

重
要

  
3-

1.
 T

Is
の

た
め
の
優

先
研

修

モ
ジ
ュ
ー

ル
が
最
終

化

さ
れ
、

O
C

D
に

よ
る

承
認

さ
れ
る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
最

初
は

、
10

モ
ジ

ュ
ー

ル
か

ら
成

る
D

R
R

M
 1

01
「

Lo
ca

l D
R

R
M

: L
ea

de
rs

hi
p,

 so
ur

ci
ng

, a
nd

 m
an

ag
em

en
t o

f r
es

ou
rc

es
」
が

作

成
さ

れ
た

。
  

  
・

 
TI

sの
た

め
の

優
先

研
修

モ
ジ

ュ
ー

ル
が

、
国

家
D

R
R

M
教

育
研

修
計

画
に

統
合
さ
れ

る
方
向
で

、
次

の
4
優

先
グ

ル
ー
プ

に
つ
い

て
作

成
さ

れ
た

。
 

モ
ジ

ュ
ー

ル
対

象
モ

ジ
ュ

ー
ル

に
基

づ
く
パ
イ

ロ
ッ
ト
研

修
参

加
者
数

1
O

C
D
地

方
管

区
長

20
14

年
2
月

12
-1

3
日

2
国

レ
ベ

ル
政

府
組

織
20

14
年

9
月

24
-2

6
日

3
民

間
セ

ク
タ

ー
20

14
年

8
月

28
-2

9
日

20
名

4
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
→

 成
果

4
の

TO
T
研

修
を
参
照

 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

1)
 
教

育
研

修
に

か
か

る
リ

ソ
ー

ス
情

報
を

整
理

・
集

約
 

2)
 
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
最

終
化

 
3)

 
研

修
モ

ジ
ュ

ー
ル

を
国

家
D

R
R

M
教

育
研

修
計

画
に

統
合

 
 (

TI
sに

関
す

る
現

状
) 

・
 

M
an

ila
（

Lu
zo

n
ク

ラ
ス

タ
ー

）
、

C
eb

u（
V

is
ay

as
ク

ラ
ス

タ
ー

）
、

D
av

ao
（

M
in

da
na

o
ク

ラ
ス
タ

ー
）
の

3
ヶ

所
に

TI
sの

建
物

を
建

設
す

る
計

画
が

検
討

さ
れ

て
い

る
。
そ

れ
ま

の
で

間
は

、
TI

sが
行

う
べ

き
役
割

と
活
動
は

O
C

D
教

育
研

修
課

が
実
施

し
て
い

る
。

 
・

 
O

SS
P
の

最
終

化
の

遅
れ

が
、

TI
sの

設
立

（
業

務
開

始
）

に
影

響
を

与
え

て
い

る
。

 

概
ね
達
成

 
 （

4
つ
の
優

先
研
修

モ
ジ
ュ

ー
ル
が
最

終
化
さ
れ

、
承
認

さ
れ
る
予

定
。
）

 

3-
2.

 市
民
防
衛

教
育
研
修

プ

ロ
グ
ラ
ム
（

C
D

ET
P）

が

開
発
さ
れ

、
O

C
D
幹

部
に

承
認
さ
れ

る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
市

民
防

衛
教

育
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム
（

C
D

ET
P）

の
構

成
案
（

D
ra

ft 
D

es
ig

n）
が

、
20

14
年

7
月
に

、
C

D
A
に
よ

っ
て

承
認
（
教
育

研
修

課
O

IC
が

了
承

、
C

D
EX

O
が

承
認

を
推

薦
）

さ
れ

た
。

現
在

次
の

3
レ

ベ
ル

で
C

D
ET

P
の

作
成

が
進
ん
で

い
る
。

 
N

o
レ

ベ
ル

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

研
修

の
実

施
  

参
加
者

 
1 

基
礎

レ
ベ

ル
 

20
13

年
2
月

27
日

～
3
月

1
日

 
20

13
年

8
月

14
日

～
15

日
 

27
-3

5
名

 

2 
上

級
レ

ベ
ル

 
U

N
H

C
R
と

N
D

C
C

-O
C

D
が

20
07

年
に

作
成

し
た
「

C
on

tin
ge

nc
y 

Pl
an

ni
ng

 fo
r E

m
er

ge
nc

y-
a 

m
an

ua
l f

or
 lo

ca
l g

ov
er

nm
en

t U
ni

t」
を
参

考
に

し
つ

つ
、

C
on

tin
ge

nc
y 

Pl
an

ni
ng

に
関

す
る

パ
イ
ロ
ッ

ト
研
修

を

20
14

年
7
月

22
-2

5
日

に
実

施
 

O
C

D
本

部
お
よ
び

地
方
管
区

事
務
所

か
ら

20
名
が

参
加

 

3 
幹

部
レ

ベ
ル

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

研
修

は
O

C
D
に

よ
り

実
施

さ
れ

る
予
定

 
―

 
・

 
C

D
ET

P
に

か
か

る
第

1
回

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
（

W
rit

e-
sh

op
）
が

 2
01

3
年

10
月

22
日
に
開

催
さ

れ
た

。
.第

2
回
目

の
W

rit
e-

sh
op

が
20

14
年

9
月

10
-1

2
日

に
開

催
さ

れ
、

そ
こ

で
C

D
ET

P
最

終
化

の
た

め
の

ワ
ー
キ

ン
グ
・
グ

ル
ー
プ

が
設
置
さ

れ
た
。

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

・
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

研
修

を
行

い
、

研
修

ニ
ー

ズ
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

取
り

ま
と

め
 

・
 

C
D

ET
P
の

承
認

に
対

す
る

働
き

か
け

 
 

概
ね
達
成

 
 （

C
D

ET
P
は

最
終
化

さ
れ
、

承
認
さ
れ

る
必
要

。
）
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4.
 コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災

（
C

B
D

R
R

M
）
活

動
の

体
制

支
援

が
強

化
さ

れ

る
。

 

4-
1.

 C
B

D
R

R
M
国

家
政
策
（
コ

ン
セ
プ
ト

ペ
ー
パ
ー

）
、

ト
レ
ー
ナ

ー
基
礎
ガ

イ

ド
、
研
修

コ
ー
ス
が

N
D

R
R

M
C
災

害
準
備

 
TM

G
で

最
終

化
さ
れ

、

N
D

R
R

M
C
議

長
に
承

認

さ
れ
る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
C

B
D

R
R

M
国

家
政

策
コ

ン
セ

プ
ト

ペ
ー

パ
ー

（
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
の

役
割

・
責
任

の
明
確
化

を
含
む

）
案
が
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

よ
り

作
成

さ
れ

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
の

た
め

の
TM

G
委

員
会

で
検

討
さ

れ
て
い

る
。
こ
れ

ま
で
コ

ミ
ュ
ニ
テ

ィ
防
災

に
関
す
る

国
家

政
策

は
な

く
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
を

国
レ

ベ
ル

で
標

準
化

し
よ
う
と

す
る
も

の
。

 
・

 
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
研

修
コ

ー
ス

の
た

め
の

ト
レ

ー
ナ

ー
基

礎
ガ

イ
ド

（
B

IG
）

が
 英

語
と
タ
ガ

ロ
グ
語

で
20

13
年

に
作
成

さ
れ

た
。

 
・

 
コ

ン
セ

プ
ト

ペ
ー

パ
ー

案
、

B
IC

、コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

防
災

研
修

コ
ー

ス
を

評
価

検
討
す
る

た
め

、第
3地

方
管
区

の
B

at
aa

n州
（

B
al

an
ga

市
お

よ
び

M
or

on
g
町

）
で

TO
T（

研
修

ト
レ

ー
ナ

ー
養

成
研

修
）

方
式

を
用
い
た

パ
イ
ロ
ッ

ト
研
修

が
20

14
年

年
に
実

施
さ
れ

た
。

 N
o 

日
付

 
参

加
者

 
TO

T 
1 

20
14

年
7
月

7-
11

日
・

O
C

D
（

本
部

お
よ

び
第

3
地

方
管

区
事
務
所

）、
N

D
R

R
M

C
メ

ン
バ
ー
機
関

（
PH

IV
O

LC
S、

PA
G

A
SA

、
D

IL
G
、

N
ED

A
、

D
SW

D
）
、

N
A

M
R

IA
、

D
EN

R
、

D
O

H
、

W
or

ld
 V

is
io

n
か

ら
27

名
 

TO
T 

2 
20

14
年

8
月

11
-1

5
日

・
TO

T1
に

参
加

し
た

O
C

D
（

本
部

お
よ

び
第

3
地
方
管
区

事
務
所

）、
N

ED
A
、

PA
G

A
SA

、
D

IL
G
、

W
or

ld
 V

is
io

n、
C

D
P
か

ら
15

名
が

ト
レ
ー

ナ
ー
と
し

て
参
加

・
ま

た
、

B
at

aa
n
州

D
R

R
M

部
局

、
B

al
an

ga
市

D
R

R
M

部
局

、
M

or
on

g
町

D
R

R
M

部
局

か
ら

の
計

28
名

が
受

講
者

と
し
て

出
席

 
TO

T 
3 

20
14

年
9
月

8-
12

日
・

 （
TO

T3
-1
）

評
価

者
・

メ
ン

タ
ー

8
名

、
ト
レ

ー
ナ
ー
は

B
al

an
ga

市
、

B
at

aa
n
州

か
ら

7
名

、
To

ru
tu

ga
sバ

ラ
ン

ガ
イ
か
ら

16
名
が
受

講
者
と

し
て
参

加
 

・
 （

TO
T3

-2
）

評
価

者
・

メ
ン

タ
ー

8
名

、
ト
レ

ー
ナ
ー
は

M
or

on
g
町
、

B
at

aa
n
州

か
ら

6
名

、
Sa

ba
ng

バ
ラ

ン
ガ

イ
か
ら

20
名
が
受

講
者
と

し
て
参

加
 

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

20
14

年
10

月
2-

6
日

・
 （

C
A

1）
B

al
an

ga
市

の
To

ru
tu

ga
sバ

ラ
ン
ガ
イ

で
20

14
年

10
月

2-
4
日

実
施

 
・

 （
C

A
2）

M
or

on
g
町

の
Sa

ba
ng

バ
ラ
ン

ガ
イ

で
20

14
年

10
月

3-
5
日

実
施

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

残
り

の
活

動
）

 
1)

 
コ

ン
セ

プ
ト

ペ
ー

パ
ー

案
は

20
14

年
10

月
7
日

の
災

害
準

備
TM

G
に

レ
ビ
ュ
ー

・
最
終
化

の
た
め

に
提
出
さ

れ
る
予

定
。
提
出

の
前

に
、

現
在

D
IL

G
か

ら
の

イ
ン

プ
ッ

ト
を

待
っ

て
い

る
状

態
。

 
2)

 
行

動
計

画
を

含
む

コ
ン

セ
プ

ト
ペ

ー
パ

ー
の

承
認

を
働

き
か

け
、

そ
の

後
M

em
or

an
du

m
 C

irc
ul

ar
（

覚
書

回
覧
）
の

形
で
発

出
さ

れ
る

こ
と

で
、

国
家

政
策

と
し

て
の

位
置

づ
け

が
与

え
ら

れ
る

予
定

。
 

概
ね
達
成

 
 （

コ
ン
セ

プ
ト
ペ
ー

パ
ー
案

と
、
パ
イ

ロ
ッ
ト
研

修
で
用

い
ら
れ
た

ト
レ
ー
ナ

ー
基
礎

ガ
イ
ド
（

研
修
コ
ー

ス
を
含

む
）
が
今

後
最
終
化

さ
れ
承

認
さ
れ
る

必
要

。
）

 

4-
2.

 C
B

D
R

R
N
活

動
を
実

施

し
、
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
・
評

価
す
る
行

動
計
画
が

、

国
・
地
方

管
区
レ
ベ

ル
で

準
備
さ
れ

る
。

 

(
進

捗
）

 
・

 
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
に

関
す

る
政

策
（

C
B

D
R

R
M

の
た

め
の

国
レ

ベ
ル

の
コ

ン
セ
プ

ト
ペ
ー
パ

ー
）
の

作
成
の
方

が
、
行

動
計
画

の
作

成
よ

り
も

優
先

さ
れ

た
。

 
・

 
行

動
計

画
に

つ
い

て
は

、
C

B
D

R
R

M
国

家
政

策
コ

ン
セ

プ
ト

ペ
ー

パ
ー

案
の

中
で
予

算
と
実
施

メ
カ
ニ

ズ
ム
を
挙

げ
て
説

明
さ
れ

て
い

る
。

 
 (
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

の
残

り
の

活
動

）
 

1)
 
コ

ン
セ

プ
ト

ペ
ー

パ
ー

の
最

終
化
（

D
IL

G
は

調
整

会
議

を
開

催
す

る
こ

と
が

可
能

。
D

IL
G
と

N
D

R
R

M
C
は

、
行
動

計
画
の

中
か

ら
ど

の
予

算
を

使
っ

て
ど

の
活

動
を

実
施

す
る

の
か

に
つ

い
て

提
案

す
る

）
 

2)
 
承

認
を

働
き

か
け

（
LG

U
s関

係
部

局
に

支
援

さ
れ

る
必

要
) 

 

部
分
的
に

達
成

 
 （

行
動
計

画
は
コ
ン

セ
プ
ト

ペ
ー
パ
ー

の
一
部
と

し
て
作

成
さ
れ
る

予
定

。
）
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添
付

11
: 
評

価
グ

リ
ッ
ド

 
20

14
年

9
月

22
日

 
評

価
事

項
 

評
価
設
問

 
収

集
情

報
・

判
断

基
準

 
情

報
入
手

先
・
手
段

 
1.

 
妥

当
性

 
1.

1 
国

レ
ベ
ル

・
地
域
レ

ベ
ル
で

の
D

R
R

M
に

か
か
る

新
た
な
政

策
・
戦

略
の
変

化

は
あ
る
か

。
 

・
 フ

ィ
リ

ピ
ン

中
期

開
発

計
画

（
20

11
-2

01
6）
（

環
境

セ
ク

タ
ー

の
目

標
の

1
つ

と
し
て

、
国
家
・

地
方
政

府
機
関

（
LD

R
R

M
C

sや
LD

R
R

M
O

sな
ど

）
の

能
力

強
化

を
挙

げ
て

い
る

）
の
更

新
等
の

状
況
。

 
・

 N
D

R
R

M
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

（
マ

ル
チ

ハ
ザ

ー
ド

・
ア

プ
ロ

ー
チ

を
採

用
）

の
更
新

等
の
状
況

。
 

・
 U

N
や

A
us

A
ID

な
ど

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

補
完

す
る

よ
う

な
支

援
を

行
っ
て

い
る
援

助
機
関
の

協
力
方

針
の
変
化

。
 

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
 

1.
2 

実
施
機
関

の
ニ
ー
ズ

・
期
待

と
の
整

合

性
に
変
化

は
な
い
か

。
 

・
O

C
D
や

D
N

D
の

目
的

・
所

掌
業

務
に

変
化

は
な

い
か

。
 

・
O

C
D
の

戦
略

・
活

動
に

関
す

る
文

書
で

の
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
関
す

る
記
述

。
 

・
20

12
年

8
月

に
O

C
D
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

て
PD

M
に

変
更

が
あ

っ
た

。
 

1)
 

O
C

D
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
に

よ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

に
N

D
R

R
M

P
が

策
定

さ
れ
た

。
よ

っ
て
プ

ロ
ジ
ェ

ク

ト
は

、
R

D
R

R
M

Ps
お

よ
び

LD
R

R
M

Ps
の

作
成

支
援

に
活

動
を

変
更
し
た
。

  
 

2)
 

O
C

D
の

組
織

改
編

が
あ

り
、

教
育

研
修

課
の

業
務

を
基

に
TI

s 
を

設
立
す
る

予
定
と

な
っ
た
こ

と
か
ら

、
そ
れ
に

応
じ

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
を

調
整

 
3)

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

防
災

の
活

動
を

推
進

す
る

前
に

、
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

防
災
に
か

か
る
政

策
・
ガ
イ

ド

ラ
イ

ン
の

作
成

に
取

り
組

む
こ

と
と

し
た

。
 

・
O

C
D
の

D
R

R
M

に
関

す
る

法
体

制
（

共
和

国
法

第
10

12
1
号

、
国

家
D

R
R

M
計

画
、
地
方

D
R

R
M

計
画
、

N
D

R
P
な

ど
）

の
中

で
の

位
置

づ
け

を
整

理
。

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

1.
3 

モ
デ
ル
地

区
の
選
択

は
適
切

だ
っ
た

か
。

 
・
第

2
地

方
管

区
の

4
パ

イ
ロ

ッ
ト

LG
U

s、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
に

か
か

る
第

3
地

方
管
区
の

B
at

aa
n
州

パ
イ

ロ
ッ

ト
・

LG
U

sに
社

会
経

済
・

自
然

的
な

大
き

な
変

化
等

あ
っ

た
か

。
  

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

1.
4 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
実

施
に
影

響
を
及

ぼ

す
よ
う
な

実
施
機
関

の
組
織

体
制
変

化

は
何
か
あ

っ
た
か
。

 

・
 O

C
D
の

組
織

体
制

の
変

化
の

有
無
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
・
ダ

イ
レ

ク
タ

ー
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
・
マ

ネ
ジ
ャ

ー
の
交
替

な
ど
)

 
・

 20
13

年
3
月

に
O

C
D
本

部
が

、
8
課

と
国

家
D

R
R

M
サ

ー
ビ

ス
に

、
新
た
に

再
編
さ

れ
た
。
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

の
4
つ

の
成

果
は

、
そ

れ
ぞ

れ
以

下
の

課
に

よ
っ

て
担

当
さ

れ
て

い
る

。
 

  
 1

) 
計

画
：

計
画

プ
ロ

グ
ラ

ム
課

 
  

 2
) 
防

災
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

：
防

災
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

課
、

C
EI

T（
情

報
通
信
・

電
子
技
術

）
課

 
  

 3
) 
人

材
育

成
：

教
育

研
修

課
、

人
材

管
理

開
発

課
 

  
 4

) 
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
：

 教
育

研
修

課
、

国
家

D
R

R
M

サ
ー

ビ
ス

 
 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

1.
5 

日
本
政
府

の
フ
ィ
リ

ピ
ン
へ

の
援
助

方

針
と
整
合

し
て
い
る

か
。

 
・

対
フ

ィ
リ

ピ
ン

国
別

援
助

計
画

（
20

12
年

4
月

付
け

）
の

そ
の

後
の

変
更

 
JI

C
A
お

よ
び
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト

 

2.
 

有
効

性
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

を
含

む
）

  

2.
1 

成
果

1（
D

R
R

M
に

関
す
る

O
C

D
の

計

画
立
案
・

実
施
能
力

の
改
善

）
の

進
捗

 
各

指
標

に
照

ら
し

た
達

成
度

を
別

途
成

果
グ

リ
ッ

ド
に

整
理

。
 

・
 現

時
点

で
の

D
R

R
M

部
局

（
D

R
R

M
O

s）
の

設
置

状
況

の
確

認
 

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

パ
イ
ロ
ッ

ト
LG

U
sヒ

ア
リ

ン
グ

 
2.

2 
成

果
2（

D
R

R
M

活
動
（
情

報
管
理

を

含
む
）
の

標
準
化
）

の
進
捗

 
各

指
標

に
照

ら
し

た
達

成
度

を
別

途
成

果
グ

リ
ッ

ド
に

整
理

。
 

・
 D

SW
D
に

よ
っ

て
進

め
ら

れ
る

は
ず

の
N

D
R

P
の

策
定

に
お

け
る

O
C

D
の
役

割
の
整

理
。

 
・

 地
震

・
津

波
に

か
か

る
N

D
R

P
の

策
定

は
予

定
通

り
進

ん
で

い
る

か
。

 
・

 実
際

の
災

害
へ

の
対

応
: 1

) B
oh

ol
地

震
（

20
13

年
10

月
15

日
）

 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 2
) 
台

風
Yo

la
nd

a（
20

13
年

11
月

8
日

）
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 3

) 
台

風
G

le
nd

a（
20

14
年

7
月

17
日

) 
・
国

連
等

が
進

め
て

い
る

C
on

tin
ge

nc
y 

Pl
an

の
作

成
に

係
る

活
動

の
進

捗
の
確

認
（

N
D

R
P
と

並
行

し
て
進

め
ら
れ
て

い
る

）
 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

2.
3 

成
果

3（
D

R
R

M
教

育
研
修

シ
ス
テ

ム

と
そ
の
能

力
の
強
化

）
の
進

捗
 

各
指

標
に

照
ら

し
た

達
成

度
を

別
途

成
果

グ
リ

ッ
ド

に
整

理
。

 
・

国
家

政
策

・
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

の
作

成
を

通
し

て
D

R
R

M
教

育
研

修
活

動
（
現
在

、
さ
ま
ざ

ま
な
機

関
に
よ
っ

て
実
施

さ
れ

て
い

る
）

の
標

準
化

を
進

め
て

行
く

に
当

た
っ

て
の

O
C

D
の

役
割

の
整

理
。

 
・

TI
sの

活
動

開
始

の
遅

れ
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
与

え
て

い
る

影
響

。
 

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

添付資料 11
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2.
4 

成
果

4（
コ

ミ
ュ
ニ

テ
ィ
防

災

（
C

B
D

R
R

M
）
活
動

の
支
援

体
制
の

強

化
）
の
進

捗
 

各
指

標
に

照
ら

し
た

達
成

度
を

別
途

成
果

グ
リ

ッ
ド

に
整

理
。

 
・

 行
動

計
画

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

で
は

終
了

時
評

価
後

に
実
施

と
な
る

）
の
進
捗

 
O

C
D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

パ
イ
ロ
ッ

ト
LG

U
sヒ

ア
リ

ン
グ

 
2.

4 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標
（

O
C

D
の

D
R

R
M

能
力
の
強

化
）
の
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
ま
で
の

達
成
見
込

み
 

各
指

標
に

照
ら

し
た

達
成

度
を

別
途

成
果

グ
リ

ッ
ド

に
整

理
。

 
・

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
に

よ
り

実
際

の
災

害
（

20
13

年
11

月
8
日

の
台

風
Yo

la
nd

a
な
ど

）
で

O
C

D
の

活
動

の
向

上

が
見

ら
れ

た
事

例
。

 
・

 O
C

D
本

部
・

地
方

管
区

事
務

所
の

、
計

画
立

案
お

よ
び

そ
の

実
施

、
モ
ニ
タ

リ
ン
グ

・
評
価
、

機
関
間

の
調
整
に

係
る

活
動

で
の

能
力

強
化

が
み

ら
れ

た
事

例
 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

終
了

時
ま

で
に

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

・
ア

セ
ス

メ
ン

ト
調

査
を

実
施
す

る
予
定
の

有
無

  
  

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

N
ED

A
、

D
IL

G
、

D
SW

D
、

 
PA

G
A

SA
/P

H
IV

O
LC

S
ヒ

ア
リ

ン
グ

 
2.

5 
中

間
レ
ビ

ュ
ー
の
提

言
へ
の

対
応
状

況
 

1.
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
管

理
 

1)
 
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

配
置

を
変

更
し

な
い

こ
と

、
ま

た
実

施
体

制
を
簡
素

化
し
指

揮
系
統
を

明
確
に

す
る
こ
と

。
 

2)
 
月

例
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
会

議
に

は
、

4
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

の
カ

ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト

全
員
が
参

加
す
る

こ
と
。

 
3)

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

に
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
・

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
実

施
す
る
こ

と
。

 
2.

 計
画

 
  

1)
  

第
2
地

方
管

区
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
LG

U
sの

LD
R

R
M

Ps
作

成
の

経
験

を
活
用

し
て
、
他

の
LG

U
sで

も
LD

R
R

M
Ps

の
改

善
を

支
援

す
る

こ
と

。
ま

た
、

第
2
地

方
管

区
で

の
優

良
事

例
を
他
地

方
管
区

に
も
促
進

・
普
及

す
る
こ
と

。

  
2)

  
共

和
国

法
第

10
12

1
号

の
「

サ
ン

セ
ッ

ト
・
レ

ビ
ュ

ー
」
の

概
要
・
範
囲

を
明
確

に
す

る
こ
と

。
ま

た
N

D
R

R
M

P、
R

D
R

R
M

Ps
、

LD
R

R
M

Ps
に

関
す

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

評
価

の
対

象
範
囲
を

明
確
に

す
る
こ
と

。
  

 
3.

 オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
 

  
1)

  
水

文
気

象
災

害
に

加
え

て
、

地
震

・
津

波
に

か
か

る
N

D
R

P
を

作
成

す
る
こ

と
。

  
 

  
2)

  
水

文
気

象
災

害
に

か
か

る
N

D
R

P
が

N
D

R
R

M
C
に

早
急

に
承

認
さ

れ
る
よ

う
働
き
か

け
る
こ

と
。

 
4.

 研
修

 
  

1)
  

TI
sの

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
開

始
に

向
け

た
工

程
表

を
明

確
に

す
る

と
と

も
に
、

策
定
し
た

研
修
プ

ロ
グ
ラ
ム

を
、
標

準
化

に
向

け
て

、
ど

の
よ

う
に

普
及

す
る

の
か

に
つ

い
て

具
体

的
な
戦
略
を

示
す
こ

と
。

 
  

2)
  

他
の

研
修

提
供

機
関

や
政

府
機

関
と

の
協

力
を

促
進

す
る

こ
と

。
 

5.
 コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
 

  
1)

  
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
の

コ
ン

セ
プ

ト
ペ

ー
パ

ー
で

は
、

各
ス

テ
ー

ク
ホ
ル
ダ

ー
の
役
割

・
責
任

を
明
示
す

る
こ
と

。

  
2)

  
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
を

実
施

す
る

上
で

リ
ス

ク
情

報
を

自
治

体
に

提
供
す
る

方
法
と
仕

組
み
を

制
度
と
し

て
導
入

す
る

こ
と

。
  

 
  

3)
  

他
の

関
係

機
関

と
連

携
し

、
継

続
性

の
あ

る
公

共
政

策
と

し
て

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
防
災
を

位
置
づ

け
る
こ
と

。
  

  
 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

 

3.
 

効
率

性
（

実
施

プ
ロ

セ
ス

を
含

む
）

 

3.
1 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
計

画
（

PD
M
）

は
明

確
で
関
係

者
の
間
で

共
有
さ

れ
て
い

た

か
。

 

・
最

新
の

PD
M
（

20
14

年
2
月

7
日

に
改

訂
）
は

関
係

者
間

で
共

通
に

認
識

さ
れ
て

い
る
か
（

R
/D

は
20

11
年

10
月

28
日

に
署

名
）

 
・

 成
果

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
に

関
す

る
達

成
度

の
見

解
は

関
係

者
間

で
一
致

し
て
い

る
か
。

 
・

実
際

の
活

動
と

活
動

計
画

の
間

に
顕

著
な

差
異

は
あ

る
か

。
 

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

 

3.
2 

専
門
家
の

投
入
は
適

切
だ
っ

た
か
。

 
・

派
遣

期
間

、
専

門
分

野
、

派
遣

人
数

、
現

地
滞

在
期

間
、

派
遣

時
期

は
適

切
か
。

 
O

C
D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

3.
3 

機
材
は
適

切
に
投
入

さ
れ
た

か
。

 
・

供
与

機
材

の
有

無
 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
3.

4 
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー
ト

研
修
は

適
切
に

実

施
さ
れ
た

か
。

 
・

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

、
実

施
の

タ
イ

ミ
ン

グ
と

期
間

、
参

加
者

の
選

定
は

適
切

だ
っ
た

か
。

 
O

C
D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
3.

5 
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー
ト

の
参
加

は
十
分

だ

っ
た
か
（

人
数
、
責

任
、
時

間
、
関

与

の
程
度

）。
 

・
 C

/P
の

頻
繁

な
交

替
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
の

効
率

性
を

下
げ

た
と

の
指

摘
が
あ

っ
た
。
中

間
レ
ビ

ュ
ー
後
も

、
C

/P
の

交
替

は
あ

っ
た

か
。

交
替

の
際

の
業

務
の

継
続

性
は

確
保

さ
れ

て
い

た
か

。
  

1)
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
ダ

イ
レ

ク
タ

ー
: A

le
xa

nd
er

 P
am

a
次

官
（

N
D

R
R

M
C

 E
xe

cu
tiv

e 
D

ire
ct

or
、

O
C

D
 A

dm
in

is
tra

to
r）

2)
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ジ

ャ
ー

: C
D

X
O
（

C
iv

il 
D

ef
en

se
 E

xe
cu

tiv
e 

O
ff

ic
er
）

H
on

or
at

o 
D

el
os

 R
ey

es
氏

 （
JI

C
A

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
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委
員

会
の

議
長

）
 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

対
す

る
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

意
識

の
有

無
。

 
・

担
当

す
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

業
務

と
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

TO
R
と

の
一
致

。
 

3.
6 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
実
施

の
た
め

の
日
本

側

の
支
出
、

フ
ィ
リ
ピ

ン
側
の

支
出
は

適

切
だ
っ
た

か
。

 

・
O

C
D
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

予
算

の
確

認
。

 
O

C
D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

3.
7 

専
門
家
と

カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
と
の

定

期
的
・
日

常
的
な
コ

ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ

ョ

ン
は
十
分

だ
っ
た
か

。
 

・
 JC

C
は

こ
れ

ま
で

7
回

開
催

。
 

1)
 
第

1
回

JC
C（

20
12

年
4
月

18
日

）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

正
式

な
開

始
：

O
C

D
、

PH
IV

O
LC

S、
PA

G
A

SA
、

D
IL

G
、

D
SW

D
、

N
ED

A
、

LP
P、

LM
P、

U
LA

P（
ま

た
D

PW
H
、

PI
A
が

JC
C
メ

ン
バ
ー

と
し
て
提

案
さ
れ

た
）
が
参

加
 

2)
 
第

2
回

JC
C
（

20
12

年
8
月

3
日

）
PD

M
 v

er
2
の

承
認

：
O

C
D
、

PH
IV

O
LC

S、
PA

G
A

SA
、

D
IL

G
、

D
SW

D
、

N
ED

A
、

LP
P
が

参
加

 
3)

 
第

3
回

JC
C（

20
12

年
11

月
14

日
）
進

捗
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
お

よ
び

IM
S
構
築
：

O
C

D
、

D
IL

G
、

N
ED

A
、

LP
P、

LM
P、

U
LA

P
が

参
加

 
4)

 
第

4
回

JC
C（

20
13

年
2
月

22
日

）
第

1
年

次
の

実
績

確
認

：
O

C
D
、

N
ED

A
、

PH
IV

O
LC

S、
D

SW
D
、

LP
P、

D
PW

H
が

参
加

 
5)

 
第

5
回

JC
C（

20
13

年
10

月
18

日
）
中

間
レ

ビ
ュ

ー
報

告
：

O
C

D
、

PA
G

A
SA

、
LM

P、
U

LA
P、

G
H

Q
&

H
EC

、

N
ED

A
、

PH
IV

O
LC

S、
LG

A
（

D
IL

G
）

が
参

加
 

6)
 
第

6
回

JC
C
（

20
14

年
2
月

7
日

）
PD

M
 v

er
3
の

承
認

：
PA

G
A

SA
、

U
LA

P、
LM

P、
O

C
D
、

N
ED

A
、

LP
P

が
参

加
 

7)
 
第

7
回

JC
C
（

20
14

年
8
月

20
日

）
進

捗
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
：

O
C

D
、

PH
IV

O
LC

S、
D

IL
G
、

LG
A
、

D
SW

D
、

N
ED

A
が

参
加

 
・

 20
12

年
3
月

か
ら

始
ま

っ
た

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

会
議

の
効

果
（

中
間
レ
ビ

ュ
ー
で

、
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
4
コ
ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

の
全

て
の

C
/P

が
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
会

議
に

出
席

す
る

こ
と

が
提

言
さ
れ
た

）
。

 
・

専
門

家
が

フ
ィ

リ
ピ

ン
に

滞
在

し
て

い
な

い
期

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
状
況

。
 

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

3.
8 

フ
ィ
リ
ピ

ン
側
機
関

の
間
で

の
定
期

的
・
日
常

的
な
コ
ミ

ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ

ン

は
十
分
だ

っ
た
か
。

 

・
会

議
へ

の
案

内
状

送
付

や
結

果
の

共
有

は
行

わ
れ

て
い

た
か

。
 

  
R

/D
記

載
の

JC
C
メ

ン
バ

ー
機

関
は

、
O

C
D
、

N
ED

A
、

D
IL

G
、

D
SW

D
、

D
O

ST
（

PA
G

A
SA

, P
H

IV
O

LC
S）

 
・

情
報

共
有

の
頻

度
 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
N

ED
A
、

D
IL

G
、

D
SW

D
、

 
PA

G
A

SA
/P

H
IV

O
LC

S
ヒ

ア
リ

ン
グ

 
3.

9 
専

門
家
か

ら
カ
ウ
ン

タ
ー
パ

ー
ト
へ

の

技
術
移
転

の
内
容
・

手
法
は

適
切
だ

っ

た
か
。

  

・
O

JT
、

現
地

研
修

な
ど

の
機

会
は

十
分

だ
っ

た
か

。
 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 

3.
10

 プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

達
成
に

向
け
た

促

進
要
因
・
阻
害
要
因

は
何
か

あ
っ
た

か
。

・
「

ベ
ー

シ
ッ

ク
・

ア
プ

ロ
ー

チ
」

に
基

づ
く

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

の
効

果
。

 
（

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
の

促
進

要
因

）
 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
に

先
立

ち
N

D
R

R
M

P
を

策
定

し
た

こ
と

、
O

C
D
地

方
管

区
事
務

所
が

20
13

年
7
月
か

ら
9
月

に

か
け

て
管

区
内

の
地

方
D

R
R

M
部

局
を

集
め

て
「

リ
ー

ジ
ョ

ナ
ル
・
サ

ミ
ッ

ト
」
を
開
催

し
た

こ
と

、
定
期

的
な

O
C

D
地

方
管

区
事

務
所

長
会

議
の

機
会

の
利

用
な

ど
、

O
C

D
の

積
極

的
な

取
組
み

が
あ
っ

た
こ
と
。

  
（

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
の

阻
害

要
因

）
 

・
 D

R
R

M
セ

ク
タ

ー
を

巡
る

状
況

の
変

化
は

速
く

、
こ

う
し

た
変

化
に

十
分
に

つ
い
て

い
く
こ
と

が
時
に

困
難
で
あ

る
こ

と
。

  
・

 日
本

側
・

フ
ィ

リ
ピ

ン
側

双
方

で
主

要
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
メ

ン
バ

ー
の
交

替
が
あ

っ
た
。
そ

の
こ
と

で
、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
内

容
と

こ
れ

ま
で

の
経

緯
を

確
認

し
、

活
動

計
画

の
再

調
整

に
追
加

的
な
時

間
が
必
要

と
な
り

、
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

円
滑

な
実

施
に

影
響

を
与

え
た

。
 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

パ
イ
ロ
ッ

ト
LG

U
sヒ

ア
リ

ン
グ

 
N

ED
A
、

D
IL

G
、

D
SW

D
、

 
PA

G
A

SA
/P

H
IV

O
LC

S
ヒ

ア
リ

ン
グ

 

4.
 

イ
ン

パ
ク

ト
 

4.
1 

上
位
目
標

（
フ
ィ
リ

ピ
ン
政

府
機
関

に

よ
る

D
R

R
M

活
動
の

改
善
）
は
、
プ

ロ

ジ
ェ
ク
ト

終
了

後
3～

5年
で
の

達
成

が

見
込
め
る

か
。

 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

に
基

づ
く

上
位

目
標

に
向

け
た

活
動

に
関

す
る

議
論

は
何
か

行
わ
れ
て

い
る
か

（
例
え
ば

、

R
D

R
R

M
P
や

LD
R

R
M

Ps
の

作
成

・
改

訂
の

促
進

、
他

地
域

へ
の

普
及
、
地

方
管
区

事
務
所
長

会
議
の

活
用
な
ど

）
  

・
 パ

イ
ロ

ッ
ト

LG
U

sで
な

い
LG

U
sで

、
LD

R
R

M
Ps

の
作

成
が

進
ん

で
い
る

事
例
が

あ
る
（

A
pa

rr
i町

M
D

R
R

M
P、

Pe
ña

bl
an

ca
町

M
D

R
R

M
P）

。
O

C
D
は

具
体

的
に

ど
の

よ
う

に
し

て
こ
れ
ら
を

支
援
し

て
い
る
か

。
  

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
事

業
進
捗

報
告
書

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

N
ED

A
、

D
IL

G
、

D
SW

D
、
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・
 現

時
点

で
の

達
成

度
か

ら
判

断
し

て
、
上

位
目

標
は

3～
5
年

後
に

達
成
が

見
込
め

る
目
標
か
（
ギ

ャ
ッ
プ

は
大

き
す
ぎ

な
い

か
）

 
・

 JI
C

A
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
お

け
る

取
組

は
、
ポ

ス
ト

H
FA

に
向

け
た

議
論
・
キ

ー
ワ
ー

ド
と
整
合

性
が
と

れ
て
い
る

か
。

PA
G

A
SA

/P
H

IV
O

LC
S
ヒ

ア
リ

ン
グ

 

4.
2 

他
機
関
と

の
協
力
、

ま
た
は

そ
の
予

定

は
あ
る
か

。
 

・
援

助
機

関
（

国
連

、
二

国
間

ド
ナ

ー
、

N
G

O
）

と
O

C
D
が

連
携

し
た

活
動

は
あ
る

か
。

 
O

C
D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

A
us

A
ID

ヒ
ア

リ
ン
グ

 
4.

3 
想

定
さ
れ

て
い
た
、

又
は
さ

れ
て
い

な

か
っ
た
正

負
の
イ
ン

パ
ク
ト

は
何
か

あ

る
か
。

 

・
 イ

ン
パ

ク
ト

の
発

現
は

ま
だ

先
と

考
え

ら
れ

る
が

、
主

に
期

待
さ

れ
る

イ
ン

パ
ク
ト

の
例
は
次

の
通
り

。
 

1)
 
第

2
地

方
管

区
以

外
で

も
LG

U
sに

よ
る

LD
R

R
M

Ps
は

進
ん

で
お
り
、
地

方
D

R
R

M
計

画
の

全
国
的

な
向
上
が

期
待

さ
れ

る
。

 
2)

 
水

文
気

象
災

害
に

か
か

る
N

D
R

P
の

作
成

に
参

加
し

た
機

関
に

つ
い
て
は
、

N
D

R
P
を

各
自
関
係

す
る
計

画
に
反

映

さ
せ

て
い

こ
う

と
い

う
動

き
が

あ
る

。
ま

た
、

IM
S
は

準
リ

ア
ル

タ
イ
ム
で

の
情
報

を
提
供
す

る
こ
と

で
、

D
R

R
M

活
動

に
直

接
的

な
イ

ン
パ

ク
ト

を
与

え
る

こ
と

が
期

待
で

き
る

。
 

3)
 
現

在
、
年

間
約

1,
30

0
も

の
D

R
R

M
に

関
す

る
様

々
な

研
修

活
動

が
実
施
さ

れ
て
い

る
が
、
国

家
D

R
R

M
教

育
研

修
計

画
に

よ
り

条
件

や
標

準
が

定
め

ら
れ

れ
ば

、
こ

れ
ら

研
修

活
動

の
質
は

大
き
く

向
上
す
る

こ
と
が

期
待
さ
れ

る
。

 
4)

 
N

D
R

R
M

C
メ

ン
バ

ー
機

関
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
、

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

活
動
へ

の
参
加
に

よ
っ
て

顕
著
に
向

上
し

た
。

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

N
ED

A
、

D
IL

G
、

D
SW

D
、

 
PA

G
A

SA
/P

H
IV

O
LC

S
ヒ

ア
リ

ン
グ

  
A

us
A

ID
ヒ

ア
リ
ン
グ

 

5.
 

持
続

可
能

性
 

5.
1 

政
策
・
制

度
面
の
仕

組
み
は

整
っ
て

い

る
か
。

 
・

 D
R

R
M

に
関

す
る

政
府

の
取

組
み

方
針

に
変

更
は

あ
る

か
。

 
・

 政
策

文
書

に
お

け
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
言

及
や

、
政

府
要

職
者

に
よ
る

セ
ミ
ナ

ー
・
会
議

等
の
場

で
の
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
継

続
に

関
す

る
言

及
。

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

 
5.

2 
技

術
的
な

観
点
か
ら

の
持
続

性
は
見

込

め
る
か
。

 
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

作
成

し
た

文
書

は
効

果
的

に
使

わ
れ

て
い

る
か

。
 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

作
成

し
た

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

文
書

の
所

有
者
（

引
受

先
）
は

明
確
に

な
っ
て
い

る
か

。（
管
理
部
署

、
原

稿
保

存
手

段
、

増
刷

が
必

要
な

場
合

の
予

算
、

内
容

変
更

を
行

う
際

の
責
任

分
担
の

合
意
な
ど

）
  

・
技

術
や

知
識

を
再

確
認

・
ア

ッ
プ

デ
ー

ト
す

る
た

め
の

研
修

機
会

は
あ

る
か
。

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

 

5.
3 

活
動
を
持

続
し
て
い

く
た
め

の
人
材

は

十
分
か
。

 
・

 現
在

の
O

C
D
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
職

員
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
活
動
に

関
わ
れ

る
か
。

 
・

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
継

続
・
発

展
の

た
め

の
O

C
D
の

職
員

数
は

十
分

か
。
職
員
（
正
規
・
契

約
）
の
増
加
は
見

込
め

る
か

。
 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
 

 
5.

4 
活

動
へ
の

予
算
手
当

、
財
政

支
援
の

見

通
し
は
あ

る
か
。

 
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

継
続
・
発

展
の

た
め

の
O

C
D
の

予
算

は
（

特
に

中
間
レ
ビ

ュ
ー
以
降
）
確
保
さ

れ
て
、
ま

た
は

増
加

し
て

い
る

か
。

 
・

国
際

機
関

か
ら

の
支

援
の

可
能

性
は

あ
る

か
。

 

O
C

D
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

 
専

門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
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フィリピン国フィリピン国
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